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　本統合報告書は、パーソルグループが財務情報・非財務情報を活用し、短期～中長期にわ
たり企業価値向上を実現していくための道筋を「価値創造ストーリー」として描いたものです。
また、そのために不可欠な財務・非財務資本を活用するための戦略や具体的な取り組みにつ
いても開示しています。主要コンテンツである各CxOメッセージでは、「パーソルグループ中
期経営計画2026」（中計2026）の2年目の進捗を振り返るとともに、現状や課題を踏まえた
最終年度の方針、さらには次期中計を見据えた展望について語っています。
　これらの報告内容の一貫性や質の向上を図るため、編集にあたってはIFRS財団の「統合報
告フレームワーク」や経済産業省の「価値協創ガイダンス」を参照するほか、株主・投資家の皆
さまや外部有識者からいただいたご意見・ご助言を反映しています。
　本報告書は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆さまとの建設的な対話を深
めるための重要なツールと位置づけています。本報告書を通じてステークホルダーの皆さま
に、グループビジョン「はたらいて、笑おう。」や、ありたい姿である「“はたらくWell-being”創造
カンパニー」の実現に向けた私たちの考え方や取り組みをご理解いただければ幸いです。

　パーソルグループは、ステークホルダーの皆さまに向けて、統合報告書を中心に財務・非
財務の両面から多様な情報・媒体を開示し、目的に応じた情報発信を行っています。

　「パーソルグループを取り巻く主な社会変化とリスク・機会」（P.13）、「創出する社会
価値・財務価値」（P.19）を追加し、価値創造ストーリーの構成要素をより具体的に示し
ました。

　「財務戦略の概要と進捗」（P.30-31）では、中計2026の財務目標に対する実績に
加えて、キャッシュ・アロケーション、株主還元（配当）の推移を示すグラフを掲載。財
務戦略の進捗を視覚的に理解できるよう努めました。

統合報告書2025のポイント

❶ 価値創造ストーリーの深耕　

❷ 財務情報の充実

網羅性

財務情報 非財務情報

編集方針

サステナビリティ（Webサイト）
https://www.persol-group.co.jp/
sustainability/

ストーリー性

統合報告書
パーソルグループの中長期的な企
業価値向上に向けた財務・非財務の
取り組みを体系的に整理・開示

人的資本レポート
https://www.persol-group.
co.jp/wp-content/
uploads/2025/03/
PERSOL_
HumanCapitalReport2025_
jp-2.pdf

Touch！ PERSOL
「パーソルの社会課題解決
ストーリー」

「はたらく」に関する社会課題に取り
組む事例紹介コンテンツ

https://touch.
persol-group.co.jp

投資家情報（Webサイト）
https://www.persol-group.co.jp/ir/

情報開示体系

https://www.
persol-group.
co.jp/ir/library/
earnings.html

決算短信
https://www.
persol-group.
co.jp/ir/library/
statements.html

有価証券報告書
https://www.persol-group.
co.jp/wp-content/
uploads/2024/09/corporate_
governance_report.pdf

コーポレートガバナンス報告書

報告対象期間
　2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）を対象としています。ただし、必要に応
じて当期間の前後についても言及しています。

https://touch.persol-group.co.jp
https://www.persol-group.co.jp/wp-content/uploads/2025/03/PERSOL_HumanCapitalReport2025_jp-2.pdf
https://www.persol-group.co.jp/wp-content/uploads/2024/09/corporate_governance_report.pdf
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/
https://www.persol-group.co.jp/ir/library/statements.html
https://www.persol-group.co.jp/ir/library/earnings.html
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パーソルグループの理念体系

パーソルグループの理念体系

グループビジョン
パーソルグループが

実現したい社会

はたらくことは、生きること。
はたらき方は、一人ひとり違うもの。
だから、自分の“はたらく”は、自分で決める。
すべての“はたらく”が、
笑顔につながる社会を目指して。

行動指針

経営理念 雇用の創造　
人々の成長　社会貢献

ありたい姿
パーソルグループの目指す企業像

“はたらくWell-being”創造カンパニー
一人ひとりの可能性を広げ、
はたらく自由を広げ、
個人と社会の幸せを広げる。

誠実　顧客志向
プロフェッショナリズム
チームワーク　挑戦と変革パーソルグループの社員一人ひとりが持つべき価値観

パーソルグループの存在意義

パーソルグループは創業時から受け継ぐ経営理念を原点に、共通の価値観である行動指針を通して、
ありたい姿である“はたらくWell-being”創造カンパニーを追求し、グループビジョンである「はたらいて、笑おう。」の実現を目指します。

パーソルグループは1973年の創業以来、
はたらくに関する社会課題の解決に正面から向き合ってきました。 
当時、創業者の篠原は海外での仕事の経験から、
日本で女性が活躍する場が限られていたことに大きな違和感を持ち、
女性の雇用機会の拡大に向けて人材派遣事業をスタートしました。 

そうした創業の想いである経営理念はパーソルグループの存在意義として
今日まで受け継がれ、その土台を軸に社員一人ひとりが共通の価値観である
5つの行動指針を大切にし、日々の仕事に取り組んでいます。 

 その目指す先として、パーソルグループのありたい姿に
「“はたらくWell-being”創造カンパニー」を掲げました。 
私たちは、より良い“はたらく機会”を創出し、
“はたらくWell-being”を生み出す存在として、 
一人ひとりが多くの選択肢から“はたらく”を自分で決められる、 
そうしたグループビジョン「はたらいて、笑おう。」が
実現された社会を目指していきます。
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グループビジョン実現へのロードマップ

持続的成長を
実現するための基盤

はたらく機会の創出

企業の生産性向上

多様なはたらき方の提供 学びの機会の提供

データガバナンスの強化

人権の尊重

多様な人材の活躍

気候変動への対応

マテリアリティ

事業を通じた
社会課題の解決

パーソルグループは、“はたらくWell-being”創造カンパニーとして、
2030年に100万人のより良い“はたらく機会”の創出に向けて取り組んでいます。

グループビジョン実現へのロードマップ

テクノロジードリブンの人材サービス企業経営の方向性

強化すべき競争優位性

事業（SBU）

人を集めるチカラ 人と組織を結ぶチカラ 業務をデザインするチカラ

事業成長のエンジン 人的資本 テクノロジー ラーニング

Staffing TechnologyBPO Asia
PacificCareer

パーソルグループ中期経営計画2026 次期経営計画2023年度～2025年度

40万人 46万人 50万人

2023年度 2024年度 2025年度目標

ありたい姿

グループビジョン

“はたらくWell-being”
創造カンパニー

100万人のより良い
“はたらく機会”の創出

価値創造ゴール

2030

経営理念

行動指針

雇用の創造　
人々の成長　社会貢献

誠実　顧客志向
プロフェッショナリズム

チームワーク　挑戦と変革
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パーソルグループの歩み

グループビジョンを
「はたらいて、笑おう。」に変更

2019年10月

テンプスタッフ
（現 ： パーソルテンプスタッフ）設立

1973年5月

創業者・篠原欣子が高校を卒業して
はたらき始めた当時は、
社会に出て活躍する女性がまだ少ない時代でした。
篠原は、はたらきたいと望む
すべての女性が活躍できる社会にしたいと考え、
1973年にテンプスタッフを創業。
その後も時代に合わせて多くの方々に
活躍の機会を提供し、社会に貢献してきました。

パーソルグループのルーツは、1973年に創業したテンプスタッフです。
日本にまだ人材派遣といった考え方がなかった時代に生まれ、当時の新しいはたらき方として多くの方にサービスを提供し、業界を牽引してきました。
以降、パーソルグループは、はたらく一人ひとりの想いと時代の要請に合わせて、
総合人材サービスとして多くの企業と歩みをともにし、業容を拡大してきました。

パーソルグループの歩み

沿革／売上高推移

2030年に向けた
価値創造ストーリーおよび
パーソルグループ
中期経営計画2026を策定

2023年5月

インテリジェンスグループを
連結子会社化

グループブランド
『PERSOL（パーソル）』を発表

ブランドタグライン
「はたらいて、笑おう。」を発表

2013年4月

5つのSBU（Strategic Business Unit）
体制へ移行

売上収益

1兆4,512億円

2025年3月期

2020年4月2016年7月

労働派遣法施行、
テンプスタッフが派遣事業開始

1986年

転職情報誌
「DODA」（現：doda）創刊

1989年1月

テンプスタッフが
グローバル展開開始

1993年

テンプスタッフとピープルスタッフが経営統合し、
共同持株会社テンプホールディングスを設立

2008年10月
私たちパーソルグループは、
創業者の想いを受け継ぎ、
これからもすべての人が生き生きとはたらける
社会の実現を目指します。

2020年代

エンジニアリング

Asia Pacific（APAC）事業

アウトソーシング

転職メディア（求人広告）

人材紹介

人材派遣

派遣サービス黎明期 労働者の権利と派遣サービスの拡充期 はたらき方の多様化の萌芽期
2010年代1990〜2000年代1970〜1980年代

20091970 20111990 2007 2013 2015 2017 2019 202120101980 20122000 2008 2014 2016 2018 2020 2022 2023 2024 2025

事業・サービス領域の拡大

3月期

新しいはたらき方の定着・発展期
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At a glance

Strategic Business Unit（SBU）／
Function Unit（FU）

Specialized Servicesの事業内容※1

サービス領域※2

人材派遣 転職等支援
アウトソーシング その他

（新規領域等）事務 技術／IT・その他 人材紹介 求人メディア・
その他

Staffing
SBU

業界最大級の事業規模を誇る事務派遣領域
を中心に、幅広い業界・業種に対応した人材
派遣事業や紹介予定派遣事業を展開。

BPO
SBU

BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）事
業を中核に、CX（カスタマーエクスペリエン
ス）事業、プロフェッショナル事業が三位一体
となり、多様な顧客ニーズに対応。

Technology
SBU

IT・DXソリューション、エンジニアリング領域
の受託請負、登録型派遣・フリーランスの3
事業を展開し、コンサルティングから設計・開
発・実験まで幅広い工程を支援。

Career
SBU

人材紹介事業や求人メディア事業を中心に、
幅広い人材の採用支援を展開。加えて、副業・
フリーランス支援など、転職以外のサービス
も提供。

Asia
Pacific
SBU

アジア・パシフィック地域において最大級の人
材派遣事業、人材紹介事業、HRソリューション
事業を展開。

R&D
FU

新規デジタルプロダクトの開発やインキュ
ベーションプログラムの推進など、新領域にお
ける事業を探索・創造。

Specialized
Services

人・組織・マネジメントの調査・研究・開発を軸としたコンサルティング事業や研修事業、
障害者雇用支援事業、ベンチャーキャピタル事業などを展開。

※1 �パーソルグループは、パーソルホールディングスを持株会社とし、連結子会社148社および関連会社4社（2025年3月末現在）で構成
され、5つのSBUおよびその他（FU、Specialized Services）のセグメントで各事業を展開しています。

※2 主要事業を大きな○、それ以外の事業を小さな○で表示しています。

パーソルグループは、人材派遣、人材紹介、アウトソーシング領域を中心に、人と組織に関わる多様なサービスを提供しています。
さらに、APAC地域を中心とした海外事業や、人とテクノロジーの融合による次世代のイノベーション開発にも
積極的に取り組んでいます。

At a glance パーソルグループの事業・サービス領域

人材派遣
（IT・機電エンジニア）

紹介予定派遣／
人材紹介

受託請負
臨床開発、販売、
軽作業、工場職種

アウトソーシング
設備・施設メンテナンス、

人事・労務コンサルティング、
教育・研修、

ファシリティマネジメント

人材紹介
その他

（副業・フリーランス）

求人メディア
ダイレクト

リクルーティング
キャリアオーナー

シップ支援

人材派遣
事務、研究・臨床開発、

販売、軽作業

人材派遣 人材紹介

エンジニアリング
（設計開発・試作・評価・試験）

IT
（ソフトウエア開発等）

BPO
バックオフィス、

業界特化型

CX
コンタクトセンター、

セールスマーケティング

プロフェッショナル
業務コンサルティング、
テクノロジー導入支援

デジタル
ソリューション

インキュベーション

主要ブランド
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CEOメッセージ

人の可能性を広げるテクノロジーで
「はたらく」の質を高め、
社会課題の解決と成長の両立を目指します。

代表取締役社長 CEO 和田 孝雄

　少子高齢化や労働人口減少といった社会課題が進行する
中、日本の労働市場では人的資本の確保・定着・活用が企業に
とって喫緊かつ構造的な課題となっています。AIエージェント
の登場に加え、はたらく個人の価値観やライフスタイルの多
様化に伴い、人材ポートフォリオの最適化と多様な人材の戦
略的配置が企業競争力を左右する重要なテーマとなってい
ます。このような状況下において、さまざまな人材課題に対し
て幅広いサービスで応えるパーソルグループは、個人と企業
の双方にとってますます重要な役割を果たしていると認識し
ています。業績も堅調に推移しており、2024年度は調整後
EBITDA・営業収益・当期利益のいずれも過去最高を更新しま
した。
　こうした環境のもと、私たちはグループビジョンである「は
たらいて、笑おう。」の実現を目指し、一人ひとりの可能性を広
げ、はたらく自由を広げ、個人と社会の幸せを広げる「“はたら
くWell-being”創造カンパニー」をありたい姿として掲げて
います。また、その実現に向けた価値創造ゴールとして「人の

可能性を広げることで、 2030年に100万人のより良い“はた
らく機会”を創出」すると定めています。私たちは数多くの就
業機会を提供するだけでなく、はたらく人が満足できる環境
ではたらけること、望んだキャリアを実現できること、仕事を
通じて成長や貢献の実感、喜びや楽しみを感じていただきた
いと考えています。そうした質へのこだわりこそが、パーソル
グループが生み出す社会価値であり、他社との違いでもあり
ます。2030年に向けた100万人の目標に対し、2025年度の
中間目標である50万人の達成が見込まれており、順調に推
移しています。ただし、ここからの5年間はAIの飛躍的進化を
視野にいれた中での非連続な成長が求められるため、より気
を引き締めて取り組んでまいります。
　足元では、現中計であるパーソルグループ中期経営計画
2026（以下、中計2026）の最終年度としての総仕上げを同時
に実行しています。中計2026では、人材派遣事業のStaffing 
SBUをグループの屋台骨と位置づけ、Careerに加え、BPO、
Technologyの3つのSBUを将来の利益成長の柱として積
極的に投資する方針を掲げました。最終年度を迎えた現在、
Career SBUは高い成長を遂げており、Staffing SBUと並ぶ

100万人の「はたらく機会の創出」に
向けた現在地
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CEOメッセージ

グループの柱となりました。 Technology SBUも計画どお
りに進捗しており、人員採用強化や稼働率の向上、請求単価
の改善などにより、高成長と収益力の改善を同時に実現して
います。BPO SBUは、ITアウトソーシングやDX推進のノウハ
ウを持つ企業のM&Aなどを通じて業務変革力を備えた体制
構築を進めており、収益力の改善にも引き続き注力していき
ます。一方で、APAC地域におけるROIC（投下資本利益率）は
改善余地があると考えており、事業成長とのバランスをとり
ながら資本効率向上に取り組んでいきます。
　既存事業の収益力を一層高めるとともに、2026年度以降
を見据えた事業ポートフォリオについても議論を進めていま
す。社会や顧客の期待の変化、テクノロジーの進化を踏まえ、
持続的な成長に向けた資源配分や重点領域について、経営と
して戦略的な議論を進めているところです。2025年度は10
年後を見据えた経営課題の明確化と、次期中計の策定に向
けた検討を始めています。
　また、こうした変革を柔軟かつスピーディーに進めていくた
めに、2025年4月には新たな執行体制へと移行しました。新
たに就任したCLO/CROおよびCGDOはいずれも初の女性
執行役員です。さらに、同年6月には監査等委員である社外
取締役として菅谷とも子氏が加わり、執行・監督の両面におい
て、より多様な視点からの成長ドライブが可能となる体制が
整いました。

　私たちを取り巻く社会課題としては、個人の視点では能力
や意欲がありながら、望むような「はたらく機会」を得られて
いない、あるいは多様な選択肢が提供されていないという現
実があります。企業の視点では、必要とする人材を採用でき
ていない、あるいは十分に力を発揮できていない人材を抱え
ているケースもあります。こうした構造的なギャップを解消す
ることこそ、私たちが果たすべき社会的使命であり、企業価
値向上にも直結する重点テーマです。

　パーソルグループの強みは、人材派遣、人材紹介やアウト
ソーシング、テクノロジー活用支援など、総合的なサービスを
提供できる点にあります。パーソルグループは、個人一人ひと
りに適した「はたらく機会」を提供するだけでなく、その可能性
を最大化し、「人」と「はたらく」の創造的な関係を築く存在で
ありたいと考えています。これは、AIの進化に加え、日本の労
働市場が転換期を迎える中、経済活性化や国際競争力強化
にも関わる課題であり、私たちはその解決に貢献できると確
信しています。

“はたらくWell-being” とは

Well-being の領域※

Well-beingは 5つに分類されるが、
その中でCareer Well-being（“はたらくWell-being”）を重視

※ 世界最大級の世論調査企業である米国Gallup社の定義による

心身ともに健康で
不自由なく行動ができている

報酬を得られているか、
報酬に納得しているか、

資産を自己管理できている

仕事だけでなく人生も
キャリアの一部と

捉えた上で、キャリア面で
幸福を構築している

信頼でき、愛情のある
人間関係を構築している

居住地や家族、親戚、
友達、学校、職場など

コミュニティに属している

Physical
Well-being

Financial
Well-being

Career
Well-being

Social
Well-being

Community
Well-being

多様なサービスで
「人」と「はたらく」の創造的な関係を築く
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　パーソルグループは、テクノロジーを事業成長のエンジン
のひとつに位置づけ、「テクノロジードリブンの人材サービス
企業」への進化を本格化させています。
　特にAIの活用には注力しており、グループ内では、レジュメ
作成や求人情報とのマッチング精度向上、就業中のフォロー
支援などにおいて、AIの活用が進んでいます。これにより、従
来の業務プロセスにも見直しの余地があることが明らかにな
り、私たち自身のはたらき方も変わりつつあります。
　さらに、企業向けの業務革新や生産性向上にもAIを活用し
ています。企業の課題を起点に、人材サービスで培った経験と
ノウハウを活かして、DXの推進状況やデータ利用環境に柔軟
に対応しながら実装から定着まで伴走型で支援しています。
　AIの進展は、社会やビジネスの在り方を根本から変えるポ
テンシャルがあり、この流れはもはや不可逆的なものだと捉え
ています。なかでも今、最も注目しているのがAIエージェント
の可能性です。AIエージェントは、単なる自動化の域を超え、
24時間稼働での自動マッチングや相談対応など、マッチングの

「量」「質」「スピード」のすべてを飛躍的に高める可能性を持っ
ています。私たちは、スピードだけでなく「質」にこだわること
で、人とテクノロジーの最適な協働により、人の可能性を広げ
るマッチングの実現を目指します。これからの人材サービスを
大きく変革する存在として、AIエージェントについては経営
メンバーとも「パーソルらしい」活用方法について議論を深め
ており、スピード感をもって対応していきたいと考えていま
す。こうした変化を前向きに捉え、先行して取り組むことで得

られた知見やノウハウを、お客さまへの体験価値として還元し
ていきます。
　また、こうした取り組みの進捗や方向性についても、社内外
に積極的に発信し理解促進を図っています。2025年7月には
投資家の皆さま向けにIR DAYを開催し、グループ横断でのテ
クノロジー活用について具体的に共有しました。

　パーソルグループは、社員一人ひとりが「はたらいて、笑お
う。」というグループビジョンを体感し、仕事を通じて成長を実
感できる環境づくりに取り組んでいます。私たちは、仕事を通
じて得られる経験こそが、個人のキャリア形成と企業の競争力
の源泉であると考えています。
　そのために、社員が自らの意思でキャリ
アを選択できる仕組みとして、グループ横
断のキャリアチャレンジ制度やキャリアス
カウト制度、ジョブトライアル制度、グルー
プ内複業制度などを整備しています。これ
らは、社員が自ら手を挙げて新たな挑戦に
踏み出す、他部門からスカウトされて異な
るスキルや経験を獲得する、他部署や他社
業務を体験することなどを可能にし、キャ
リアオーナーシップを持った成長の機会を
提供しています。また、いったんグループ
を離れた社員が再び戻ってくるアルムナイ
採用も歓迎しており、個人の意思とご縁を

尊重した柔軟なキャリア形成を支援しています。こうした制度
や風土は、社員が仕事に誇りと意味を見出し、成長とつながる
前向きなマインドセットを育む土壌となっています。幹部層に
おいても、異なるSBUでの経験機会を意図的に設けることで、
グループ経営の視点を養う取り組みを進めています。私自身
もグループ各社の経営幹部との対話を重視し、定期的なタ
ウンホールミーティングや少人数での車座セッション、1on1
ミーティングなどを通じて、経営の意思を浸透させ、グループ
全体での一体感と成長志向を醸成しています。
　私たちは、社員が前向きに学び続け、新たな価値創造に挑
戦するマインドを持つことが、「はたらいて、笑おう。」の社会を
つくる第一歩だと信じています。社員一人ひとりが笑顔ではた
らける環境づくりに、これからも真摯に取り組んでまいります。
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CEOメッセージ

「テクノロジードリブンの
人材サービス企業」への進化を加速

人的資本の強みを磨き、
成長の循環を生み出す
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　パーソルグループは、「はたらく」と「人」を軸としたサステナ
ビリティ経営を推進しています。私たちは、人の人生やその転
換点に関わる重要な使命を担う存在として、事業を通じた価
値創造に取り組んでいます。その一環として、2030年に向けた

「価値創造ストーリー」を設計し、すべてのはたらく個人が、よ
り良い人生につながる選択肢が持てるように支援することを
目指しています。この取り組みの中核にあるのが「はたらく機
会の創出」であり、これは社会課題の解決と事業成長の両立
に欠かせないテーマとして、マテリアリティの最重要課題に位

置づけています。加えて、当社グループでは、経営や事業に
とって重要であり、かつ持続可能な社会づくりに資する課題を
8つのマテリアリティとして特定し、「事業を通じた社会課題の
解決」と「持続的成長を実現するための基盤」の両面から継続
的にモニタリングし、PDCAを回しています。
　また、企業に人材を供給する立場として、社員はもちろん派
遣スタッフなどの人権にも責任を持ち、企業とのコミュニケー
ションの中でその尊重を徹底しています。こうしたグループビ
ジョンからマテリアリティ、戦略につながる一貫した取り組み
が評価され、パーソルグループは「SX銘柄2025」に選定され
ました。今後も、持続可能な社会の実現に向けて、事業活動を
通じた価値創出を続けてまいります。

　パーソルグループの調整後EBITDAは毎年着実に成長して
いるものの、株式市場からの評価は、まだ成長ポテンシャルを
十分に反映していないと認識しています。今後は、より一層の
情報開示と対話を通じて、私たちの価値と将来性を的確に伝
えていきます。
　特に強調したいのは、私たちがビジネスを展開するマーケッ
トが、まさに成長市場であるという点です。労働人口の減少に
加え、企業内での人材ニーズの多様化や高度化が進み、既存
の人材配置だけでは対応しきれない課題が顕在化していま
す。さらに、AIエージェントなどの技術革新によって、はたらき
方そのものが変化する中で、人がテクノロジーを活用し、価値
を高めていく時代が到来しています。

　こうした変化に伴い、顧客や社会からパーソルグループに
寄せられる期待の質も変化してきました。近年は、企業の成長
戦略と密接に連動した人材戦略の構築支援など、人的資本経
営の実行そのものを後押しするご相談も多くいただくように
なりました。私たちは、これまで以上に個人の「はたらく」課題
を解決するとともに、企業のAI活用や生産性向上に向けた施
策の実行支援など、喫緊の課題にも寄り添う存在として、顧客
や社会の期待に応える価値を提供し続けます。
　私たちの事業ポートフォリオは、StaffingやBPOといった安
定性の高い事業を基盤に、成長性の高いTechnologyや
Career事業を組み合わせ、さらに新たな事業やプロダクトを
探索・創造するR&D FUを設けることで、景気変動にも強い

「安定」と「成長」の両立を実現しています。事業ごとに成長段
階や収益性に違いはあるものの、グループ全体としてバラン
スのとれたポートフォリオを築いていると考えています。今後
は、より一層の成長性と安定性の両立を実現するため、事業
ポートフォリオの継続的な見直し・最適化にも取り組んでいき
ます。このような基盤を活かして、中長期的な視点での成長投
資を進め、未来の「はたらく機会」につながる好循環の基盤を
築きます。私たちはこの循環を、これからも力強く回していき
ます。
　そして、パーソルグループが一人ひとりの「はたらいて、笑
おう。」に寄り添い、時代を超えて100年先、200年先も必要と
される存在であり続けるよう、日々の変化に向き合いながら
進化を続けてまいります。
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「はたらく」と「人」を軸に、
社会課題の解決と持続的成長を両立する

株主・投資家をはじめとする
ステークホルダーの皆さまへ
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2030年に向けた価値創造ストーリー

2030年に向けた価値創造ストーリー
パーソルグループは、事業を通じて価値を創造し、社会からの期待と要請に応えることで、
“はたらくWell-being”創造カンパニーとしてグループビジョン「はたらいて、笑おう。」の実現を目指します。

マテリアリティ① 事業を通じた社会課題の解決

マテリアリティ② 持続的成長を実現するための基盤 

グループビジョン ありたい姿

再投資

“はたらく Well-being” 創造カンパニー

Staffing

BPO

Technology

Career

Asia Pacific

事業（SBU）

P.17

P.17

P.38

INPUT

価値創造の源泉

人的資本
多様かつ自律的な人材

社会・関係資本
長期にわたり蓄積した
社会的信用と顧客接点

知的資本
人材サービスに関する
事業開発力とノウハウ

財務資本
健全かつ安定した
財務基盤

P.14

多様な人材の活躍 データガバナンスの強化 人権の尊重

コーポレートガバナンス

気候変動への対応

はたらく機会の創出

企業の生産性向上

多様なはたらき方の提供 学びの機会の提供

OUTCOME

創出する価値

人的資本

テクノロジー 

ラーニング

事業成長の
エンジン

P.15

人と
組織を

結ぶチカラ

強化すべき
競争優位性

人を
集める
チカラ

P.16

業務を
デザインする

チカラ

主な社会変化

労働人口の減少

多様なはたらき方の定着

AI・テクノロジーの進化

人的資本・スキル開発
への注力

DEI への社会的要請

人権尊重への社会的要請

P.13
個人

社会

財務

価値創造ゴール
人の可能性を広げることで、

2030年に 100 万人の
より良い

“はたらく機会”を創出

目標

財務目標（2025年度）
中期経営計画 2026

ROE

調整後 EBITDA

ROIC

配当性向（対調整後 EPS）

20%以上

1,000億円
（CAGR10%）

15%以上

約50%

P.19
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パーソルグループを取り巻く主な社会変化とリスク・機会

社会変化 主なリスク 主な機会

労働人口の減少
・ �・ �人材不足による従業員の業務負荷増大および生産性低下
・ �・ �派遣・紹介ニーズへの対応難化による売上の停滞・減少
・ �・ �採用競争の激化と優秀な人材の確保に伴うコスト増加

・ ・ 自動化・省人化の推進による業務効率化と利益率改善
・ ・ 外部連携・イノベーションの促進による新規事業の機会創出
・ ・ 高齢者・外国人・障害者など多様な層の就業・転職支援の拡大

多様なはたらき方の定着

・ �・ �多様なはたらき方に対応する制度・ルール不備による定着率・　　　
エンゲージメント低下

・ �・ �雇用形態の多様化に伴う労務管理の複雑化とコンプライアンス　　
リスクの増加

・ �・ �柔軟なはたらき方の実現によるモチベーション・生産性向上
・・ �フレックス・リモート・副業制度の拡充による就業・転職支援の拡大

AI・テクノロジーの進化
・ �・ �業務代替の加速による従来型人材の需要減少
・ �・ �テクノロジー人材の採用競争激化と育成コスト増加
・ �・ �セキュリティ対策の不備によるレピュテーション・訴訟リスク

・ �・ �AIの活用による新規事業・イノベーションの創出
・ �・ �AI・デジタル技術の活用による既存業務の効率化・生産性向上
・ �・ �テクノロジー人材の派遣・紹介ニーズの増加

人的資本・スキル開発への注力

・ �・ �必要スキル（リスキリング・アップスキリング）の不足による　　　　
事業成長の鈍化

・ �・ �育成人材の流出による教育投資の未回収
・ �・ �教育・研修に伴うコスト増加

・ �・ �スキル向上・多様化によるモチベーション向上および市場・顧客対応力強化
・ �・ �教育・研修による生産性向上とイノベーションの加速

DEI への社会的要請 ・ ・ DEI対応の不備による定着率・エンゲージメント低下
・ �・ �多様な人材の参画によるイノベーションの創出
・ �・ �公平な評価・昇進制度の整備によるモチベーション・エンゲージメント向上

人権尊重への社会的要請
・ �・ �ハラスメント・不適切な労働慣行の発生によるブランド毀損・訴訟リスク
・ �・ �メンタルヘルス対応の不備による健康・定着率・生産性の低下

・ ・ 健全な労働環境の整備による安心感・信頼感の醸成と生産性向上
・ ・ 人権尊重の姿勢による企業ブランド強化とステークホルダー評価向上

パーソルグループを取り巻く
主な社会変化とリスク・機会

2030年に向けた価値創造ストーリー

労働人口の減少やAI・テクノロジーの進化、はたらく価値観の多様化など、パーソルグループを取り巻
く環境は大きく変化しています。こうした変化を中長期的なリスク・機会として捉え、社会課題の解決
に結びつけることで、企業価値の持続的な向上を目指しています。

人的資本
知的資本

社会・関係資本
財務資本

INPUT
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価値創造の源泉

価値創造の源泉
中長期的なリスクと機会への対応を支えるのが、多様な資本の力です。
社会価値・経済価値を持続的に生み出していくために、
パーソルグループならではの各資本の強化・拡充を図っています。

・	グループ従業員数� 78,119人※1

・	派遣就業スタッフ数� 約133,000人※2

・	女性管理職比率� 27.6%※3

・	延べ研修参加者数（従業員）� 253,141人※4

・	テクノロジー人材数� 約1,900人※4

パーソルグループの人的資本は、社員のみならず他企業に就業する派遣スタッフも含んでいます。
すべての社員と派遣スタッフの “はたらくWell-being”向上を目指し、多様かつキャリアオーナー
シップあふれる人的資本の能力を最大化するための仕組みづくりに注力しています。また、今後の成
長に欠かせないテクノロジー人材の拡充にも取り組んでいます。

人的資本
多様かつ自律的な人材

社会・関係資本
長期にわたり蓄積した
社会的信用と顧客接点

・	転職サービス会員数� 約943万人※6

・ 取引社数 � 約52,600社※4

・ 拠点数 � 国内529拠点／海外111拠点※5

・ 認知度の高いサービスブランド

人材派遣や人材紹介のみならず受託請負、BPOなど幅広い人材サービスを通じて培った多くのはた
らく個人との接点と、5万社を超える取引先との強固な顧客基盤を社会・関係資本として構築してい
ます。また、人材派遣のテンプスタッフや人材紹介のdodaなど、国内で高い認知度を誇るサービス
ブランドを有しています。

・	求人数� 約326,000件※5

 （グループの求人メディアの求人案件数）
・	�多様な人材サービスに関する知見・データ
・	�AIやデータを活用したマッチングシステム
・	グループ内シンクタンクによる調査・研究

知的資本
人材サービスに関する
事業開発力とノウハウ

時代の変化や社会の要請に応じてさまざまな人材サービスを展開し、事業領域を拡大する中で、個
人・企業のニーズを的確に捉えた事業開発力・ノウハウ、そして人材に関する膨大なデータを知的資
本として蓄積してきました。さらに現在はテクノロジーに関する知見を積み上げ、さらなる知的資本
の増強に取り組んでいます。

財務資本
健全かつ安定した
財務基盤

・	株主資本※7　� 　　　　189,633百万円

・	株主資本比率※8� 35.1%

・	格付け� A+（安定的）※9

	 日本格付研究所（JCR）

強固な財務基盤を確保しつつ、継続的な利益成長によって財務資本のさらなる強化に取り組んでい
ます。現在はパーソルグループ中期経営計画2026のもと、成長投資と株主還元を両立するキャッ
シュ・アロケーションを通じて、中長期的なキャッシュフロー創出力を高めることを目指しています。

※1 臨時雇用者含む（2025年3月末時点）　※2 国内（2024年12月時点） 　※3 2025年4月1日時点　※4 国内（2024年度実績）　※5 2025年2月時点　※6 2025年1月末時点　※7 IFRS導入に伴い「親会社の所有者に帰属する持分」に変更　
※8 IFRS導入に伴い「親会社所有者帰属持分比率」に変更　※9 2025年8月時点

2030年に向けた価値創造ストーリー
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事業成長のエンジン

事業成長のエンジン
各事業をより力強く成長させるためのエンジンとして

「人的資本」「テクノロジー」「ラーニング」の3つを位置づけ、グループ全体で取り組みを進めています。

パーソルグループの最大の財産かつ価値創造の源
泉は、社員と派遣スタッフからなる人的資本です。社
員に対しては、キャリアオーナーシップ支援や健康増
進、定着率向上に向けた育成支援などの施策を展開
しています。これらを通じて社員のエンゲージメント
が向上することで組織・仕事への貢献意欲が高まり、
生産性や顧客満足度の向上につなげています。ま
た、派遣スタッフのWell-being向上施策として、派
遣スタッフの自分らしいはたらき方に応える仕事の
紹介と継続就業のための支援、スキル習得やキャリ
ア構築の支援などを実施し、顧客への提供価値向上
を促進しています。

人的資本

2024 年度の取り組み

経営の方向性として掲げた「テクノロジードリブンの
人材サービス企業」のもと、事業成長を加速させるた
めにテクノロジー活用を推進しています。テクノロ
ジー活用の方向性は大きく2つあり、ひとつは最先端
テクノロジーを駆使した新規プロダクト・プラット
フォームの探索・強化により、非連続な事業成長を目
指しています。もうひとつは、既存事業でテクノロ
ジー活用による業務効率化を推進し、生産性や収益
性の向上に努めています。また、グループ横断で知
見を集約し、テクノロジー活用を推進するための専
門組織として、パーソルホールディングスにCoE

（Center of Excellence）を設置しています。

テクノロジー

・ �・ �経済産業省および東京証券取引所が主催するデジ
タルトランスフォーメーション（DX）銘柄の「DX注
目企業2025」に選定（2025年度）

・ �・ �仕事探しや担当者への連絡、勤怠連絡など幅広く
サポートする派遣スタッフ向けアプリの展開

・ �・ �転職サービスにおけるマッチングの最適化に向け
た生成AI活用機能の搭載

・ �・ �グループ内における社内GPTをはじめとする生成
AI活用の本格化

2024 年度の取り組み

“はたらく”に密接につながるラーニングを各事業に
実装し、はたらく個人の知識・スキル習得を通じて事
業成長を後押しします。たとえば、派遣スタッフに対
してキャリア形成に役立つラーニングを提供するこ
とで、個人の市場価値や請求単価を高めます。また、
市場全体で不足しているテクノロジー人材を育成す
ることでIT事業領域を強化し、事業成長と収益性向
上の両立を図ります。さらに、転職潜在層を含む個人
を対象に、リスキリングやキャリア実現に向けたラー
ニングを提案し、転職に至る一連のサービスを展開
します。これにより、個人と企業のより良いマッチン
グを実現し、収益拡大を目指します。

ラーニング

・ �・ �事務派遣や技術者派遣のスタッフ向け教育・研修
コンテンツの拡充

・ �・ �転職潜在層に向けて、学習コンテンツの開発・実
装、ワークショップ、キャリア相談を行うサービス

「MIRAIZ」の展開
・ �・ �国内グループ社員向け施策として、データアナリ

ティクスやプログラミングなどテクノロジースキル
を学ぶ「TECH UP CAMPUS」開始

2024 年度の取り組み

・ �・ �キャリアオーナーシップ支援を目的としたスカウト
型異動制度をはじめとする各種制度や研修の実施

・ �・ �「最高のリーダー」育成に向けた管理職向けプログ
ラムの実施

・ �・ �BPO SBU、Technology SBU、Career SBUにお
ける採用強化や育成支援などを通じた組織体制の
拡充

人的資本戦略の概要と進捗⇒P.34 テクノロジー戦略の概要と進捗⇒P.36

2030年に向けた価値創造ストーリー
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強化すべき競争優位性

2030年に向けた価値創造ストーリー

強化すべき競争優位性
パーソルグループの持続的な価値創造を支える3つの競争優位性が、

「人を集めるチカラ」「人と組織を結ぶチカラ」「業務をデザインするチカラ」です。
これらを継続的に強化することで、社会課題の解決と企業成長の両立を実現していきます。

人と組織を結ぶチカラ 人を集めるチカラ

• �業界最大規模の人材データベースと、約5万社と
の取引実績に基づく業務ノウハウの活用

• �生成AIをはじめとするテクノロジーを駆使したマッ
チング高精度化およびサービス強化

強化の方向性

• �認知度向上に向けた統合的なブランドコミュニ
ケーションの展開

• �サイト・アプリのUI/UX向上による利便性・満足度
の向上と再利用促進

• �多様なサービスの統合による継続的な個人のキャ
リア形成支援と長期的な関係構築

強化の方向性

個人と企業のニーズをつなぐことで価値が生まれ
る人材ビジネスにおいては、「人と組織を結ぶチカ
ラ」が事業成長のカギを握ります。労働市場の変化
に伴い“はたらく“に関する課題が多様化する中、
パーソルグループは個人・企業のニーズに応える
高精度なマッチングに注力しています。

労働人口の減少やテクノロジーの進化により、企業にはさら
なる生産性向上が求められています。パーソルグループは、
国内最大級の営業力と人材供給力を活かしたBPO事業を
通じて、企業ごとに最適な業務プロセスを設計・運用する

「業務をデザインするチカラ」の向上に努めています。

• �業務ノウハウとテクノロジーを組み合わせた業務プロセス変革および
企業価値向上の支援

• �グループ内統合・再編による顧客基盤の拡充および課題解決力の強化

強化の方向性

国内では労働人口の減少や人材不足が深刻化し
ており、人材ビジネスにおいては、はたらく個人を
いかに集めるかが事業の根幹を支える要素だと言
えます。パーソルグループでは、ブランド力やプロ
ダクト開発力を活かして、個人から認知・利用・支持
され続ける「人を集めるチカラ」を継続的に強化し
ています。

業務をデザインするチカラ

人を集める
チカラ

業務を
デザインする

チカラ

人と組織を結ぶ
チカラ

人的資本
知的資本

社会・関係資本
財務資本

INPUT

価値創造の源泉

マテリアリティ①　事業を通じた社会課題の解決

マテリアリティ②　持続的成長を実現するための基盤

Staffing

BPO

Technology

Career

Asia Pacific

事業（SBU）

人的資本

テクノロジー 

ラーニング

事業成長のエンジン

業務を
デザインする

チカラ

人と
組織を

結ぶチカラ

強化すべき競争優位性

人を
集める
チカラ

個人

社会

財務

主な
社会変化

OUTCOME

創出する価値



マテリアリティ
社会課題の解決を通じて中長期的に価値を創出し続けていくために
8つのマテリアリティを特定し、グループ全体で取り組みを推進しています。

「より良い」の可視化に向けた探索的調査を実施
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マテリアリティ

価値創造ゴール
人の可能性を広げることで、2030年に100万人のより良い“はたらく機会”を創出する

法人

個人
1  はたらく機会の創出

グループのコア事業（人材派遣・人材紹介・アウトソーシング
領域）を通じてより良い“はたらく機会”を創出

4  企業の生産性向上
パーソルグループが関与した企業（法人顧客）が生産性を高めることによってイノベーション
創出や新しい市場の創造につながり、社会全体におけるより良い“はたらく機会”増加に貢献

2  多様なはたらき方の提供
リモートワークや副業・フリーランスなど、はたらく選択肢
を増やすことで、ライフステージや価値観に合わせた柔
軟なはたらき方を実現

3  学びの機会の提供
派遣社員や転職希望者向け研修など、アップスキリング
やリスキリングによって自身の希望に沿ったキャリアを
構築

最重要マテリアリティ

5   
多様な人材の活躍

6   
データガバナンスの強化

7   
人権の尊重

8  
気候変動への対応

持続的成長を実現するための基盤

パーソルグループのマテリアリティ

2030年に向けた価値創造ストーリー

　パーソルグループでは、8つのマテリアリティ（下図参照）を特定しており、「事業を通じた社
会課題の解決」（ 1 ～ 4 ）と「持続的成長を実現するための基盤」（ 5 ～ 8 ）の2つに分かれてい
ます。　
　このうち最重要マテリアリティとして位置づけているのが「はたらく機会の創出」です。これ
は、グループのコア事業である人材派遣・人材紹介・アウトソーシング領域を通じて、より良い
“はたらく機会”を生み出す取り組みを指します。KPIは「より良い“はたらく機会”の創出（提供・
支援）人数」であり、その増減はグループ全体の売上収益や営業利益と緩やかに連動します。
2030年度の目標を100万人としており、価値創造ゴールとも整合しています。 サステナビリティ推進体制の詳細はWebサイトをご参照ください

https://www.persol-group.co.jp/sustainability/management/

　その他のマテリアリティについても、それぞれKPIと目標を定め、執行役員が責任者を務め
るとともにSBUや関係部門に担当者を配置し、グループ全体で推進しています。進捗状況は、
Headquarters Management Committee（HMC）傘下のサステナビリティ委員会（議長：
代表取締役社長CEO、事務局：グループサステナビリティ本部）で年2回モニタリングを実施
しています。
※ マテリアリティのKPI一覧および目標・実績などはP.24-25をご参照ください

　「より良い“はたらく機会”の創出」は、パーソルグループが掲げる価値創造ゴールの中核で
す。しかし、「何をより良いと感じるか」は、個人の主観や価値観に基づくものであり、単一の指
標で捉えることはできません。 
　そこで今回、「より良い」の多様性を可視化するための探索的調査として、直近1年間にテン
プスタッフ、doda、シェアフルを利用して就職・就業した約2,400名を対象にインターネット
調査を実施。サービス利用後の実感値の変化や、その要因を分析した結果、サービス利用者が

「より良い」と感じる具体的なポイントを把握することができました。今後は、この知見をもとに
定量的可視化や状態の定義に取り組み、価値創造ゴールの実現につなげていきます。 

サービス利用者が「より良い」と感じたポイント（例） 
安定性・人間関係：職場の人間関係、雇用の安定性など
スキル・専門性：スキル向上、キャリアの展望など
収入：年収、時給、待遇など
ワークライフバランス：はたらき方の柔軟性、残業時間、生活との両立など
自己実現・満足度：やりがい、自己評価、社会貢献など

事業を通じた社会課題の解決

人的資本
知的資本

社会・関係資本
財務資本

INPUT

価値創造の源泉

マテリアリティ①　事業を通じた社会課題の解決

マテリアリティ②　持続的成長を実現するための基盤

Staffing

BPO

Technology

Career

Asia Pacific

事業（SBU）

人的資本

テクノロジー 

ラーニング

事業成長のエンジン

業務を
デザインする

チカラ

人と
組織を

結ぶチカラ

強化すべき競争優位性

人を
集める
チカラ

個人

社会

財務

主な
社会変化

OUTCOME

創出する価値

TOPICS



企業価値とマテリアリティの関連づけ
　パーソルグループでは、DCF法※（継続成長モデル）の考え方をベースに、8つの
マテリアリティへの取り組みが、グループの企業価値向上にどう寄与するかを関連
づけて整理しています。
　マテリアリティが企業価値に与える影響やその経路については、すべてを定量的
に示すことができないため、定性的な評価や分析も用いています。企業価値への影
響を図式化することにより、投資家と認識を合わせながら、当社のマテリアリティ、
ESG課題のリスク・機会への取り組みを推進していくことを狙いとしています。

企業価値
財務価値と、将
来的に財務価値
に反映されると
考えられる非財
務価値の総和

創出価値

将来的に生み出される収益（財務
価値）、ステークホルダーへの貢献
価値（社会価値）を高める

 1  はたらく機会の創出
 2  多様なはたらき方の提供
 3  学びの機会の提供
 4  企業の生産性向上

 3  学びの機会の提供
 5  多様な人材の活躍

成長率
事業の中長期的な
成長率を高める

資本コスト
リスクプレミアムを含む
資本コストを低減する

 6  データガバナンスの強化
 7  人権の尊重
 8  気候変動への対応

※ Discount Cash Flow法。代表的な企業価値評価法のひとつ。

 8  気候変動への対応

 �Step1でリストアップした項目・課題について、ステークホル
ダー視点（人材サービス業界やパーソルグループに対する
主要なステークホルダーからの期待・要請）の分析、グルー
プ視点（事業の持続性の観点から見たリスクと機会）の分析
を行い、Step3で詳細に議論する課題を26課題に絞り込み

マテリアリティの特定プロセス

 �GRI※1、SDGs※2、SASB※3などのグローバルスタンダード、
MSCI※4などのESG評価機関の評価項目を幅広く参照し、
約300項目、約60課題を検討対象課題としてリストアップ

1Step

 �Step2で絞り込んだ26課題の一つひとつの重要性につい
て、 CEOをはじめ執行役員陣が議論を重ね、取締役会での
審議も経て、8つのマテリアリティを特定

1  はたらく機会の創出 5  多様な人材の活躍

7  人権の尊重

4  企業の生産性向上

6  データガバナンスの強化

8  気候変動への対応

2  多様なはたらき方の提供

3  学びの機会の提供Step2で選定し
た26の候補に
ついてCEO以
下執行役員にて
議論

当社グループ視点

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
視
点

※1 �GRI（Global Reporting Initiative）：サステナビリティに関する国際
基準と情報公開の枠組みの策定を目的とした国際的な非営利団体

※2 �SDGs（Sustainable Development Goals）：2015年の国連サミッ
トにおいて全会一致で採択された、 2030年までに持続可能でより良
い世界を目指す国際目標

※3 �SASB（Sustainability Accounting Standards Board）：中長期視
点の投資家の意思決定に貢献することを目的に、ESG情報開示の枠
組みを設定・提供する非営利団体

※4 �MSCI（Morgan Stanley Capital International）：企業のESGパ
フォーマンス評価や株価指数の算出を行う世界的な金融サービス企
業。同社のMSCI ESG格付けはESG投資における世界的な評価指標
とされている

検討対象課題のリストアップ 2Step 重要性の評価 3Step マテリアリティの特定
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マテリアリティ

マテリアリティの詳細はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/materiality/
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創出する社会価値・財務価値
パーソルグループは、事業活動を通じた社会課題の解決と社会価値・財務価値の創出を目指しています。
その構造を可視化するために、このたびロジックモデルを整理しました。

　現在、すべての人に「はたらく機会」が平等に提供されているわけではありません。属性や環
境、情報へのアクセスの違いによって、自身の可能性に気づき、選び、成長する機会が制限され
るという不均衡が存在しています。この課題に対し、パーソルグループは、事業・サービスを通じ
て選択肢の数や条件の多様性を広げ、情報や時間、地域といった制約を緩和するとともに、自
己分析やキャリア志向の把握、必要なスキル・経験の認識・習得を支援。すべてのはたらく個人が

「より良い”はたらく機会”」を多様な選択肢から自己決定できる社会の実現に取り組んでいま
す。その結果、はたらく意欲やパフォーマンス、学習意欲の向上につながり、労働参加率・労働生

産性・雇用流動性の向上といった社会価値が生まれます。さらに、派遣・紹介人数の増加などを
通じて、売上・利益といった財務価値にも寄与します。
　このたび、こうした価値創出の構造を整理するために、ロジックモデルの作成を試みました。
事業活動と社会課題、社会・財務価値の関係性を可視化することで、社内外の理解を促進し、今
後の議論や検討の出発点とすることを目指しています。なお、本ロジックモデルは、一部の事業
をベースに構築したものであり、現時点では仮説的な整理にとどまるものの、今後はこれを活
用して価値創出のあり方を検討していく予定です。

情報／時間／地域のマッチング

選択肢の数と比較しやすさ

選択肢の条件の多様性

情報アクセス先の質と数

志向のマッチング

自己分析の機会の数と理解度

キャリアの選択肢の数と多様性

スキルマッチング

専門性を高められる仕組みの質と数

自身の市場価値を把握する機会の数

組織・風土変革

社会的・心理的制約を
払しょくする情報発信の質と数

企業の採用・人事案集の
変革支援の質と数

自分に合うと
思える

はたらく選択肢が
十分にある

自分の価値観や
キャリアの軸を

理解できる

自分に必要な
スキル・経験を

習得できる

自分の意思で
選択することに
制約を感じない

制度・環境が
整備される

主体的に
はたらく場を
変えられる／

増やせる

自分に適した
はたらく選択肢
とのマッチング

個人
（サービスの利用者および従業員） 社会

はたらく意欲の向上

学習意欲の向上

労働参加率の向上
（労働力不足の緩和）

労働生産性の向上

財務

雇用流動性の向上

パフォーマンスの向上

アウトプット アウトカム（創出価値）

2030年に向けた価値創造ストーリー

人的資本
知的資本

社会・関係資本
財務資本

INPUT

価値創造の源泉

マテリアリティ①　事業を通じた社会課題の解決

マテリアリティ②　持続的成長を実現するための基盤

Staffing

BPO

Technology

Career

Asia Pacific

事業（SBU）

人的資本

テクノロジー 

ラーニング

事業成長のエンジン

業務を
デザインする

チカラ

人と
組織を

結ぶチカラ

強化すべき競争優位性

人を
集める
チカラ

個人

社会

財務

主な
社会変化

OUTCOME

創出する価値

より良い
“ はたらく機会 ”

の提供

人材派遣の人数増加および再就業率・
請求単価の向上による売上・利益貢献

人材紹介の人数増加による売上・利益貢献

新規市場開拓やクロスセルによる
売上・事業拡大

マッチング精度向上や定着率改善による
顧客満足度・契約継続率の向上

（売上安定・収益改善）
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“はたらくWell-being”を実感できる社会
の実現に向けて、産官学の多様なステーク
ホルダーと協業し、研究や社会活動などさ
まざまな角度から“はたらくWell-being”の
浸透に向けた取り組みを行っています。

・  ��・  ��「はたらいて、笑おう。」グローバル調査の研究・分
析・発信

・  �・  �将来世代に向けた“はたらくWell-being”に関
するコミュニケーション活動（Future 
Generations Relations活動）

・  ��・  ��「はたらく」を応援する寄付活動「はたらくWell-
being Donation」の実施

“はたらくWell-being”創造カンパニーに向けた取り組み
パーソルグループでは、はたらくことを通して、その人自身が感じる幸せや満足感を“はたらくWell-being”と定義し、
世界中の誰もが「はたらいて、笑おう。」を実感できる社会の実現を目指した取り組みを推進しています。

社会に向けた
取り組み

“はたらくWell-being”創造カンパニーにな
るためには、一人ひとりの社員がWell-being
を実感・体現することが不可欠であるという
考えのもと、グループ社員に向けたさまざま
な施策を展開しています。

・  �・  �社員のWell-being向上に関して「エンゲージメン
ト指標」を重要指標と位置づけ、独自のエンゲージ
メントサーベイを実施

・  �・  �社員がキャリアを主体的に構築できるよう各種
キャリアオーナーシップ施策を展開

・  �・  �ジェンダーダイバーシティ、障害者雇用、LGBTQ
＋社員支援などの取り組みを通じて、誰もが活躍
できる環境を整備

グループ社員向けの
取り組み

P.47

P.47-48

P.50

　日本では少子高齢化に伴う労働力人口の減少が見込まれる中、労働生産性の向上が急務と
なっています。この社会課題を解決するために、パーソルグループでは個人の“はたらくWell-
being”実感を高めることが付加価値の創造につながると認識しています。一方、世界最大級の世
論調査会社である米国Gallup社の調査によると、日本における“はたらくWell-being”に関する
指標には多くの改善の余地が残されています。“はたらくWell-being“実感を高めるためには、よ
り多くの個人がそれぞれの価値観やスキルに合わせて価値を最大限に発揮できる機会を提供す

ることが必要であるという考えのもと、パーソルグループは“はたらく機会“の創出を通じて、はた
らく個人の可能性・能力を引き出すことに注力しています。
　以下3分野での取り組みを進めることで、パーソルグループ社員や派遣スタッフ、一人ひとりの
“はたらくWell-being”実感の向上と付加価値の創造を可能にするとともに、顧客企業の生産性
向上に貢献します。その結果として、社会全体に“はたらくWell-being”が広がり、「はたらいて、笑
おう。」の社会を実現することを目指しています。

P.21-22 P.47-50

多岐にわたる事業・サービスを通じて、はた
らく個人のWell-being向上に貢献してい
ます。また、就業先ではたらく派遣スタッフ
を対象としたWell-being向上への取り組
みにも注力しています。

事業・サービスを
通じた取り組み

P.21

P.22

P.22

P.23

・  �・  �はたらく個人に対して多様な選択肢を提供すると
ともに、企業の課題解決に貢献するマッチングを
実現

・  �・  �派遣スタッフのWell-being向上を目指し、スキ
ル習得やキャリア構築を支援 P.51

P.23
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福岡市での活用

　福岡市は2022年より、「はたらく人」のWell-beingの向上とSDGs達成に向けて取り組む福
岡市内の事業者を応援する制度である「福岡市Well-being&SDGs登録制度」を開始しました。
本制度への申請要件として、「はたらくWell-being指標」を用いて、「はたらく人の仕事に対する
満足度」などを測ることが要件の一部となっています。申請要件を満たした事業者は、市の融資
制度の中で金利などが有利なメニューの利用や地域金融機関による支援の対象になります。

福井県での活用

　日本一の「幸せ実感社会」を目指す福井県が掲げる「ふくいNEW経済ビジョン」の中の3つの
目標のうち「仕事に関する県民の幸福実感を向上」におけるKPIとして「はたらくWell-being指
標」が活用されることとなりました。「はたらくWell-being指標」は年1回の県民アンケート内で
継続的に計測していきます。

「日経統合ウェルビーイング調査」での活用

　日本経済新聞社が主宰するWell-being Initiative経営委員会では、社員のWell-beingを可
視化し、人的資本経営に活かすために、2023年より「日経統合ウェルビーイング調査（伊藤版
Well-beingスコア）」を開発し、本調査内で「はたらいて、笑おう。」グローバル調査の設問3問も
取り入れることとなりました。今後は本調査、ならびに「はたらくWell-being指標」をスタンダー
ド化していきながら、“はたらくWell-being”の浸透、向上を目指していきます。

「はたらくWell-being指標」活用事例

「はたらいて、笑おう。」グローバル調査
　2020年より公益財団法人Well-being for Planet Earthと共同で、世界最大の世論調査
であるGallup World Poll※を通じ、「はたらいて、笑おう。」グローバル調査を毎年実施してい
ます。本調査では、「はたらいて、笑おう。」の実現度を計測・可視化するために、「はたらく」の体験

（喜びや楽しみ）、「はたらく」の評価（社会貢献・有意味感）、「はたらく」の自己決定の3つの要素を
「はたらくWell-being指標」と定義して聴取しています。 人的資本の重要性がますます高まる
中、人材の価値を最大限に引き出すためにも“はたらくWell-being”の実感向上が重要な要素
と捉え、パーソルグループは本指標をさまざまな団体・企業とも協働しながら研究・活用し取り
組みを推進、社会への浸透を図っていきます。
※ �米国Gallup社が2005年より毎年実施している世界最大の世論調査。本調査は国際連合のSDGsや世界幸福度報告

（World Happiness Report）の基礎データとなっている。

あなたは、日々の仕事
に、喜びや楽しみを感
じていますか?

Q1 自分の仕事や働き方
は、多くの選択肢の中
から、あなたが選べる
状態ですか?

Q3自分の仕事は、人々の
生活をより良くするこ
とにつながっていると
思いますか?

Q2

「はたらいて、笑おう。」グローバル調査結果　日本の結果（YESの割合・世界での順位）

調査データは、特設ページにて一般公開して
います。
https://www.persol-group.co.jp/
sustainability/well-being/worlddata/

※ 調査期間は、第1回：2020年2月～2021年3月、第2回：2021年6月～2022年3月、第3回: 2022年6月～2023年6月、
　 第4回:2023年4月～2024年2月

社会に向けた取り組み

第1回

77.1%

第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回 第1回 第2回 第3回 第4回

72.8%
(‒4.3pt)

76.6%
(+3.8pt)

73.9%
(-2.7pt)

103位 97位 104位

87.1% 79.1%
(‒8.0pt)

80.2%
(-5.7pt)

46位 33位

85.9%
(+6.8pt)

8位

69.2%
(‒4.3pt)

73.3%
(+4.1pt)

56位 38位

71.2%
(-2.1pt)

44位95位 5位

73.5%

31位

https://www.persol-group.co.jp/sustainability/well-being/worlddata/
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「はたらくWell-being AWARDS 2025 by PERSOL」開催
　自らのキャリアを主体的に描き、選んで行動した結果、この1年で最
も“はたらくWell-being”を体現していた方に贈るアワード、「はたらく
Well-being AWARDS 2025 by PERSOL」を開催しました。パーソ
ルグループでは、2019年より「PERSOL Work-Style AWARD～は
たらいて、笑おう。～」を開催していましたが、2022年度より、「はたら
くWell-being AWARDS」と名称を変え、“はたらくWell-being”を
体現し、その先にある笑顔を社会のチカラに変えた方を表彰すること
で、一人でも多くの方々がご自身の「はたらく幸せ」について、考えて
いただくキッカケを提供することを目的に開催しています。

企業間の副業を推進する「相互副業プロジェクト」を開始
　日本の副業市場では、企業が副業を容認する動きは強まるものの、情報セキュリティや受け
入れの仕組みなどに関する不安を背景に、副業人材を受け入れる企業が一部にとどまっている
のが実情です。そこでパーソルキャリアが2021年に発足させた企業コミュニティ「キャリア
オーナーシップとはたらく未来コンソーシアム」で「企業間での相互副業実証実験」を開始。4年
間で計29社165案件189名のマッチングを実現しました。実証実験の結果、副業人材の受け
入れによって新しい視点による事業の課題解決につながるだけでなく、送り出し側でも副業を
経験した社員の意識や行動の変化が組織の成長に寄与していることが明らかになりました。さ
らには、社内への越境機会の提供による組織エンゲージメントの向上やはたらく個人が自らの

「はたらく」に対する主体性を意識し始める効果も期待できます。
　2024年には、さらなる副業の推進に向けて相互副業を事業化、企業へ相互副業プラット
フォームの提供を開始しました。副業の効果を多くの企業に広げ、個人と企業が相乗的に成長
する社会の実現を目指します。

相互副業の概念図

将来世代との積極的な対話を進める
「FR（Future Generations Relations）活動」
　パーソルグループでは、将来世代を重要なステークホルダーと位置づけ、対話を強化する「FR

（Future Generations Relations）活動」を推進しています。「はたらくがワクワクする未来」に
関する将来世代との対話や、小学校・中学校にキャリア教育プログラム「“はたらく”を考える
ワークショップ」を無償提供、さらには高校生の自己決定を支援するために「地域みらい留学」な
どを手がける地域・教育魅力化プラットフォームのビジョンパートナーとして活動を支援、立教
大学経営学部向けには、実践型プログラム「BLP（ビジネス・リーダーシップ・プログラム）」にて
講座を運営。また、ZEN大学向けには、学生向けの事業プランコンテスト「次世代が考える
Well-being事業プランコンテスト」を開催す
るなど、将来世代のキャリア支援活動に積極
的に取り組んでいます。
　本活動を通じて収集した意見や考えを経営
にも取り入れ、今後の事業活動に反映するだ
けでなく、将来世代の皆さんが“はたらく
Well-being”を実感できる世の中になるよう
貢献していきます。

「はたらく」を応援する寄付活動「はたらくWell-being Donation」の実施
　パーソルグループは、「はたらく」を応援する寄付活動全般を「はたらくWell -being 
Donation」として展開しています。その一環として、各種イベントや、学校行事、企業内フェア
などにあわせて「笑顔測定器」を設置し、来場者の笑顔に応じてポイントを蓄積し、寄付につなげ
ています。笑顔測定器は、目や口の動きなどの情報をもとに、来場者の「笑顔レベル」を大·中·小
の3段階に分類し、ポイントとして可視化します。1ポイントにつき10円を、パーソルグループ
が 推 進する“はたらく
Well-being”の推進に
貢献する団体へ寄付す
ることで、笑顔を社会の
チカラに変える取り組
みを推進しています。

多様な人材の確保 自社社員の成長
（リスキリング）

A 社 B 社
企業間で連携

高い専門スキルを持って
副業先へ

新たな経験スキルを
取得して自社へ

実践型プログラム「BLP（ビジネス・リーダーシップ・プログラム）」で
のパーソルホールディングス本社プレゼン（2025年7月）

2024年に集まった寄付金は「認定特定非営利活動法人
カタリバ」へ寄付

笑顔測定器
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企業

企業 企業企業

企業
個人／スキル

社会

個人／スキル

企業 企業

企業

企業

企業

社会

多様な“はたらく意思”を社会につなぐプラットフォーム
――シェアフル
　スキマバイトアプリ「シェアフル」は、「スキマ時間にはたらきたい個人」と「人材を確保したい
企業」をつなぐプラットフォームです。スマートフォンで簡単に応募・就業できる利便性に加え、
履歴書・面接不要、即日払いといった仕組みが支持され、2025年6月には登録者数1,000万人
を突破しました。シェアフルの利用者は、学生に限らず主婦（主夫）・シニア・副業会社員など多岐
にわたります。それぞれのライフスタイルや価値観に合ったはたらき方を選ぶことができるた
め、「はたらきたいけれど、従来のはたらき方では難しい」と感じていた人々にも就業機会を創
出。さらに、単発・短期の就業にとどまらず、長期雇用や正社員雇用などキャリア形成の入口とし
ても活用が進んでいます。利用者の約半数が長期雇用を希望し、企業側も長期採用の実績が
増加。個人の可能性を広げるプラットフォーム
へと着実に進化を遂げています。
　今後、より深刻な労働力不足が見込まれる中
で、シェアフルの柔軟なマッチングの仕組みは、
個人と企業の双方に新たな可能性をもたらしま
す。“誰もの「はたらく」を広げ、新しい「はたらく」
をつくる”というミッションのもと、シェアフルは
次世代の就業インフラとして、より多くの人々に
“はたらくWell-being”を届けていきます。

個人のスキルを地域で活かす「地方副業」マッチング
――HiPro Direct for Local
　人口減少や若年層の都市部流出により、地域企業は慢性的な人材不足に直面しています。採
用活動に苦戦する地域企業は、必要なスキルを持つ人材を確保できず、事業の成長機会を逃す
ことも少なくありません。こうした状況に対し、パーソルキャリアは、マッチングサービス「HiPro 
Direct for Local」を通じて、都市部で活躍するプロフェッショナル人材と地域企業をつなぐ

「地方副業」という新しいはたらき方を提案しています。全国の地方自治体や地方銀行とのネッ
トワーク、「doda」で培った採用ノウハウやマッチング技術を活かし、豊富な副業機会を提供。登
録人材の多くはビジネスの最前線で活躍する現
役会社員であり、さまざまなスキルを活かして地
域企業の経営課題の解決に貢献しています。
　個人にとっては、副業を通じた挑戦や学びが自
己実現やキャリアの多様性を促進し、“はたらく
Well-being”の向上につながります。一方で社会
にとっても、個人の知見や経験が1社に閉じること
なく複数の企業で活かされることで、企業と個人
が相互に成長する「スキル循環社会」の実現を後
押しします。

271%

2023年度 2024年度
2019 2020 2021 2022 2023 20252024

（万人）

78

360

160

375

1,000

700
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事業・サービスを通じた取り組み

詳細はWebサイトをご参照ください
https://touch.persol-group.co.jp/20250909_20838/

詳細はWebサイトをご参照ください
https://touch.persol-group.co.jp/20250818_20721/

多くの人材がひとつの
企業だけに所属するこ
とで、個人のスキルが
固定化。「人材」という
単位では流動性が低
いため、社会に新しい
流れが生まれにくい。

雇用によらない適材
適所のプロ人材が課
題解決を実現。「スキ
ル」という単位になる
ことで流動性が高ま
り、社会ものびやかに
拡大する。

これまでの社会 スキル循環社会

出所：�2023年度：2023年4月～2024年2月／
2024年度：2024年4月～2025年2月のデータ

（HiPro Direct for Local掲載案件）をもとに
パーソルキャリア株式会社が作成

出所：シェアフル株式会社調べ

地域企業におけるマッチングの推移 シェアフル登録者数の推移

シェアフル登録者の年代・属性別割合 （2025年6月現在）

スキル循環社会のイメージ
20代以下
52.1%

学生
27.5%

正社員・
社員属性
27.7%

アルバイト・パート
17.8%

その他
21.1%

主婦・主夫
5.9%

30代
17.9%

40代
14.4%

50代
11.8%

60代以上
3.8%

年代 属性
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マテリアリティのKPI

※   �2030年度目標は今後の経営状況、経営計画の見直し・変更などに伴い、変更となる可能性があります。戦略の方向性・到達水
準を明確にするために2030年度目標を設定していますが、一部項目は不確実性が高いため検討中であり、「―」としています。

※1 �人材派遣・BPO事業は原則、年度末稼働人数（もしくは各月平均稼働人数）。紹介予定派遣事業は派遣から社員になった方
の年間累計人数。人材紹介事業は、サービス経由の就職件数の年間累計数を集計。その他（フリーランスなど）は当社サービ
スを通じて役務提供した人数（年間累計人数、ただし同一人物による複数案件は1とカウント）。Career SBUの求人広告事業
は推計値。対象範囲は海外含む全SBU。ベネッセi-キャリアについては、連結外ですが、事業管理の目標とするため算定対象
とします。

マテリアリティ 目指す姿 具体的な取り組み KPI 2024年度実績
(前年度実績) 前年度比 2025年度

目標
2030年度

目標 2024年度の進捗状況 目標達成に向けた今後のアクション 関連するSDGs

1

はたらく 
機会の創出

「人と組織を結ぶチカラ」「人
を集めるチカラ」「業務をデ
ザインするチカラ」を通じ
て、はたらく人の可能性を
広げ、2030年に100万人
のより良いはたらく機会を
創出する

 �人材派遣、人材紹介、アウトソー
シング領域において、より良い
“はたらく機会”を創出する

より良い
“はたらく機会”
の創出(提供・
支援)人数※1

45.8万人
（40.2万人） 50万人 100万人

全体値は前年度実績を上
回ったが、市場環境の鈍
化などにより当初の社内
計画を下回った

 �人材派遣は勤務継続期間の延伸・再就業
率向上の推進およびデジタル活用などに
よる新規就業者数の増加を図る
 �人材紹介は業務プロセス改善、アウトソー
シングは案件獲得および採用強化に注力
 �シェアフルは営業生産性を改善および顧
客拡大に注力

2

多様な 
はたらき方の

提供

フレキシブルなはたらき方
や雇用のあり方を提案・提
供することで、個人のニー
ズに見合うはたらき方の実
現に貢献する

 �フレキシブルなスケジュ－ルで
の勤務やリモートワーク等、時
間・場所を問わない形態での就
労機会の提供

 �副業やフリーランス形態の就労
機会の提供

多様なはたらき
方が可能になっ
た人の数※2

4.5万人
（4.6万人） 5万人 10万人

時短派遣や副業・フリーラ
ンスへの機会提供は堅調
に増加したものの、在宅
率低下に伴うリモート派
遣の減少などにより全体
としては微減となった

 �時短派遣についてはマーケティングおよ
び営業の強化を推進
 �リモート派遣は個人ニーズに寄り添った
案件獲得を目指す
 �副業・フリーランスは営業生産性の向上、
稼働個人数の増加を図る

3

学びの 
機会の提供

就業、リスキリングやアップ
スキリングにつながる学び
の機会を提供することで、は
たらく人の選択肢を広げ、
個人のキャリアの可能性を
最大化する

①�派遣社員向け学びの機会の提供
（スタッフ・エンジニア登録者向
け研修）

各教育サービス
の受講者数※3

18.8万人
（14.7万人） 16万人 24万人

派遣スタッフ向け研修、エ
ンジニア登録者向け研修
ともにコンテンツ増加が
奏功し受講者数が増加し
た

 �生成AIをはじめとする講座の拡充や案内
強化、計画的な教育期間の設置などにより
受講者数の増加を図る

②�アップスキリングやキャリア
オーナーシップ向上を目的とし
た企業研修、アップスキリング
後の人材紹介サービス

13.2万人
（12.6万人） 12万人 23万人

顧客拡大および大型案件
受注により法人向け集合
研修が順調に増加した

 �新規顧客獲得に向けた重点市場マーケ
ティングの強化、教育コンテンツの刷新な
どにより顧客基盤の拡大を図る

③�学生・社会人向けの学びの機会
の提供（出張授業、キャリア講
座、アップスキリング）

7.1万人
（5.2万人） ー ー

大学生向けイベント強化
によりキャリア教育の受
講者数が増加した

 �小中学生向け教育は対応する社員数の
増加やオンライン授業の受け入れによっ
て受講者数増加を図る
 �MIRAIZは「キャリア形成支援による転
職潜在層の顕在化」をテーマに提供者数
拡大を図る

4

企業の 
生産性向上

生産性向上に資するサービ
スを提供することで、企業
活動の効率化、労働力不足
の解消に貢献する

 ��BPOサービスの提供
 �プロフェッショナルアウトソーシ
ングサービスの提供
 �その他アウトソーシングサービ
スの提供

「企業の生産性
向上」に関わる
サービスの売
上高※4

3,405億円
（3,087億円）

3,000
億円 ー

一部SBUで案件獲得が伸
び悩んだものの全体とし
ては堅調に推移した

 �各SBUの外部環境に応じて、マーケティン
グ強化や対応領域の拡大、案件獲得の増
強を図る

パーソルグループは、マテリアリティについてKPI（Key Performance Indicator）を定め、
中計2026の最終年度（2025年度）と2030年度の目標値を設定しています。
社会課題の解決を通じて中長期的に価値を創出し続けていくため、継続的にKPIのモニタリングを実施し、
その達成状況を把握し、各マテリアリティへの取り組みを推進していきます。

※2 対象範囲は、パーソルテンプスタッフ、パーソルクロステクノロジー、パーソルキャリア。
※3 �③-1 対象範囲は、Staffing SBU、Technology SBU。　③-2 対象範囲は、（株）パーソル総合研究所、Asia Pacific SBU。　

③-3 対象範囲は、Career SBU、Technology SBU。
※4 対象範囲は、海外含む全SBU（Career SBU除く）。

横断的に関連している
SDGs

マテリアリティのKPI
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マテリアリティのKPI

※   �2030年度目標は今後の経営状況、経営計画の見直し・変更などに伴い、変更となる可能性があります。戦略の方向性・到達
水準を明確にするために2030年度目標を設定していますが、一部項目は不確実性が高いため検討中であり、「―」としてい
ます。

※1 �Asia Pacific SBUおよび当社グループ各社に雇用されている派遣スタッフの正社員、国内グループ会社共通の人事管理
システムの導入が完了していない一部会社を除く数値。2024年度実績は2025年4月1日時点、2025年度目標は2026年
4月1日時点、2030年度目標は2031年4月1日時点の数値を使用。

※2 �特例子会社制度の手続きに従い、グループの障害者雇用状況報告に含めている人数です。障害者雇用数の対象社数の異動
（2024年6月時点で24社）、グループ全体の社員数の増減および法定雇用率の変動の影響を加味し、将来的に目標を修正
する可能性があります。

※3 対象範囲は国内のみ。
※4 �2024年度より「不適切なデータの取り扱いの件数、および対象の人数」については非開示としています。
※5 残余排出量は国際的に認められる方法で各種オフセット手法も活用しカーボンニュートラル化を目指します。
※6 非化石証書による電力再エネ化も含みます。

マテリアリティ 目指す姿 具体的な取り組み KPI 2024年度実績
(前年度実績) 前年度比 2025年度

目標
2030年度

目標
2024年度の

進捗状況
目標達成に向けた
今後のアクション 関連するSDGs

5

多様な人材の
活躍

P.47

多様性を活かす企業文化
の醸成、環境の整備を通
じて、グループビジョン
を実現する

 ��社員のエンゲージメント向上
 ��タレントマネジメント（次世代経営
人材の育成／全管理職向け「最高の
リーダー」化施策の実施）
 ��DEIの推進（女性管理職比率の向
上／障害者雇用の促進／男性の育休
取得促進）

はたらいて、笑おう。指標
（社員エンゲージメント指標）

72.0％
（72.3%） 75.0% ー

P.34参照 P.34参照

女性管理職比率※1 27.6％
（25.6%） 30.8% 37.0%

障害者雇用数※2 3,431人
（2,991人） 4,000人 ー

男性育児休業取得率
（1日以上の取得）※3

84.3％
（73.0％） 100% 100%

6

データ
ガバナンスの

強化

P.54

パーソナルデータの利活
用に関する当社グループ
共通の方針・ルールの策
定や管理・保護体制の整
備を行い、さらなる強化
を図ることで、ユーザー
の利用環境を整えるとと
もに、信頼を確保する

 ��パーソルグループの「パーソナル
データ指針」の制定・公表
 ��「グループプライバシーガバナンス
審議会」によるグループ方針・対策
の審議
 ��新規サービス・施策企画に対し、プ
ライバシー観点での事前審査
 ��従業員向けプライバシー教育の実施

全従業員に占める
研修を受けた人の割合※3※4

99.4％
（99.4％） 100% 100%

未受講者に対する受
講 促 進 な ど を 推 進
し、受講者数が増加
した中でも前年度同
様の高い水準を維持
した

 ��研修担当者による受講促
進活動を継続するほか、
ITを活用したリマインド
を実施する
 ��受講者がより興味を持っ
て取り組める研修となる
よう、より伝わるコンテ
ンツの開発を検討

7

人権の尊重

P.55

責任ある企業として国際
規範に沿った取り組みを
推進することで、人権へ
の負の影響を軽減すると
ともに、社員を含むすべ
てのステークホルダーの
信頼を獲得する

 ��「パーソルグループ人権方針」の制定・
公表

 ��人権デュー・ディリジェンスの運用
 ��役員向けおよびパーソルグループ全
従業員向けの人権に関する研修の
実施
 ��救済メカニズムの構築など、体制整備
に向けた取り組みの推進

全従業員に占める
研修を受けた人の割合※3

99.4％
（99.4％） 100% 100%

未受講者に対する受
講 促 進 な ど を 推 進
し、受講者数が増加
した中でも前年度同
様の高い水準を維持
した

 ��研修担当者による受講促
進活動を継続するほか、
ITを活用したリマインド
を実施する
 ��受講者がより興味を持っ
て取り組める研修となる
よう、より伝わるコンテ
ンツの開発を検討

8

気候変動への
対応

P.57

カーボンニュートラルに取
り組むとともに、環境関連

（GX:Green Transformation）
人材サービスなどを通じて
脱炭素社会の実現に貢献
する

 ��オフィスビル消費電力の脱炭素化
 ��運用改善・設備投資による省エネ／ 
電力再エネ化の推進

 ����ガソリン車のHV・EV車への切替
 ����Scope3の算定および目標設定～ 
削減

 ����GXに係る支援
 ��グリーン領域のエンジニアの派遣／
カーボンニュートラル関連の実験

Scope1+Scope2の
排出量削減率

（基準年：2021年度）

38.0％増加
（1.8%削減）

17.3%
削減

83.0%
削減※5

Scope1：
海外事業拡大に伴い
車両が210台増加し
対前年比133％増加
Scope2：
国内外の電力再エネ
化※6促進により対前
年比28％削減

 ��ガソリン/軽油車両のHV/
EV車両への切替や車両数
の削減の推進
 ��電力再エネ化可能なビル
への切替拡大

Scope3の排出量削減 （2025 年度中に目標設定予定）

マテリアリティのKPI

横断的に関連している
SDGs
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企業価値

現在 2030 年

経営の方向性

定義

概念

テクノロジードリブンの人材サービス企業

デジタルプラットフォーム事業

新規デジタルプロダクト／
デジタルプラットフォーム

ワークフォース事業

プロダクトとデジタル化で非連続に成長できる人材サービス企業

従
来
事
業
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パーソルグループ中期経営計画2026の概要と進捗

パーソルグループ中期経営計画2026の概要と進捗
強靭な事業ポートフォリオ構築への準備とグループ経営の強化が着実に進んでいます。

パーソルグループ中期経営計画2026の概要
　パーソルグループは、2030年に「テクノロジードリブンの人材サービス企業」へと進化し、「100
万人のより良い“はたらく機会”を創出する」ことを目指しています。その実現に向けた道筋として、
2023～2025年度の3カ年を対象としたパーソルグループ中期経営計画2026（以下、中計
2026）を推進しています。
　現在、パーソルグループの事業は、人材派遣や受託請負などの役務提供を通じて価値を提供する

「ワークフォース事業」と、人材紹介・求人メディアなどのプロダクトやプラットフォームを通じて価値
を提供する「デジタルプラットフォーム事業」の2つで構成されています。中計2026では、ワーク
フォース事業の安定成長とデジタルプラットフォーム事業の収益比率向上を両輪として、強靭な事
業ポートフォリオの構築を目指しています。事業領域の位置づけも再整理し、Staffing SBUを「グ
ループの屋台骨」、Career・BPO・Technology SBUを「利益成長の柱」、Asia Pacific SBUを「飛躍
に向けた基盤強化」と定義。さらに「未来の投資」という位置づけのもと、R&D Function Unit（FU）
を設置して新たな事業の探索・創造にも取り組んでいます。

事業の位置づけと各領域の経営⽅針

グループの屋台骨
グループの成長基盤で 
あり続ける

Staffing
 長期的に事務派遣市場の縮小可能性もあるが、シェア拡大による成長
を目指す
 顧客との関係性強化により、グループ成長に貢献する

利益成長の柱
積極的な投資で、
中長期的に大きな利益成長を
狙う

Career
 転職関連市場が拡大する中で、市場成長率を上回る成長を目指す
 中長期の事業成長や競争優位の獲得に資する投資を継続的に行う

BPO
 人材派遣の顧客基盤を活かしながら、市場成長率を上回る成長を
目指す

 大規模投資により、主に業務変革力を獲得する

Technology
 高付加価値人材の大規模採用育成の基盤強化、および営業力の強
化により 請求単価の向上を図る
 中長期の競争優位獲得のために大規模採用を継続的に行う

飛躍に向けた基盤強化
収益改善を行い、 
2025年度以降大きな成長投資
を可能にする

APAC
 株主価値の向上に資する水準までの収益改善を達成する
 量的拡大投資は収益改善後に実施する

未来への投資
一定の投資枠を確保した中で
R&D を行う

R&D  一定の投資枠を確保し、“はたらくWell-being”に関連する事業の探
索・創造をする

2024年度の進捗：グループ経営の強化
　2024年度は、ワークフォース事業のデジタル化による基盤強化を図り、各SBUの各種システ
ム改良や経営基盤の刷新を行いました。
　また、グループ経営体制の整備も着実に進展しました。これまでパーソルグループは、各SBU
が責任と権限を持ち自律的に経営・投資判断を行ってきました。しかし、社会の変化に柔軟に対
応しつつ中長期的な成長を遂げるためには、グループ全体を俯瞰した強みの最大化や、テクノロ
ジーを活用した非連続な成長に向けたメリハリある投資が不可欠です。こうした考えのもと、中
計2026ではグループ経営の強化に取り組み、経営資源や資本投下の最適化を目的にガバナン
ス体制や権限構造を見直しました。各SBUの取締役会での事業イシューの議論強化、CFOおよ
びCIO/CDOの権限マトリクス化など、戦略的な意思決定を推進する枠組みを構築しています。

2025年度の方針：次期中計に向けた基盤固め
　2025年度は中計2026の最終年度として、ワークフォース事業では、デジタル化の促進によ
る生産性向上や収益力の改善に引き続き注力し、デジタルプラットフォーム事業では、将来を見
据えたマーケティング投資やAI･テクノロジーの実装を拡大・強化します。これらの取り組みを通
じて、2026年度以降の次期中計に向けた準備を進めます。

概要と進捗 CSOメッセージ
パーソルグループ中期経営計画2026

新規サービスの
創造による領域
拡大

デジタルプラット
フォームによる
飛躍的な成長

デジタル化の
促進による
生産性の向上



　パーソルグループ中期経営計画2026（以下、中計2026）の2年目となる
2024年度は、計画に沿った取り組みが着実に進展した一年でした。特に、グ
ループ経営への移行やテクノロジー活用に向けた基盤づくりが堅調に進捗
しており、過去最高益更新という業績面の成果も含め、順調な一年だったと
評価しています。
　一方で、2030年に向けて掲げる価値創造ゴール「100万人のより良いは
たらく機会の創出」の達成には、既存事業の延長線上ではない非連続な成
長が必要であり、その実現にはまだ距離があると認識しています。とはいえ、
SBUごとに市場環境や成長速度は異なるため、すべての領域で一律かつ短
期的に成果を求めるのではなく、将来に向けた生産性向上や成長力強化の
準備を進めることが必要です。その観点では、中計2026の2年間で各SBU
とも着実に基盤づくりが進展してきたことは、非連続な成長への足がかりと
して重要な意味を持つと考えています。

　2024年度は、グループ経営への転換を本格的に進めた年となりました。
パーソルホールディングスによる事業イシューのリード、各SBUの取締役会
での意思決定構造の見直し、CFOおよびCIO/CDOの権限マトリクス化な
ど、グループ経営の強化に向けた取り組みを進めています。各SBUと活発な
対話と議論を積み重ねながら、グループとして目指す方向やその道筋を共
有しています。
　中計最終年度となる2025年度は、これまでの取り組みを結実させる重要
な一年です。ワークフォース事業ではデジタル化による生産性向上や収益

力改善に引き続き取り組み、デジタルプラットフォーム事業では利益率を維
持しつつ、さらなる拡大に向けたテクノロジー活用に注力します。
　また、M&Aも視野に入れ、非連続な成長を実現するための挑戦を加速さ
せます。従来型の案件は引き続き合理的に進める一方で、デジタルプラット
フォーム事業の成長・拡大に資する案件にも意欲的に取り組んでいきます。こ
れらの取り組みを通じてグループ全体としての競争力と市場での存在感を高
めていくことを目指し、そのための戦略を次期中計に向けて検討しています。

　非連続な成長の実現に向けては、既存事業の深化と並行して、未来の成
長施策にも注力していく必要があります。本中計では、そのための取り組み
として個人顧客のLTV※向上とAIエージェントの導入によるプロセス自動化
を進めており、2025年度以降、本格的に注力していく考えです。
　個人顧客のLTV向上については、副業支援（HiPro）、ミドルキャリア支援、
学びの支援（MIRAIZ）などを人材紹介の「doda」ブランドに統合し、個人の
キャリア形成を支援することで、転職活動など限定的なタイミングだけでな
い長期的な関係構築を目指します。これは、グループ内の多様なサービスを
通じて、はたらく人と仕事に関する膨大なデータを蓄積してきたパーソルグ
ループだからこそできる取り組みだと自負しています。また、AIエージェント
を通じたプロセス自動化による顧客体験の向上にも取り組んでいきます。こ
れにより、対応の拡張性や利便性を高め、個人にとっての「はたらく」の質を
向上させることを目指します。
※ �Life Time Value（顧客生涯価値）の略。1人もしくは1社の顧客が、自社のサービスや製品を利用し

始めてから使用しなくなるまでに自社にもたらす利益。
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CSOメッセージ

個人に寄り添うテクノロジー活用を通じて
非連続な成長へ

着実な進捗とともに非連続な成長への課題も

グループ経営への転換と成長に向けた基盤づくりに注力

CSOメッセージ
変革と成長の基盤を築き、未来の企業価値を創造します。

執行役員 CSO
（Chief Strategy Officer）

峯尾 太郎

概要と進捗 CSOメッセージ
パーソルグループ中期経営計画2026
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CSOメッセージ

　2030年に向けて掲げた「100万人のより良い“はたらく機
会”を創出する」という価値創造ゴールは、単なるスローガンで
はなく、私たちの事業活動そのものです。個人のキャリアに寄り
添い、選択肢を広げ、可能性を引き出すことで、社会全体の“は
たらくWell-being”を高める――このような価値創造を持続
可能なものとするには、サステナビリティの視点が不可欠です。
　中計2026では、サステナビリティを持続的な企業価値向上
のための中核に据え、8つのマテリアリティを特定して取り組
みを本格化させました。2025年度の中間目標に向けた取り

組みは順調に進んでおり、外部評価も得られ始めています。
　しかし、中計開始から2年が経過し、マテリアリティKPIに沿っ
てPDCAを回す中で、KPIおよび目標数値の実効性や社員へ
の浸透度に関する課題も見えてきました。マテリアリティへの
取り組みを通じて目指す方向性や、各KPIの目標達成に全力を
注ぐという意志は変わりませんが、これらの課題を踏まえ、社
内外の納得度を高めるために、経営戦略との整合性・連動性
をさらに強化する必要があると認識しています。
　個別のKPIにとどまらず、「中長期的な企業価値向上」という
本質的視点で絶えず自問し、マテリアリティを軸として経営の
深みと質を高めていく。それが結果としてESG評価機関や投資
家の皆さまからの評価やスコアの向上につながり、企業価値に
おいても成長加速の効果が生まれるものと考えています。

　「テクノロジードリブンの人材サービス企業」の実現に向け
て、既存の枠組みの延長ではもはや不十分だという危機感を
感じています。特に、技術革新のスピードがこれまでにないレベ
ルに達している今、企業として何を拠り所とし、どのように行動
するのかという指針が曖昧なままでは、変革を成し遂げること
はできません。だからこそ私たちは、パーソルグループならで
はのテクノロジー活用、すなわち「パーソルらしさ」の価値を改
めて見つめ直し、明確に示すことが必要だと考えています。
　私たちが目指す「テクノロジードリブン」とは、単にテクノロ
ジーで速度や効率を上げることではありません。大切にしてい
るのは、個人の可能性を広げることです。たとえば、職歴やスキ

ルだけでなく、行動の背景にある感情のやりとりなど多様な
データをAIで活用することで、求職者の方が思いもよらなかっ
た新しい選択肢や価値観を提案できる可能性があります。個人
が自分自身のあり方を再発見できるような体験をどう提供でき
るか。そこに私たちはこだわりを持っています。このようなテクノ
ロジーとパーソルグループが蓄積し続けるデータの組み合わ
せによる可能性を考えることは、私にとっても非常に興味深く、
未来事業への想像が広がります。
　CIO/CDOの柘植とも、今後のテクノロジー戦略の方向性
について議論を重ねる中で、「パーソルらしい競争優位とは何
か」というテーマに改めて向き合っています。そして、それをグ
ループ共通のプロダクトやサービス開発の“北極星”として据
えることができれば、組織全体の意思統一と実行力が高まり、
変革のスピードが加速すると確信しています。
　次期中計では、「パーソルらしい競争優位」を大切にしながら、
テクノロジー戦略および人的資本戦略との連動を図り、企業価
値のさらなる向上を目指します。パーソルグループには、個人・
法人に関する膨大なデータ、広範な顧客基盤、優秀な人的資
本、十分な資金力――といった豊富なリソースがあります。ゆえ
に、私自身はCSOとして「もっとできるはずだ」という健全なフラ
ストレーションを持っています。リソースを最大限に活かして、ど
のように実現していくかを次期中計に織り込み、施策に落とし
込むことが、CSOである私はもとより、執行役員の役割責任だ
と思っています。
　私たちは、個人にとって、そして社会にとって「より良いはた
らく機会」を創出する存在であり続けるために、挑戦を止める
ことはありません。グループ一丸となって、未来に向けた企業
価値向上に邁進していきます。

価値創造の持続性を支える 
サステナビリティ

「パーソルらしさ」を追求し 
テクノロジードリブンへの変革を加速
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計画 2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
予想

財務
指標

成長性 営業利益450億円
調整後

EBITDA
（IFRS）

752億円
（FY22)　　

1,000億円以上
（CAGR10%）
（FY25）

722億円 783億円 865億円
（YoY10.4％）

効率性 ROIC：10%以上
(日本基準)

ROIC
(IFRS) 原則として15％以上 15.1％ 16.6％ 約18％

ROE
(IFRS) 原則として20%以上 16.6％ 18.8％ 約20％

健全性

Net Cashが
EBITDAの
1倍超の場合、
株主還元強化を検
討

Net 
Debt/
Equity

最大でも１倍以内 -0.39倍 -0.28倍

Net 
Debt/ 

EBITDA
最大でも２倍以内 -1.03倍 -0.67倍

キャッシュ・
アロケー
ション

余剰キャッシュを
含め1,300億円を
以下の 
アロケーション
• M&A：800億円
• 設備投資：300億円
• 配当：200億円

税引後
EBITDA

2,000億円（見込）を、
ソフトウエア等IT投資、
株主還元（配当）、
成長投資等へ
アロケーション

短期的な業績
修正に伴い、
2,000億円は
未達の見込。
ただし、株主還元
重視の方針は
変更なし

　　株主還元
配当性向：
約25％（対調整後
EPS）

配当性向 約50%（対調整後EPS） 50.5％ 51.4％ 54.0％
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財務戦略の概要と進捗

財務戦略の概要と進捗
成長投資と株主還元のバランスをとりながら、利益成長と資本効率の向上を目指します。

財務指標：利益成長性
　調整後EBITDAについては10％成長を目標としています。2024年度の調整後EBITDAは、目
標の10%成長にはやや届かなかったものの、Staffing SBUおよびCareer SBUの利益成長が牽
引し前年度比8.4％増の783億円となり、過去最高を更新しました。
　2025年度は国内4SBUをバランス良く成長させ、前年度比10%増の865億円を目標にしてい
ます。なお、Asia Pacific SBUについては、今後の中長期的な成長のために今年度にシステム投
資約20億円を予定しており、この投資額を除けば国内事業同様に10%成長を目標としています。

　2023年5月に掲げたパーソルグループ中期経営計画2026（以下、中計2026）では、財務戦
略の目的を、資本効率を維持・向上しながら、中長期的なキャッシュフローの創出力を高め、企業
価値を持続的に成長させることと定めました。この目的を達成するために、中計2026における
財務戦略として、「主要な財務指標」「キャッシュ・アロケーション」「株主還元」の3つを掲げ、それ
ぞれに達成すべき数値目標を設定しています。

1

2

3

前中計 （〜2023年3月期度） 今中計2026（～2025年度）
中計2026の財務目標

財務指標：資本効率性
　中計2026ではROICとROEを資本効率性指標に定め、ROICは15％以上、ROEは20％以上
を目標としています。2024年度のROICは16.6％であり目標を超えた一方、ROEは18.8％と目
標未達となりました。
　2025年度は営業利益660億円、当期利益410億円を目標としており、ROIC、ROEはそれぞ
れ約18%、約20%と資本効率性目標を達成する見込みです。なお、ROICは業務執行取締役お
よび執行役員の業績連動型中長期インセンティブ報酬を決定する要素のひとつに組み込まれて

※1 ROIC（JGAAP）＝のれん等償却前税引後営業利益／投下資本（=事業資産－事業負債）
　　ROIC（IFRS）＝税引後営業利益／投下資本（=資本合計＋有利子負債（リース除く））の期首・期末平均
※2 ROE（JGAAP）＝親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本
　　ROE（IFRS）＝親会社の所有者に帰属する当期利益／親会社の所有者に帰属する持分の期首・期末平均
※3 2022年度期第1四半期より、資産除去債務の会計処理を変更したため、2021年度の業績に遡及適用しています。
※4 2023年4月11日に発表した減損損失の影響を除外した場合のROE

効率性指標

中計2026目標15%以上
14.2

9.2

15.3 15.1
16.6

約18.0

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

JGAAP IFRS

中計2026目標20%以上
18.9

10.1

17.2※4

11.2

16.6
18.8

約20.0

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

JGAAP IFRS

（%） （%）
ROIC※1 ROE※2 ※3

概要と進捗 CFO メッセージ
財務戦略

調整後EBITDA＝営業利益＋減価償却費（使用権資産の減価償却費のうち家賃等相当額を除く）＋（－）未払有給休暇の増額（減
額）＋株式報酬費用－（＋）その他の収益（費用）－（＋）その他恒常的でない収益（損失）
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株主還元
　中計2026では、配当性向に関する方針を調整後EPSの約50％（前中計では約25％）と設定し
ました。この方針に基づき、2024年度は、中間配当4.5円、期末配当5.0円、年間合計9.5円の配
当を実施し、調整後EPSベースの配当性向は51.4％となりました。2025年度は、中間・期末とも
に5.5円、年間合計11.0円と増配を予定しており、過去最高水準の配当金額となる見込みです。
　また、株主資本の効率性の観点か
ら、手元資金、バランスシートおよび
M&Aなどの資金ニーズを考慮しな
がら機動的に自己株式取得を検討す
る方針も変更ありません。具体的に
は、2024年5月に200億円の自己株
式取得を決定しました。
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財務戦略の概要と進捗

財務指標：財務健全性
　財務健全性の目標（Net Debt/Equity最大でも1倍以内、Net Debt/EBITDA最大でも2倍
以内）については、2024年度末時点でNet Debt/Equityは-0.28倍、Net Debt/EBITDAは
-0.67倍であり、良好な財務状態を維持しています。
　一方で、今後はさらなる資本効率性の向上に向けて、バランスシートの適正化もより一層図っ
ていきます。具体的には適正な現預金レベルの設定、政策保有株式の縮小、株主還元の強化を
通じて、資本効率と流動性の最適なバランスを追求していきます。

対話実績
• �株主総会・決算説明会（年4回）に加え、アナリスト・機関投資家との個別面談（延べ300件超）、

国内外カンファレンス、IR DAY、個人投資家説明会など多様な対話を実施
主な対応者
• �代表取締役社長CEO、CFO、社外取締役、SBU長およびFU長、財務本部長、
   IR・サステナビリティ・人事担当者などが参加
投資家の関心テーマ
• �中長期的な成長可能性：労働力人口の減少やAI進化を踏まえた事業展望
• �資本効率と株主還元：キャッシュ・アロケーションや自己株式取得
• �人的資本の価値創造：人的資本インパクトパスによる可視化
フィードバック体制
• �対話内容は四半期ごとに取締役会・HMCへ報告。重要事項は随時CEOなどに共有し、
  経営判断に反映
主なトピック
• �自己株式取得（200億円） を決定（2024年5月）
• �IR DAYを初開催しSBU長・FU長より各事業のビジネスモデルや戦略を説明（2024年7月）
• �経営の透明性と信頼性向上を図るため、社外取締役と投資家の対話機会を設定（2025年4月）

2024年度のIR活動ハイライト

キャッシュ・アロケーション
　中計2026におけるキャッシュ・アロケーションの方針は、税引後の調整後EBITDAのうち、約
500億円をソフトウェアなどのIT投資に充て、残りの50％を成長投資や借入金の返済、50%を株
主還元に用いるというものです。
　2025年5月の決算発表で説明した通り、現時点の３カ年の税引後調整EBITDAの見通しは約
1,750億円です。一方キャッシュ・アロケーションは、ソフトウェア等のIT投資（約490億円）、配当
を含む株主還元は約830億円、成長投資等は約680億円の見込みであり、株主還元と成長投資
等の比率は55:45で、やや株主還元が多くなる見込みです。

3カ年合計
調整後 EBITDA
（税前）

税金 3カ年合計
調整後 EBITDA
（税後）

ソフトウェア等
IT 投資

株主配当
自己株取得

成長投資
借入返済等

中計 2026における株主還元と
成長投資の計画値

それぞれ 750億円、比率は 50%：50%

※2025年度は見通し

（億円）

2,371
1,751

△620

△491

△834

△683

中計2026（2023～2025年度）のキャッシュ・アロケーション

おり、目標とする財務指標と共通のKPIとすることで戦略実行を確保しています。
　また、当社グループの資本コストについては2024年3月時点で8％前後と公表しています。 当
社の資本コストは、一般に妥当とされている計算方法(WACC)から算出される値と、株主・投資
家の皆さまとの対話を通じて把握した水準の双方を考慮して決定しており、中計2026の期間中
は、大きなバランスシートの変更や市場金利の変化がない限りこの水準を基準としています。
ROICから資本コストを差し引いたROICスプレッドの拡大を通じて、企業価値の向上に努めます。
さらに、IR活動を強化し株主との対話を促進することで、資本コストの低減にも取り組みます。

1株当たり配当金
（%）

51.4

50.5

54.0

2023
年度

2024
年度

2025
年度
（予想）

9.5
8.6

11.0
（円）

2023
年度

2024
年度

2025
年度
（予想）

調整後EPSによる配当性向



　パーソルグループ中期経営計画2026（以下、中計2026）の３カ年計画
の2年目である2024年度は、売上収益は1兆4,512億円（前年度比9.4％
増）、営業利益は574億円（同10.3％増）、経営指標として最重要視している
調整後EBITDAは783億円（同8.4％増）となり、いずれも過去最高を更新し
ました。調整後EBITDAの成長率は目標の10％には達しなかったものの、
全体としては順調な業績だったと評価しています。
　また、資本効率の面では自己株式取得200億円を実施したほか、政策保
有株式も55億円相当を売却したことなどから、ROIC：16.6%（前年度比
1.5pt改善）、ROE：18.8％（同2.2pt改善）となり、当社の財務戦略の基本で
ある「資本効率を高めながら、キャッシュフロー創出力を高める」ことも実現
できました。
　2025年度は、資本効率をさらに高めながら、成長性指標である「調整後
EBITDAの10%成長」を達成することに再度チャレンジしたいと思います。

　財務戦略の目的は、資本効率を維持・向上しながら、中長期的なキャッ
シュフローの創出力を高め、企業価値を持続的に成長させることです。この
目的を達成するために、中計2026における財務中計のアクションプランと
して、３つの柱、すなわち①財務戦略目標の設定、②経営プラットフォームの
高度化、③株主を含めた財務ステークホルダーとのコミュニケーションの
推進を定めました。
　最初の財務戦略目標は、さらに３つから構成されています。財務指標、
キャッシュ・アロケーションおよび株主還元です。これらの進捗状況につい
ては別記（P.30-31）をご参照ください。

　２つ目のアクションプランである経営プラットフォームの高度化の目的
は、各事業の収益性改善やM&Aを含めた事業ポートフォリオの最適化を
行いながら、財務戦略目標を達成するための経営基盤を構築していくこと
です。AIを含めたテクノロジーによる当グループへの影響はこれまで以上
に大きく、市場環境の動向やポートフォリオの変化に柔軟に対応しながら、
経営判断のスピードと精度を上げていくためには、データに基づく経営管
理の仕組みが不可欠です。中計2026の３カ年で経営管理、購買、財務会計
などの仕組みとシステムを刷新し、より効率的でスピーディーかつ使いや
すい経営プラットフォームを導入する計画であり、順調に進んでいます。
　最後は株主を含む財務ステークホルダーとのコミュニケーションです。
当社の時価総額は直近10年間で2倍超になり、株主・投資家も多様化して
きました。また、今後事業をさらに拡大するためには銀行・証券会社などさ
まざまな金融機関の皆さまのサポートも欠かせません。常にステークホル
ダーの皆さまと意見を交換し、多様な視点で企業価値を高めることを追求
することが重要です。

　私は、財務戦略を実行し、中長期的に企業価値を向上させていくために、
CFOとして果たすべき使命を５つ掲げています。
　1つ目は、一つひとつのビジネスモデルを磨き改善し、競争力とキャッシュ
フロー創出力を高めていくことです。今、人材サービスはテクノロジーによ
る変革に直面しています。３年前から利用が拡大しているAI、特にAIエー
ジェントの普及でビジネスモデルやビジネスプロセスが大きく変わってい
ます。こうした中にあって、各事業の責任者やIT部門と一緒にビジネスモデ
ルとビジネスプロセスを常に変革していくことがCFOの重要な役割です。
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CFOメッセージ

2024年度は過去最高の業績を達成

中計2026における財務中計の進捗
持続的成長に向けたCFOの使命

CFOメッセージ
ビジネスモデルを磨き、ポートフォリオを最適化することで、
中長期的な企業価値向上を目指します。

執行役員 CFO
（Chief Financial Officer）

徳永 順二

概要と進捗 CFO メッセージ
財務戦略
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CFOメッセージ

　2つ目は、グループ全体を見て事業ポートフォリオを最適化
していくことです。現在5つの事業（SBU）とR&D FUで構成
される事業ポートフォリオに対し、グループ全体が持つリソー
スをどう最適に配分していくべきか、成長性指標である調整
後EBITDAや資本効率性指標であるROICなどを判断基準と
して用いながら、最適な事業ポートフォリオを目指す必要が
あります。
　3つ目は、経営陣がさまざまな意思決定を正しく迅速に行
えるよう、意思決定のもととなる財務データなどを適切に把
握できる仕組みやプロセス、つまり経営基盤を整備すること
です。先ほど述べた経営プラットフォームの高度化のプロジェ
クトはまさにこの具体化です。
　そして4つ目は、リスクマネジメントです。当社グループで
は、SBU体制のもと、事業に関する日々の意思決定は各事業
責任者がスピーディーに行い、それをホールディングスでモ
ニタリング、サポートしていく体制を導入しています。CFOが
中核会社5社すべてに取締役として関わることで、意思決定
の規律や事業管理など、企業価値創造に向けた最適なガバ
ナンス体制を構築しています。また、当社グループは人材
サービス業として多くのお客さまの個人情報をお預かりして
いますので、リスク管理とコンプライアンスへの対応は万全
でなければなりません。
　最後の5つ目は、株主・投資家をはじめとしたすべてのス
テークホルダーとのコミュニケーションの最適化です。当社
の価値創造ストーリーやそれに向けた成長戦略についてご
理解いただけるよう、株主・投資家の皆さまをはじめとするス
テークホルダーとの対話にさらに注力していきます。

　当社は、収益性の改善や調整後EBITDAの成長率に加え
て、ROICとROEによる資本効率性を重要な経営指標として
採用することで、各事業（SBU）の競争力強化やキャッシュフ
ロー創出力の向上、およびグループ全体の事業ポートフォリ
オの最適化の指標として活用しています。
　具体的には、全社の成長性指標として調整後EBITDAの成
長率を10%とし、資本効率性として全社ROIC：15％、ROE：
20%を目標としています。また、それらを実現するために、各
SBUの調整後EBITDAマージンの目標として、Staffing SBUに
ついては2027年度に6％、BPO SBUは2028年度に8％、
Technology SBUは2028年度に10％の達成を掲げるととも
に、SBU別のROICについては内部目標として設定しています。
　また、ROICおよびROEなど資本コストを意識した経営を行
うために、バランスシートの最適化も常に意識しています。具
体的には、運転資本の最小化、M＆Aに伴う「のれん」の管理と
政策保有株式の縮小など固定資産の適正化です。パーソル
グループにとって、M&Aはオーガニックな事業成長ととも
に、企業価値向上のためのまさに車の両輪です。一方で、「の
れん」の拡大が資本効率性を低下させるリスクもあるため、
M&Aの実行判断においては、まず資本コスト（約8％）をハー
ドルレートとして設定し、投資採算性を評価しながら、買収価
格が割高とならないよう慎重に判断しています。また、のれん
や無形資産の減損リスクを回避すべく、買収後の厳格なモニ
タリングも実施しています。
　政策保有株式については、連結純資産に対する時価ベース
の保有比率をおおむね5％以下とする目標を設定しており、こ
れを上回る場合には段階的に縮減していく方針です。

　なお、2025年度から検討を開始している次期中計では、カ
ネ・ヒト・モノ/コトの３つの生産性指標の目標を定めることに
よって、中期的な収益性の改善と、全社の事業ポートフォリオ
や各SBU内のポートフォリオの最適化を進めることで、EVA

（（ROIC-資本コスト）×投下資本）の拡大を目指し、ROIC経営
のさらなる深度化を図っていきます。

　パーソルグループが2030年の価値創造ゴールとして掲げ
る「100万人のより良い“はたらく機会”の創出」は、株主価値
の最大化に貢献します。私たちがより多くの“はたらく機会”を
提供することは、社会的意義が大きいだけでなくグループの
認知拡大やファン獲得にもつながり、株主構成の多様化や流
動性向上といった資本市場での評価にも好影響を与えること
が期待できます。
　そのためにも、CFOとして株主・投資家をはじめとするス
テークホルダーの皆さまと積極的に対話を重ね、パーソルグ
ループへの理解と期待を高めていきたいと考えています。

ポートフォリオを含めたROIC経営の深度化

投資家をはじめとした
ステークホルダーとのコミュニケーション



34INTEGRATED REPORT 2025

Top page
01	 イントロダクション
07  1. パーソルグループの価値創造		
26	 2. 価値創造のための戦略
	 27	 パーソルグループ中期経営計画	 　　　	
		  2026の概要と進捗
		  28	 CSOメッセージ
	 30	 財務戦略の概要と進捗
		  32	 CFOメッセージ
	 34	 人的資本戦略の概要と進捗
		  35	 CHROメッセージ
	 36	 テクノロジー戦略の概要と進捗
		  37	 CIO/CDOメッセージ
	 38	 パーソルグループのSBU/FU体制
	 40	 Staffing SBU
	 41	 BPO SBU
	 42	 Technology SBU
	 43	 Career SBU
	 44	 Asia Pacific SBU
	 45	 R&D FU
46	 3. 価値創造を支える基盤
77	 4. 財務・非財務データ／会社概要

人的資本戦略の概要と進捗

人的資本戦略の概要と進捗
パーソルグループ中期経営計画2026の2年目、主要なKPIはおおむね順調に進捗していますが、スコアが低下した

「はたらいて、笑おう。」指標をはじめ、グループ全体や各SBU/FUで明らかになった課題に対して、継続して取り組んでいきます。

※1 �エンゲージメント指標およびGallup社と共同開発した“はたらくWell-being”指標、計5項目から構成される指標のグルー
プ平均スコア。

※2 �パーソルに対する愛着・信頼の度合いを示すエンゲージメント指標。パーソルテンプスタッフで集計した数値を使用。
※3 国内グループ会社の社員を対象に目標を設定し、実績を集計。
※4 �Asia Pacific SBUおよび当社グループ各社に雇用されている派遣スタッフの正社員、国内グループ会社共通の人事管理

システムの導入が完了していない一部会社を除く数値。2024年度実績は2025年4月1日時点、2025年度目標は2026年
4月1日時点の数値を使用。

※5 �国内グループ会社の社員を対象に目標を設定し、実績を集計。当該年度中に配偶者が出産もしくは養子縁組を開始した従
業員のうち、当該年度中に育児休業および育児目的休暇制度を利用した者の割合。

※6 �特例子会社制度の手続きに従い、グループの障害者雇用状況報告に含めている人数。障害者雇用数の対象者数の異動、グ
ループ全体の社員数の増減および法定雇用率の変動の影響を加味し、将来的に目標を修正する可能性がある。 

※7 �国内グループ会社横断で実施している管理職向け研修の延べ受講者数。SBU/FU各社で実施する固有の管理職向け研修
の受講者数は含まず。2024年度実績は2023年度および2024年度の累計。目標値は2023年度～2025年度、3年間の
累計。

构成要素 主要な取り組み KPI 2024年度実績 前年度比 2025年度目標 2024年度 主な施策 今後の課題

“はたらくWell-being” 
の体現

キャリアオーナーシップ支援や健康増
進施策による社員向けエンゲージメン
ト向上

はたらいて、笑おう。
指標 72.0％※1

–0.3％
75.0％ ・ �キャリアオーナーシップ支援制度の周知徹底

・ �各SBU/FUでの課題明確化と取り組み

・ �多様な属性の社員が会社・組織で理解される
風土醸成

・ �経営陣と社員のコミュニケーション・戦略発
信の強化

・ ��「キャリア意向はあるが、行動できていない層」
   への支援強化

自分らしいはたらき方の実現を支援
する、派遣スタッフ向けのWell-being
向上

ファン指標 55.0％※2

+2.0％

—
設定なし

・ �社員による就業サポート体制の強化
・ スタッフの成長支援 ・ �より安心できる仕事紹介プロセスへの改善

テクノロジー人材の拡充

専門人材のはたらきやすい環境構築や
採用力の強化

テクノロジー人材数 約1,900人※3

＋約300人

2,000人

・ �テクノロジー人材専門の採用・人事・広報
機能による採用と定着活動

・ プロダクト・エンジニア制度（PE制度）の運用
・ �PE制度適用個社の拡大

多様な専門プログラムによるリスキ
リング／アップスキリングの推進

・ �業務の接続性が高いテクノロジースキル習
得講座をグループ横断で提供

・ �習得したスキルを活かしたキャリア選択機会
の提供

多様な人材が活躍する
基盤の構築

女性管理職比率の向上、男性育休取得
促進、障害者雇用を通じたDEIの進化

女性管理職比率 27.6％※4

+2.0％
30.8% ・ �管理職登用プロセスの可視化

・ �ポジティブアクションを含む施策の推進
・ �はたらき方の制度・環境の変革
・ �トップマネジメント層の意識改革

男性育児休業等
取得率 84.3％※5

+11.3％
100％ ・ �管理職に向けた認知・啓発の推進

・ �意向報告の早期可視化の仕組み
・ �社員の取得状況のタイムリーな把握と状況

に応じた個別フォローアップの体制構築

障害者雇用数 3,431人※6

＋440人
4,000人※６

・ 障害者の新規採用・人材育成
・ 業務の創出・標準化
・ 障害者の定着率向上

・ �2026年7月の法定雇用率引き上げに向けた
準備

・ �グループ全体の雇用率予測の精緻化および
計画的な障害者雇用の促進

多様なタレントマネジメント施策を
通じた「最高のリーダー」の育成 リーダー育成人数 5,030人※7

＋約2,140人

3年間累計
7,000人※7

・ �主体的な学習サイクル確立に向けた継続支援
（管理職3.0研修）

・ 主体的な学習サイクルの継続支援
　（管理職3.0研修）

・ �学習内容の継続改善

�

概要と進捗 CHROメッセージ
人的資本戦略
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CHROメッセージ

　私はこれまで、パーソルホールディングスの人事本部長として人事ポリシー
「Advanced HR Showcase」を推進してきました。2025年4月にCHROに就
任し、グループビジョン「はたらいて、笑おう。」の実現に向け、さまざまなことに
挑戦したいとの思いを新たにしています。挑戦には失敗のリスクも伴います
が、そこから未来につながる学びを得ることができます。その姿勢を自ら体現
し、パーソルグループの人的資本経営を進化させたいと考えています。

　パーソルグループの価値創造の源泉は、国内外で7万人を超えるグループ
社員一人ひとりです。グループビジョンに共感し、行動指針にある「誠実」な姿
勢でお客さまに貢献する社員の存在が、当社が目指すアウトカム、社会・経済
価値にどのようにつながるかを示すため、2024年度から「人的資本インパク
トパス」の開示を開始しました。３つのモニタリング指標「生産性」「エンゲージ
メント」「人員数」への取り組みが、各SBU事業戦略の実行や競争優位性の強
化につながるものと想定しています。インパクトパスの開示について、投資家
の皆さまからポジティブな評価をいただきましたが、まだファーストステップ
であり今後、解像度を高めていきます。

　中計2026では、「“はたらくWell-being”の体現」「テクノロジー人材の拡充」
「多様な人材が活躍する基盤の構築」の3つの柱でKPIを策定し、施策を推進し
ています。
　「“はたらくWell-being”の体現」は社員のエンゲージメント向上を指標とし
ていますが、2024年度は事業再編などの変化があったBPO SBUや、経営体
制に変更のあったAsia Pacific SBUで若干スコアが低下しました。ビジネス
環境変化のスコアへの影響は避けられないながらも、各SBUでの原因分析と

改善のサイクルを継続的に回しています。一方、「キャリアオーナーシップ」の取
り組みには手応えを感じており、特にグループ内異動を促進する「キャリアス
カウト制度」は社外からも高く評価されています。今後は、キャリア形成の意向
はあるが行動に移せていない社員を後押しする施策も展開していきます。
　「テクノロジー人材の拡充」も堅調に進んでいます。社員一人ひとりが生成
AIを活用し、主体的に業務変革が進められるよう支援しています。今後もCIO/
CDOと連携しながら、テクノロジー人材の採用・育成を加速させていきます。
　「多様な人材が活躍する基盤の構築」では、女性管理職比率の向上や男性
育休取得の促進などに取り組んでいます。女性管理職比率は着実に向上して
いますが、さらなる改善に向けて、SBUごとのモニタリング、ボトルネック特定、
アクションプランの実行を進めています。男性の育休取得は、すでに日常的な
選択肢として定着しつつあります。
　次世代を担う「最高のリーダー」の育成も重要なテーマです。リーダー像を
言語化した「パーソルリーダーシップコンピテンシー」に基づく育成プログラ
ムが奏功し、社会課題の解決に取り組む上級管理職が増えてきており、心強く
感じています。

　次期中計に向けて大きなテーマとなるのが、事業ポートフォリオと連動した
動的な人材ポートフォリオの構築です。非連続な成長を生むためには、まず事
業戦略の要となるポジションに優れた人材をアサインする必要があります。
2025年度から導入する新しいタレントマネジメントシステムを活用して、全社
的なタレントの可視化を一層進め、異動配置に対応できるようにしたいと考え
ています。専門性やスキルの発揮に加え、理念を体現する人材が活躍すること
で、パーソルグループの経営・事業戦略の実現につながるよう、人的資本経営
のさらなる高度化を図っていきます。

新任CHROとして人と組織の変革を牽引

人的資本と企業価値のつながりをインパクトパスで示す

中計2026の手応えを次期中計の基盤づくりに

事業戦略と連動した人材ポートフォリオの構築へ

CHROメッセージ
人的資本経営の高度化を通じて
グループの非連続な成長を支えます。

執行役員 CHRO
（Chief Human Resource Officer）

大場 竜佳

概要と進捗 CHRO メッセージ
人的資本戦略
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テクノロジー戦略の概要と進捗

テクノロジー戦略の概要と進捗
人とテクノロジーの共創を目指し、4つの領域でグループ横断の取り組みを進めています。

テクノロジー戦略の概要
　テクノロジーが急速に進化し、人とテクノロジーの共創が求められる時代となっていることを
背景に、パーソルグループは「テクノロジードリブンの人材サービス企業」となることを経営の方
向性として掲げています。デジタル化を中心としたワークフォース事業での生産性の改善と、デ
ジタルプラットフォーム事業でのはたらく機会創出、利益貢献の改善を推進しています。その基
盤として、①コア事業の価値向上、②新たな価値の創造、③環境のデジタル化の推進、④テクノ
ロジー人材・組織の進化の4つの領域に注力し、グループ全体でテクノロジーの実装・活用強化
を行っています。

パーソルグループ中期経営計画2026の2年目の進捗　
 コア事業の価値向上

　グループ横断のデジタル専門組織（CoE）を拡充し、Staffing、Career、BPO、Technologyの
各SBUにおいて、各種システムの改良や経営基盤の刷新など、デジタル化に関連する重要テー
マを推進しました。2025年度はStaffing SBUを軸とした、デジタルによる付加価値創出および
効率化による成果創出フェーズへの移行を本格化させます。

 新たな価値の創造
　国内グループ38社で使用する社内GPT「PERSOL Chat Assistant（CHASSU）」の機能を強化
し、グループ社員の利活用が進むことで、想定業務削減時間が年間30万時間を超える成果につな
がりました。2025年度は、事業へのAI実装とそれらを支えるAIデータ基盤の構築を進めます。中
長期的に、AIをフル活用した事業変革や新規事業創出に取り組み、競争優位を確立させていく計
画です。

 環境のデジタル化の推進
　予算・会計システムの高度化、営業社員向け情報管理システムの統合、ITインフラの整備を推
進し、柔軟な業務環境の構築と従業員体験の向上につなげました。クラウド化は計画を上回る
ペースで進展しており、ITガバナンス・セキュリティの面においても継続的に強化を図っていま
す。2025年度は、従業員視点での使いやすさや効率性を意識しつつ、グループを支える共通基
盤の整備をさらに進めていきます。

 テクノロジー人材・組織の進化
　テクノロジー人材の採用力を強化し、計画どおりの採用を進めることができています。また、
国内グループ社員のテクノロジースキル強化に向けて、プログラミングやUI/UXなどの講座を
受講できる「TECH UP CAMPUS」を開始し、多数の社員が受講しました。2025年度は、AI人材
の採用を強化する予定です。

1

2

3

4
1  �マッチング高度化、UI/UX 向上、パーソナライズ、データ活用、開発内製化等による 

コア事業のサービス価値の向上

2  �テクノロジーをベースにした、“はたらくWell-being”に関する新たなプロダクト／プラットフォームの 
探索・創造・拡大

3  �デバイスやインフラ、コーポレートシステムのデジタル化によるはたらく環境のさらなる改善

4  �グループ採用、CoE 組織の設置、専門人材のはたらきやすい環境構築（人事等）による、専門人材が活躍
できる環境の整備

顧客体験

従業員体験 テクノロジー人材・組織の進化環境のデジタル化の推進

コア事業の価値向上 新たな価値の創造

デジタル化 DX

テクノロジーの 
方針

テクノロジーのCoE（Center of Excellence）組織をハブに、
グループ全体のテクノロジー人材・組織の拡充とともに、事業・サービス
での実装・活用を強化する

テクノロジー推進の領域

主要な取り組み

1

3

2

4

概要と進捗 CIO/CDO メッセージ
テクノロジー戦略
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CIO/CDOメッセージ

　パーソルグループは、「テクノロジードリブンの人材サービス企業」への進
化を目指し、パーソルグループ中期経営計画2026（以下、中計2026）にお
いて4つの領域に注力しています。
　2年目となる2024年度を振り返ると、1つ目の「コア事業の価値向上」で
はStaffing SBUを中心とするDX施策が計画通りに進捗しました。CoE

（Center of Excellence）の支援体制も拡充され、各SBUへのテクノロジー
実装力が高まりつつあります。2つ目の「新たな価値創造」では、パーソルグ
ループの社内GPT「PERSOL Chat Assistant（CHASSU）」をはじめとする
生成AIの社内展開が本格化。社員による生成AIコミュニティを中心とした自
発的な利活用が拡大し、業務時間の削減効果も具体的に見え始めていま
す。3つ目の「環境のデジタル化の推進」では、グループ全体のITインフラの
高度化に向けたクラウド化や基幹システム刷新が計画通りに進行中です。4
つ目の「テクノロジー人材・組織の進化」では、CoEの増員に加え、社内教育
プログラム「TECH UP CAMPUS」などを通じて、テクノロジースキルへの
意識が着実に高まっているという手応えを感じています。
　2024年度に私たちを取り巻く大きな変化としては、情報収集や意思決定
を人間に代わって行うAIエージェントの登場が挙げられます。ビジネス構造
が一変する兆しが見え始める中、こうした動きにいち早く対応し、事業への
AI実装を一層加速するため「グループAI・DX本部」を立ち上げました。

　中計2026の最終年度である2025年度は、DX施策に引き続き注力し、付
加価値創出や効率化といった成果創出フェーズに移行します。同時に、事業
への本格的なAI実装を強力に推進します。すでに、転職希望者の職務経歴
書の作成や企業から派遣スタッフへのフィードバックサポートといった一部
の機能ではAIを実装しつつありますが、今後はサービスの中核であるマッ

チング機能についてもAIを活用した高度化に取り組み、ユーザー・社員の双
方に新たな体験価値を提供したいと考えています。
　また、テクノロジー人材の評価・人事制度として「プロダクトエンジニア

（PE）制度」をグループ内の一部企業に導入していますが、今後はさらなる導
入企業の拡大を目指します。個人の成長や市場価値に照らした納得感のあ
る評価と処遇によって、専門性を持つ人材が意欲的に力を発揮できる環境
を整備します。

　パーソルグループは、経営の方向性として「テクノロジードリブンの人材
サービス企業」を掲げ、テクノロジーへの戦略的投資を進めています。テクノ
ロジー戦略の施策は多岐にわたるため、それらが生産性や収益性にどう影
響するかというつながりを示していくことが、今後の課題だと認識していま
す。 次期中計に向けては、特にAI関連施策の成果を定量的に示すKPIを検
討するなど、ステークホルダーの皆さまに進捗を実感いただけるようなテク
ノロジー戦略のあり方を目指します。また、テクノロジー戦略は経営・投資・
人材の戦略とも密接に関わるため、各CxOとの連携を強化し、次期中計にお
いてより連動性が高まるよう取り組んでいきます。
　また、次期中計以降の方向性を考える上で欠かせないのが生成AIやAI
エージェントです。とりわけAIエージェントの登場を受けて、日本はもとより
世界においても、「はたらく」が根本から変わる転換点を迎えつつあると感じ
ています。この流れをいち早く捉え、先んじて対応を進めていくことが、今後
の事業成長と企業価値向上の鍵を握ると考えています。これまで私たちが
幅広い人材サービスを通じて蓄積してきたノウハウやデータ、個人・法人と
の接点を強みに、人とテクノロジーの共創を通じて新たな時代の“はたらく
機会”の創出に挑み続けます。

SBUのDX支援と生成AIの業務利活用が進展

AIの事業実装と専門人材の活躍を支える基盤づくりに注力

環境変化を見据えたテクノロジー戦略で
企業価値向上に貢献

CIO/CDOメッセージ
事業へのAI実装を加速し、
「はたらく」環境の変化にいち早く対応していきます。

執行役員 CIO/CDO
（Chief Information Officer / 
Chief Digital Officer）

柘植 悠太

テクノロジー戦略



パーソルグループのSBU/FU体制
パーソルグループでは、多様な事業領域に適した戦略を策定・実行するために
5つのSBU（Strategic Business Unit）体制を採用し、
新領域の事業探索・創造を担うR&D Function Unit（FU）とともに各事業を展開しています。

2024年度の売上収益および調整後EBITDA

6,1805,757 6,024

2025年度予想2024年度2023年度

342313285

2025年度予想2024年度2023年度

1,470

1,107 1,172

2025年度予想2024年度2023年度

100

66
84

2025年度予想2024年度2023年度

Staffing SBU
6,024億円

BPO SBU
1,172億円

Technology SBU
1,147億円

Career SBU
1,446億円

Asia Pacific SBU
4,761億円

その他
384億円

Staffing SBU
313億円

BPO SBU
66億円

Technology SBU
86億円

Career SBU
303億円

Asia Pacific SBU
117億円

売上収益
1兆4,512億円

調整後
EBITDA
783億円

調整 △423億円 その他 △34億円
調整  △69億円

Staffing SBU

BPO SBU 中核会社：パーソルビジネスプロセスデザイン
　COVID-19関連事業の剥落は期初想定
どおり進んだものの、オーガニック成長が
これを上回り、売上収益は117,233百万
円（前年度比5.8％増）となりました。一方、
調整後EBITDAは6,667百万円（同21.2％
減）、営業利益は4,240百万円（同34.3％
減）と、減益となりました。COVID-19関連
事業の売上総利益は前年度3,720百万円
から当年度352百万円へ大幅に減少し、減
益影響額は3,368百万円でした。

　BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）
事業を中核に、CX（カスタマーエクスペリエン
ス）事業、プロフェッショナル事業が三位一体と
なり、多様化・高度化する顧客ニーズに対応。
グループ内のBPO関連事業を結集し、業務効
率化、コミュニケーション変革、BPRやテクノロ
ジー活用まで、付加価値の高いサービスを実
現しています。

• �国内最大級の営業力（法人営業：約9,000
人※）を活かした「顧客接点」 

• �広範な顧客ニーズを早期に満たす国内最大
級の「人材供給力」 

• ��「プロセスデザイン力」「組織・人材マネジメ
ント力」「人材育成力」のサイクルにテクノロ
ジーを掛け合わせ、サービスや企業の価値
向上を実現する力

※ 国内グループ会社の法人営業合計

2024年度の業績報告

事業の概要 強み

　売上収益は、派遣就業スタッフ数の増
加（前年度比2.7％増）および平均請求単
価の上昇（同1.9％増）に加え、人材紹介事
業の堅調な推移により、602,438百万円

（前年度比4.6％増）となりました。調整後
EBITDAは31,317百万円（同9.5％増）、営
業利益は27,048百万円（同7.5％増）と増
益を達成しました。

2024年度の業績報告 売上収益 （億円）

調整後EBITDA （億円）

売上収益 （億円）

調整後EBITDA （億円）

中核会社：パーソルテンプスタッフ

　業界最大級の事業規模を誇る事務派遣領
域を中心に、幅広い業界・業種に対応した人材
派遣事業や紹介予定派遣事業を展開していま
す。人材派遣は、はたらく個人および法人とい
う「ダブルカスタマー」のマッチングビジネス
であるとともに、その後の就業が継続するこ
とで売上収益が上がっていく「ライフタイムバ
リュー型」のビジネスモデルです。

• �国内事務派遣領域での業界最大級のビジネ
ススケールとブランド力

• �圧倒的な顧客基盤と信用力（取引社数 2.5万
社※1）

• �派遣スタッフの規模(派遣就業スタッフ数   
約13.4万人※1）と満足度の高さ※2

※1 2025年3月
※2 �派遣スタッフが選ぶ！派遣会社満足度ランキング総合満足度6年

連続№1「派遣の働き方研究所」調べ

事業の概要 強み
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パーソルグループのSBU/FU体制

詳細は
P.41へ

詳細は
P.40へ

※ 各SBUの調整後EBITDAの2023年度実績は、障害者雇用費用の新たな配賦スキームに基づくプロフォーマ後の数値を記載しています。



R&D FU 中核会社：パーソルデジタルベンチャーズ

Career SBU

Asia Pacific SBU

1,290
1,023 1,147

2025年度予想2024年度2023年度

1008677

2025年度予想2024年度2023年度

売上収益 （億円）

調整後EBITDA （億円）

1,550
1,282 1,446

2025年度予想2024年度2023年度

341303261

2025年度予想2024年度2023年度

売上収益 （億円）

調整後EBITDA （億円）

4,8204,127 4,761

2025年度予想2024年度2023年度

11011798

2025年度予想2024年度2023年度

売上収益 （億円）

調整後EBITDA （億円）
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パーソルグループのSBU/FU体制

Technology SBU 中核会社：パーソルクロステクノロジー

中核会社：パーソルキャリア

　売上収益は、製造業を中心としたエン
ジニアリング領域の需要伸長と、IT・DXソ
リューション領域における需要拡大により、
114,705百万円（前年同期比12.0％増）と
なりました。人材採用の継続的強化により人
件費は増加したものの、高付加価値領域へ
のシフトが奏功し、調整後EBITDAは8,640
百 万 円（ 同11.5%増 ）、営 業 利 益は7,642
百万円（同17.3％増）と、増益となりました。

　景気の先行きに不透明感がある中、堅調
な求人需要を背景に市場を上回る成長を実
現し、売上収益は144,645百万円（前年度比
12.8％増）と増収となりました。上期は投資
を抑制し、下期からは将来成長に向けてマー
ケティング投資を強化したものの、増収効果
および生産性向上が寄与し、調整後EBITDA
は30,369百万円（同16.2％増）、営業利益は
25,631百万円（同21.7％増）と、増益となりま
した。

　IT・DXソリューション、エンジニアリング領域
の受託請負、登録型派遣・フリーランスの3事業
を展開し、コンサルティングから設計・開発・実
験まで幅広い工程を支援しています。既存のエ
ンジニア派遣ビジネスに加え、SI、AI、IoT、自動
化・電動化の4領域を重点市場と位置づけ、ソ
リューションビジネスの強化に注力しています。

　人材紹介事業や求人メディア事業を中心に、
若手から経験層、さらにはハイクラス層まで幅
広い人材の採用支援を展開。加えて、副業・フ
リーランス支援など、キャリア選択につながる
転職以外のサービスも提供しています。企業
の多様な人材ニーズに応えるとともに、個人の
キャリア選択の可能性を広げることを目指して
います。

• �IT・機械・電気・電子だけでなくコンサルティン
グ・保守運用といったEnd to Endの対応力

• �お客さまニーズに応じた請負・派遣・フリーラ
ンスなど多様な契約形態での事業展開

• �エンジニアをはじめ高度な専門性・技術力を
持つ人材の採用に関する知見・ノウハウ

• �国内最大規模の転職希望者データベースお
よび求人データベース （doda会員登録者数

（累計）979万人※） 
• �転職希望者、法人企業のニーズに対応した複

層的な採用ソリューション
• �データ・テクノロジーによる最適なマッチング 
※2025年5月時点

2024年度の業績報告

2024年度の業績報告

事業の概要

事業の概要

強み

強み

中核会社：PERSOL Asia Pacific
　ファシリティマネジメント事業の堅調な
成長と為替の影響が寄与し、売上収益は
476,103百万円（前年度比15.3％増）とな
りました。調 整 後EBITDAは11,704百 万
円（同19.0％増）、営業利益は7,761百万円

（同60.3％増）と、いずれも好調でした。

　アジア・パシフィック地域における最大級の
人材派遣事業、人材紹介事業、HRソリューショ
ン事業を展開しています。

• �シンガポール・マレーシア・オーストラリアな
ど各市場でトップクラスのシェア

• �APACの主要地域を包括的にカバーし、多様
な人材サービスを提供する総合力

• �国内事業との連携によるテクノロジーの活用

2024年度の業績報告

事業の概要

事業の概要

強み

　新規デジタルプロダクトの開発やインキュベーションプログラムの推進など、新領域における事業
の探索・創造を担っています。

主なサービス

詳細は
P.42へ

詳細は
P.43へ

詳細は
P.44へ

詳細は
P.45へ

※ 各SBUの調整後EBITDAの2023年度実績は、障害者雇用費用の新たな配賦スキームに基づくプロフォーマ後の数値を記載しています。
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Staffing SBU

① 派遣スタッフの自分らしい「はたらく」の支援
② クライアントの事業や環境変化を捉えた人材活用の提案強化
③ 社員の活躍支援を通じたエンゲージメントの向上
④ デジタル活用などによる効率化の取り組み（経営基盤の強化）

　Staffing SBUは「選ばれつづける、はたらく楽しさ創造パートナー」を掲げ、シェア
拡大と収益性向上を戦略の柱に取り組んでいます。2024年度は、就業初期の離職
防止や契約延長を目的にフォロー体制を強化し、キャリア支援人員の拡充やスタッ
フ評価制度を活用した処遇改善と派遣料金の改定交渉を推進しました。さらに、生
成AIやアプリUI/UX改善などのデジタル実装を通じて、スタッフの体験価値向上と
業務効率化を図りました。就業継続の延伸や再就業では成果が見られた一方、請求
単価や営業生産性には依然として改善の余地があります。
　今後は、人の介在価値を最大限に活かしつつ業務プロセスのDX化を進めること
で、より付加価値の高いサービスを提供し、持続的な成長を目指します。

TOPICS

　2024年10月、「T-PLA」に生成AIを活用した
「コメント生成アシスト機能」を実装しました。
派遣スタッフの定期評価において、スタッフご
とに最適化された派遣先のフィードバックコ
メントの作成を支援。派遣先担当者の負担を
軽減し、質の高いフィードバックによるスタッフ
の成長支援と満足度向上に貢献しています。

　2024年11月より、登録スタッフに向けて「Code; Without Barriers in Japan」
を提供。生成AIの基礎知識や活用スキル習得を通じたスタッフのキャリアアップを支
援。6カ月で4,000名を超えるスタッフが学習しています。

派遣先企業向けプラットフォーム「T-PLA」に、生成AIを活用した
「コメント生成アシスト機能」を実装

日本マイクロソフトのデジタル人材育成プログラム
「Code; Without Barriers in Japan」を提供

• 中長期的な労働人口の減少
• �事務派遣領域などにおけるテクノロジーへの代替に

伴う需要減

リスク

• �女性やシニア層の労働参画の拡大に伴う多様な就業
機会の創出

• �国内の労働力不足を背景とした人材調達機能として
の需要の高まり

機会

　国内人材派遣市場は、経済環境と法改正の規制・緩和
に影響を受けつつも市場規模を拡大してきました。今後
は成長ペースが緩やかになるものの、引き続き拡大を
続け、成熟期へと移行する見込みです。また、生産年齢
人口の減少に伴って女性やシニア層の労働参画が進
み、正社員以外の多様な働き方に対する需要が個人・法
人の双方で高まりを見せています。

市場の動き

戦略方針

中計2026の進捗

事業環境 労働者派遣事業売上高の推移（国内）

出所：厚生労働省「労働者派遣事業報告書の集計結果」

執行役員 Staffing SBU長

木村 和成

2020年度2019年度

69,503 76,477 82,363 87,646 90,500

2021年度 2022年度 2023年度

（億円）
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BPO SBU

① 業務ノウハウの統合、クロスセルによる既存事業の成長加速 
② テクノロジーを活用したオペレーションの省人化と生成AIのサービス実装 
③ 人材育成によるリスキル／アップスキルと専門人材の最適配置

　BPO SBUでは、事業成長に向けて既存事業の成長と効率化、専門性の強化に取
り組んでいます。2024年度は、顧客基盤や課題解決のノウハウ・リソースを集結し、
事業成長を加速させるためグループ3社を統合しました。また、AIを活用する研究
開発会社を設立したほか、ITアウトソーシング業務に強みを持つパーソルコミュニ
ケーションサービスをグループに加え、新たな価値創出を推進しました。加えて、人
材確保・定着に向けた採用強化や人材育成によるリスキル／アップスキル、コンサ
ルタントの稼働率改善など、人と業務の最適配置を進めました。
　今後は、重点業界への注力や営業体制の見直しを強化ポイントと捉えており、
2025年度はこれらの施策を本格化させ、案件獲得力と提供価値のさらなる向上を
目指します。

• �テクノロジー進化による従来BPOサービスの代替リ
スク

• �競争環境の激化による価格・サービス面での収益性
低下の懸念

リスク
• �人材不足や生産性向上を背景とした中長期的な需要

増加
• �不確実な経営環境に対応するための固定費抑制手段

としての需要拡大
• �生成AIなどのテクノロジー活用に伴う業務効率化・高

度化ニーズの増加

機会

　国内BPO市場は、労働人口減少や生産性向上ニーズ
の高まりに伴い、テクノロジー進化によるサービス代替
の影響はあるものの緩やかな拡大が続いています。特
に、DX推進の担い手としてBPO需要が増加するほか、
業務BPRやテクノロジー活用支援を行うプロフェッショ
ナル事業も、ハイクラス人材の採用難を背景に市場とし
て活況が続く見込みです。

市場の動き

戦略方針

中計2026の進捗

事業環境 国内BPO市場規模推移・予測（非IT系）

出所：（株）矢野経済研究所「BPO（ビジネスプロセスアウト
ソーシング）市場に関する調査（2024年）」（2024年11月
19日発表）より「非IT系BPO市場規模※」をもとに当社作成

※�非IT系BPO市場規模は、企業が通常内部で行っているコールセンター系業務、間接部門系業務、直接部門系業務などを、外部事業者が
発注企業からの業務委託により代行するサービスを対象とし、事業者の売上高ベースで算出した。

2023年度

19,379 19,674 20,010 20,331 20,656 20,978

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
（予測）（予測） （予測） （予測） （予測）

（億円）

TOPICS

　2025年1月、パーソルビジネスプロセスデザインとエス・アンド・アイは、生成AIを
活用した次世代型コンタクトセンターの研究開発を行う合弁会社を設立しました。人
材不足や対応品質のバラつきといった従来の課題に対し、ナレッジ運用とAIの融合
により、対話精度の高い自動応対を実現します。業務効率化とCX向上を両立し、コス
トセンターからプロフィットセンターへの転換を目指します。

生成AIを活用した次世代型コンタクトセンターの共創を開始

　2024年9月、中小企業向けオンラインBPOサービス「StepBase」の提供を開始し
ました。バックオフィス領域を中心に7,000以上の業務フローを所有するナレッジを
活かして業務に対応します。業務スタッ
フははたらく場所にとらわれないフルリ
モートで地域活性化にも貢献します。

中小企業向けオンラインBPOサービス「StepBase」を提供開始

執行役員 BPO SBU長

市村 和幸
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Technology SBU

① 生産性向上を実現する業界別ソリューションビジネスの強化
② �エンジニアの“より良いはたらく機会”を創出する多様な雇用形態や豊富な　　　　

育成環境の拡充

　Technology SBUは、エンジニアリング領域の基盤強化とIT・DXソリューション
領域の拡大による事業成長を目指しています。2024年度は1,200名超のエンジニ
アを採用し、キャリア支援や柔軟なはたらき方の推進により定着率・エンゲージメン
ト指標ともに前年を上回りました。営業面では、世の中の労働力不足から生産性向
上が急務な状況に合わせて、電動化・自動化や生成AI活用など新領域に対応した提
案力を強化し、請求単価の向上を実現しました。
　2025年度は社会課題および技術トレンドに即した新サービス創出や領域別ソ
リューションの深耕とともに、人的資本の強化に注力します。これらを通じて、生成AI
やセキュリティなど進展する技術領域への対応力強化とソリューション型へのシフト
を加速させていきます。

TOPICS

　2024年12月、パーソルクロステクノロジーは、製造・物流業界向けソリューション
ビジネス強化の一環として、クラウド型WMS（Warehouse Management 
System：倉庫管理システム）を提供する株式会社ダイアログへ出資しました。
　倉庫運営でのマニュアル作業による人為的ミスや慢性的な人材不足といった課題
に対し、IT活用と現場支援を
通じて生産性向上を図りま
す。両社の連携により、業界
全体のDX推進と競争力強化
に貢献していきます。

製造・物流業界のDX推進に向けてクラウド型WMSに
強みを持つダイアログへ出資

• �エンジニア人材不足による獲得競争の激化
• �社会ニーズの変化に伴う技術の陳腐化
• �労働移動の加速による定着率の低下

リスク

• �長期的なIT・エンジニアリング市場の拡大
• �業務効率化・省人化に伴う業務プロセスの見直し
  および自動化ニーズの高まり
• �リスキリングニーズの高まりに伴うジョブシフト志向

の加速

機会

　IT・エンジニアリング市場は、デジタル技術による業
務変革や、製造業を中心としたリスキリング需要を背
景に、堅調な成長が見込まれています。特に生成AIの
活用拡大により、コンサルティングやPoC（Proof Of 
Concept：概念実証）支援など上流工程の重要性が増
す一方、エンジニア人材の需給ギャップは引き続き拡
大傾向にあります。

市場の動き

戦略方針

中計2026の進捗

事業環境

執行役員 Technology SBU長

正木 慎二

306,993 316,169
342,919 353,172 371,629

（人）

2020 2021 2022 2023 2024

技術派遣労働者数の推移（国内）

出所：�厚生労働省「労働者派遣事業報告書の集計結果」をもと
に当社作成
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Career SBU

① ソリューションを複層化させる独自のビジネスモデル
② 積極的なマーケティング投資と市場認知の獲得を通じた
　 「個人を集めるチカラ」の向上
③ 基幹領域である人材紹介事業のシェア拡大と生産性向上

　Career SBUは、既存事業のテクノロジー活用と成長領域での付加価値向上を軸
に、市場成長を上回るシェア拡大を目指しています。2024年度は、マーケティング
投資の強化により転職希望者データベースを拡大するとともに、生成AIを活用した
プロダクト改善やキャリアアドバイザーの育成強化により、既存事業の成長と生産
性向上を実現しました。一方、ハイクラス領域の競争激化や顧客接点の専門性向上
については、引き続き対応が必要です。
　2025年度は、生成AIを中心としたテクノロジー活用によるさらなるサービス強
化、ハイクラス層向けサービスの高度化、営業とキャリアアドバイザーの連携強化な
どに取り組みます。

TOPICS

　2024年4月、転職サービス「doda」は、生成AIによる職務内容の自動生成機能を導
入しました。3項目に回答するだけで職務内容が生成され、職務経歴書が最短1分で
完成。転職活動のボトルネックとなっていた書類作成の手間を大幅に軽減します。キャ
リアアドバイザーの添削支援と組み合わせることで、AIと人の強みを融合した支援体
制を構築。ユーザーテス
トでは、満足度95％とい
う高い評価が確認され
ました。

職務経歴書が最短1分で作成できる生成AI機能を「doda」に搭載

• �競合の台頭による市場競争激化
• �景況感悪化による企業の採用意欲の減退

リスク

• �長期的な雇用慣行の見直しや成果・役割重視の評価・
処遇の浸透による転職ビジネス市場の中長期的な拡大

• �転職の隣接市場である副業・フリーランス市場の拡大

機会

　人材紹介市場は、民間転職サービスの利用拡大や高
年収層の転職者増、平均年収の上昇を背景に、引き続き
成長基調にあります。特に人材紹介を中心とした民間事
業者への需要が高まる一方、労働人口の減少といった
構造的課題も顕在化しており、戦略的かつ付加価値の
高いサービス提供が求められています。

市場の動き

戦略方針

中計2026の進捗

事業環境 転職者数・転職率の推移（国内）

出所：総務省「労働力調査」をもとに当社作成

執行役員 Career SBU長

瀬野尾 裕

転職者数・転職率の推移

（万人）

2021年度 2022年度 2024年度2023年度

4.3%
4.9%

4.5%
4.9%

290
303

328 331

転職者数 転職率

「職務内容の自動生成」機能



執行役員 Asia Pacific SBU長

Francis Koh
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Asia Pacific SBU

① 事業ポートフォリオの見直し　② 構造改革およびコスト最適化　③ DX投資による生産性向上

　Asia Pacific SBUは「規模・収益性No.1人材サービス企業」を目指し、事業ポート
フォリオの見直し、構造改革、DX投資を推進しています。2024年度は、収益性の高
いファシリティマネジメント事業および人材紹介事業に注力し、Programmed社の
Health事業を売却。PERSOL Asia Pacificへの機能集約やコスト最適化を進めま
した。DX施策としては、パーソルキャリアと連携したAIマッチングのトライアルを
シンガポールで開始したほか、「Programmed GO」アプリ展開を通じて生産性向
上を図りました（TOPICS参照）。
　2025年度は、コスト構造の最適化による持続的な収益性向上と、テクノロジー・
DX投資による個人集客強化を図ります。

TOPICS

　豪州で人材派遣サービスや設備・施
設メンテナンスサービスを展開する
Programmed社が開発した短期・派遣
人材向け業務支援アプリ「GO」の展開
を拡大しています。
　シンガポールやマレーシアに加え、
2024年度にはタイ・ベトナムでも導入
を開始しました。求職・就業・給与管理な
どを一元化し、候補者・企業双方の利便
性と業務効率を向上させています。

Programmed開発の派遣人材向けモバイルアプリを
APAC地域で展開

• �テクノロジーの進化による新規プレイヤーの参入や
代替サービスの出現

・ 外国為替相場の変動
• �金利上昇や投資家の収益性追求による企業の採用需

要停滞

リスク

• �東南アジアを中心とした中長期的な労働人口の増加
• �経済発展およびはたらき方の多様化に伴う人材派遣・

人材紹介市場の拡大

機会

　APAC市場は将来の労働人口増加と経済発展により
大きく成長すると見込まれています。世界で最も賃金が
増加し、労働者の流動性が高い地域とされています。

市場の動き

戦略方針

中計2026の進捗

事業環境 世界各地域の年間平均雇用成長率（2025年推計）

約1.6％
約1.4％

約1.0％
約0.8％

約0.6％

約1.1％

中南米 北米 欧州 中東APAC※ アフリカ

出所：ILO World Employment and Social Outlook 2025
※�本データのAPACは日本を含みます。なお、日本の雇用成長率

は約0.0～0.1%と低いため、除外した場合はより高い成長率
（約1.7%）が推計されます。



執行役員 R&D Function Unit長

長井 利仁
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R&D FU

　R&D FUは、パーソルグループの既存サービスとは異なる新しい手法・領域で、“はたらくWell-being”の
実現につながる新しい事業の探索・創造を目指しています。重点的に取り組むテーマは、主に「人材不足」と

「生産性」の2領域です。人材不足の解決に向けては、人材派遣や人材紹介で培ってきた知見やネットワーク
を活かし、採用や人材獲得を支援する新たな手法の開発を推進しています。一方、生産性の向上について
は、DXやデジタル活用を通じて、省人化やスキルアップによる効率化といった課題解決に注力しています。
　また、これらの取り組みを進める上で、事業の創出・実証フェーズにあたる「R&D」と、事業としての成長・収
益拡大を図る「グロース」の2ステージを設けており、事業ステージに応じた戦略的な投資を行っています。
　今後も、R&D FUは収益化に時間を要するテーマにも挑戦し、各SBUと連携を深めながらパーソルグ
ループの中長期的な企業価値向上に貢献していきます。

　シェアフルは、1日単位でのスポットワーク、いわゆる「スキマバイト」を可能にするプラットフォームで、
個人と企業の双方に柔軟なはたらき方・人材確保の機会を提供しています。独自のデジタルマッチング
エンジンにより、応募から就業、給与受け取りまでを一気通貫で完結します。2025年6月には「シェアフ
ル」アプリの登録者数が1,000万人を突破しました。
　また、複層的な価値提供に向けて、シェアフルと連携し自動でシフト管理・調整できる企業向けサービス

「シェアフルシフト」や、就業実績を活用した正社員マッチングサービス「シェアフルエージェント」、人材派
遣事業におけるStaffing SBUとの営業連携などを推進。「スキマバイト」にとどまらず、長期アルバイトへ
の転換や、派遣社員・正社員への就業形態転換など、個人の「はたらく選択肢」を総体的に広げる機会の
提供を目指して、サービスを展開しています。

R&D FUのサービス事例

シェアフル：個人と企業の「はたらく」選択肢を広げるスキマバイトアプリ
　ミイダスは、採用・転職のミスマッチを減らすとともに、入社後の活躍をサポートする転職・採用支援
サービスで、地域企業や中小企業を中心とする約45万社に導入されています（2025年3月末時点）。ミ
イダス社内の「HRサイエンス研究所」における研究をもとに、行動・思考の特徴やストレス要因、認知バイ
アスの強さなどを可視化する独自の「可能性診断」を開発しており、自社で活躍する人材と似た傾向を持
つ人材を採用することで、活躍・定着しやすい人材の獲得を可能にしています。また、採用支援のみなら
ず、採用後の研修や定着のための組織サーベイ・エンゲージメントサーベイ、福利厚生サポートまで、中
小企業の経営を一貫して支援することを目指してサービスを展開しています。
　2023年からは、多様なは
たらきがいを認め「はたらく
人」一人ひとりを大切にする
企業を支援するため、朝日
新聞社と共催で「はたらく人
ファーストアワード」を開催。
2回目となった2024年は66
社を表彰し、3,000社以上
の賛同企業とともに「はたら
く人ファースト宣言」を行い
ました。

ミイダス：「活躍可能性」をもとにした“人と組織”の新たなマッチング

「この時間だけ」
 はたらいてほしい 

企業
 労務代行サービス・即払いサービス

をシェアフルが一貫して実施 

「この時間だけ」
 はたらきたい 

求職者

❶ 採用要件 ❷ 募集 ❸ 面接 ❹ 人材育成・定着

世界初※の診断ゲーム

可能性診断
ミイダス 人材・
カルチャー分析

直接アプローチの「攻め型」

自動スカウト
求職者検索機能
活躍可能性・
条件一致表示
スカウトプラス
ミイダス×シェアフル

ミイダス質問集
（構造化面接）

リアル職場体験

組織サーベイ
はたらきがいサーベイ

❺ 企業価値向上

はたらく人
ファーストアワード

健康経営優良法人
認定取得
支援サービス

ミイダス 福利厚生

200講座以上！
ミイダスの
活躍ラーニング

ストレス要因や上下関係適性までわかる！
可能性診断＝コンピテンシー診断（特性診断）＋バイアス診断ゲーム

※「バイアス診断ゲーム」（認知バイアスを測定するテスト）と「ミイダス コンピテンシー診断（特性診断）」を使って人材の採用と配置・育成を可能に
する無料のスマホアプリ診断サービスとして（2023年5月未来トレンド研究機構）

入
社

採用前 採用 社員エンゲージメント向上

ミイダス活用イメージ
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基本的な考え方
　人的資本は価値創造の源泉であり、人材の多様性を担保することは、パーソルグループがイ
ノベーションを創出し持続的な成長を実現するための必要条件であると認識しています。多様
性を活かす企業文化の醸成、環境の整備を通じて、さまざまな能力をもつ社員が知恵を出し合
い、サービスを進化、創造していくことでグループビジョンの実現を目指します。

多様な人材の活躍 1  はたらく機会の創出

4  企業の生産性向上

2  多様なはたらき方の提供 3  学びの機会の提供

持続的成長を
実現するための基盤

6  データガバナンスの強化 7  人権の尊重5  多様な人材の活躍 8  気候変動への対応

事業を通じた
社会課題の解決

個人

法人

パーソルグループのマテリアリティ

社員のエンゲージメント向上
　“はたらくWell-being”やエンゲージメントの向上要因として、私たちは「健康ではたらく」「関係
性」「自律性」「自己効力感」「グループビジョンへの共感」の５つのキードライバーを設定し、人事戦
略・人事施策へ反映しています。
　これらの状態を測定するため、エンゲージメントサーベイを年1回実施しています。2024年は
約46,000人（国内約39,000人、海外約7,000人）を対象に実施し、社員エンゲージメント指標は
72.0％（昨年度比－0.3%）となりました。サーベイの結果を踏まえ、各SBU/FUでは以下のような
アクションを取っています。

詳細はパーソルグループ人的資本レポートP.15以降をご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/wp-content/uploads/2025/01/PERSOL_
HumanCapitalReport2025_jp.pdf

キャリアオーナーシップのさらなる推進
　グループビジョンに「自分の“はたらく”は、自分で決める」とあるように、私たちは社員のキャリ
アオーナーシップを非常に大切にしています。キャリアを自ら築きたいという「意向」をもち、主
体的な「行動」を支援するため、さまざまな施策を展開しています。
　2024年度は、こうした自己応募型のグループ横断キャリアオーナーシップ支援施策に、
1,880名が参加しました。
　2023年度に導入したスカウト型異動制度「キャリアスカウト」は、2期目の実施を終え、2024
年度は676名が本制度を利用し、840件のスカウトが送付され、58名のグループ間異動が実現
しました。また、利用社員への調査により、制度の利用前後でキャリアオーナーシップ度が1.42
倍向上することが明らかになりました。これはスカウトの有無や、異動の実現結果に関わらず、本
制度を利用したどのプロセスにおいても向上を確認しており、施策の有効性を改めて確認しまし
た。利用社員の声からは、制度の各プロセスを通じたさまざまな気付きやキャリア開発行動が確
認されており、キャリアオーナーシップ支援に有効な施策として、継続実施する予定です。
　また、グループ内の異動や研修だけでなく、外部での越境学習を通じてキャリア観の探求を行
う公募型研修「＠（アット）」も並行して社員に提供を続けています。奈良県東吉野村を舞台にした
実践課題解決プログラムでは、産学官民の連合チームを組成し、地方創生をテーマに東吉野村
への企画立案に取り組みました。結果、すべての起案が東吉野村の予算化事業として採用され、
参加社員からは、「キャリア観が大きく変化した」「バックグラウンドが異なる人材との協業の重要
性を学んだ」などの声が聞かれました。

各SBU/FUでのアクション（抜粋）
SBU/FU 打ち手 ねらい

Staffing
• �キャリア施策の認知向上や情報発信を強化し、キャリア

オーナーシップを促進
• �会社のビジョン・戦略への共感度向上、社員の声の積極活用

• �従来の施策が奏功し、キャリアの自己理解・内省が進んだた
め、更に行動を起こせるよう促す

• 社員の戦略に対する共感度を向上させる

BPO • �コミュニケーションプラン（ミッション、戦略テーマ浸透機
会等）の再検討

• �自身の仕事が会社やグループの目的・ビジョンに貢献して
いる実感を持たせ、はたらく誇りを醸成

Technology
• �社内異動にチャレンジできる「公募型異動制度」を新規導入
• �経営層と部長層以上の「対話セッション」を拡充し戦略浸透

を強化

�• �社内キャリアの透明性を高め、新たな機会を提供しキャリア
満足度を高める

• �業務への戦略接続を強化し、はたらきがいの満足度を高める

Career • �全社戦略に関する進捗の定期的な社内発信 • �良い情報のみならず、課題も含めた現状を率直に伝えるこ
とで社員との信頼関係を強化する

Asia Pacific
• �管理職層が経営思想を理解し、社員に説明・モチベートで

きるようになるための研修・教育
• �社内昇進や国を跨いだ異動の仕組み化推進

• �文化・事業などが異なる多様な社員に対して、経営層の考え
を正しく伝達する

• �キャリアパスを提示し、明確な成長機会を提供する

R&D • �公募型社内異動制度の導入
• �新卒社員への実地・対面でのオンボーディング実施

• �チャレンジの場を提供し、キャリア満足につなげる
• �深い業務理解や、社員同士の関係性を強化する

　多様な属性の社員が会社・組織で理解される風土醸成に引き続き取り組みつつ、経営陣と社員
のコミュニケーション・戦略発信の強化、「キャリア意向はあるが、行動できていない層」への支援
強化が必要だと考えています。経営陣・人事・現場のそれぞれがエンゲージメント向上のための具
体的なアクションを策定し、実行していきます。

https://www.persol-group.co.jp/wp-content/uploads/2025/01/PERSOL_HumanCapitalReport2025_jp.pdf
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ステップ 施策

Smyle (スマイル) 研修

@(アット)研修

キャリア相談窓口

PALMS

ジョブトライアル

グループ内複業

グループ外複業

キャリアチャレンジ

キャリアスカウト

概要

キャリアデザイン支援研修プログラム
（管理職版、メンバー版を実施）

組織を超えた人材交流を目的とした自律的な学びを
支援する研修プログラム（2021年度にリニューアル）

キャリアに関して相談希望者が面談を
実施できる施策

グループ社員が利用できるe-leaningシステム

グループ内の別部署の仕事を体験できる制度

グループ内の別部署で複業し
その分の報酬も受け取れる制度

グループ外で複業ができる制度

グループ内各社間の転籍が可能となる
グループ公募型異動制度

経歴や異動意向を社内システムに登録することで、 
グループ内の他部署から直接スカウトを受け異動できる制度

開始年度

2018年度

2017年度

2018年度

2017年度

2020年度

2021年度

2019年度

2017年度

2023年度

累計利用者数
（2025年3月末まで）

1,866名（メンバー版）

572名（2021年度以降）

1,202名

41,200名
（2025年3月１日時点の利用者数）

1,089名（体験者数）

639名（異動者数）

1,242名（登録者数）

意
向
を
持
つ

行
動
す
る

考
え
る・内
省
す
る

情
報
を
収
集
す
る・学
ぶ

選
択
す
る

5,396件（申請件数）

次世代の経営を担うリーダー育成
　グループが持続的に社会に貢献し続け、「はたらいて、笑おう。」を実現するために、未来の経
営を支える仕組みづくりとしてタレントマネジメントに取り組み、主に未来を担う次世代経営人
材の育成施策を強化しています。

■タレントマネジメント

　今後は、特に“主体的にキャリアを築く意向はあるが、行動ができていない層”の支援にフォー
カスした取り組みを強化していきます。これまでグループ内異動や兼務、研修への参加の機会な
どを企画実装してきましたが、より多くの従業員により日常的なキャリア行動を周知促進するこ
とを検討しています。具体的には、グループ社員同士が会社を超えてキャリア対話を行う定期的
な機会や、キャリアの考え方を全社員に発信していく取り組みを開始します。また、独自開発して
いるキャリアオーナーシップ支援システム「CareerMill」に生成AIを活用したキャリアアドバイ
ザー機能、マッチング機能の導入などを目指し、さらなる社員のキャリアオーナーシップ支援を
進めていきます。

グループ横断のタレントマネジメント施策の全体像

役員

本部長

部長

課長

異動配置コンピ
テンシー 人材開発可視化

役員向け
研修エグゼク

ティブ
異動

パーソル
リーダー
シップ
コンピ
テンシー

エグゼク
ティブ

コーチング

エグゼク
ティブ

アセスメント 未来志塾

未来義塾
二段

セルフ
アセス
メント

ダイバー
シティ

マネジメント
研修

管理職
3.0研修

チーム
パフォーマンス
プログラム

未来義塾
初段

SBU/FU間の
異動配置施策

新任管理職
研修

全管理職の最高のリーダー化
　全管理職が「最高のリーダー」として活躍できるよう、2023年度より新たに管理職3.0研修を
行っています。この取り組みでは、年1回のセルフアセスメントとカフェテリア形式で提供される

研修プログラムへの参加という主体的な学習サイクルを回しています。セルフアセスメントは、
グループの上級管理職に共通して求められる要件やリーダー像を明文化したパーソルリーダー
シップコンピテンシー（PLC）をもとに作成されています。管理職3.0研修では、3年で10個の新
規プログラムを開発し、コンピテンシーの伸長に寄与するプログラムの特定を目指しています。
　2023年度に本研修を受講した方は、非受講者よりもセルフアセスメントの各コンピテンシー
数値の上昇率が高く、研修で狙いとしていたコンピテンシーの数値も良化する結果となりまし
た。2024年度は育成力の強化を目的に日常のマネジメントシーンを想定したフィードバックス
キルを高める研修や、「はたらく」にまつわる社会課題に立ち向かうイノベーション研修などを展
開。2025年度は、この2年間で未着手だった領域のコンピテンシー伸長を目指すプログラム開
発に加え、過去2年間で応募倍率の高かった研修の受講可能者の枠を広げることにチャレンジし
ます。
※ パーソルリーダーシップコンピテンシーの一覧はP.66をご参照ください

未来志塾・未来義塾
　中長期的な経営者の輩出を目的として、管理職に対して役職別に「未来志塾」「未来義塾（初段
/二段）」といった選抜型の研修を実施しています。「未来志塾」ではこれまでグループの次世代
経営幹部候補を対象に、リベラルアーツを中心とした幅広いテーマの学習を通じてリーダーとし
ての器を広げることを目指したプログラムを展開してきました。2025年度は内容をリニューア
ルし、PLCのセルフアセスメントで対象層の課題意識が強いIT/DX活用に加え、2030年までの
成長戦略から求められる能力開発テーマを伸ばせるような新たなプログラムにリニューアル予
定です。
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基本的な考え方
　経営の方向性として「テクノロジードリブンの人材サービス企業」への進化を目指すパーソル
グループは、テクノロジー人材の拡充を重要な取り組みと位置づけています。テクノロジー人材
は、専門性を持ちデジタルプロダクト開発やDXを牽引する「コアテクノロジー人材」と、業務で
データやテクノロジーを駆使する「テクノロジー活用人材」の2つに定義しており、相互に連携する
ことでデジタル化とDXを推進しています。コアテクノロジー人材は、ビジネスアーキテクト、IT
エンジニア、データサイエンティスト、IT／DXコンサルタントなど6職種があり、事業特性や
フェーズに応じて最適な配置・育成を行っています。「デジタルプラットフォーム事業の創出・成長」
と「ワークフォース事業のDX化」という2つの重点テーマに取り組み、プロダクト開発や業務変革
の中核として貢献しています。
　パーソルグループでは2025年度末までにグループ全体のテクノロジー人材を2,000人規模
に拡充するという目標を掲げ、経験者採用と育成の両軸で取り組みを進めています。2024年度
末の実績は約1,900人規模まで拡充しました。
　また、グループ全体でのDX推進体制として、グループ各社の垣根を越えて専門人材やノウハ
ウを集約する「Center of Excellence（CoE）」を設置しています。CoEは各SBUと連携し、「戦略
立案」「企画・実行・展開」「成果創出」に至るまで一貫したDXに取り組んでいます。こうした取り組
みは社外からも評価され、2024年度に公益社団法人企業情報化協会より「IT賞（マネジメント領
域）」を受賞、2025年度にはデジタルトランスフォーメーション銘柄（DX銘柄）の「DX注目企業
2025」に選定されました。

■テクノロジー人材の拡充

テクノロジー人材の
内訳・定義※1

コアテクノロジー人材の6 職種※2

コアテクノロジー人材

データやデジタル技術に関する専
門的な知見を活用し、プロダクトや
業務の変革を担う人材

テクノロジー活用人材

最新テクノロジーを理解し、コアテ
クノロジー人材と密に連携してデ
ジタル化を加速させる人材

各種サービスやプロダクト開発において、UX・カスタマーコミュニケーション等の観点から課
題解決の方向性・施策を策定し、その実行に向けたサービス・プロジェクトを企画・推進する

ビジネス
アーキテクト

事業課題の解決や各種サービスおよびプロダクト開発において、ITの観点からソリューション
を提案し、その実行に向けたプロジェクト・タスクを企画・推進する

データ設計・解析等を通じて、事業課題の発見・その改善提案や各種サービスおよびプロダク
ト開発を行う

エンジニアリングスキル（データ・アプリケーション・インフラ等）を活用し、各種サービスおよ
びプロダクト開発を行う

各種サービスやプロダクト開発において、デザイン（UX/UI）の観点から課題解決の方向性・
施策を策定し、設計を行う

デジタルテクノロジーの活用を主体とし、各種サービスやプロダクトの認知・集客等のマーケ
ティング活動を行う

IT/DX
コンサルタント

データ
サイエンティスト

ITエンジニア

デザイナー

デジタル
マーケター

採用
　テクノロジー人材の採用および定着に向けて、さまざまな制度を整えています。たとえば、コア
テクノロジー人材に特化した処遇・評価制度として、報酬はマーケットに連動、評価は相対でなく絶
対評価とする「プロダクト・エンジニア制度（PE制度）」を整備。チャレンジやスキル向上の意欲を正
当に評価し、優秀な人材の流入と定着を促しています。また、リモートワークや副業など柔軟なは
たらき方を可能にすることで、多様なバックグラウンドを持つ人材の獲得に取り組んでいます。
　採用されたコアテクノロジー人材の一部はCoEに配属され、グループ内各SBUの主要プロジェクト
に参画しています。今後は主要サービスにおけるAIの適用を進め、競争力を向上させていく計画です。

育成
　テクノロジー活用人材の育成に向けて、社員のリスキリング・アップスキリングにも力を入れ
ています。2024年10月に、国内グループ社員向け施策「TECH UP CAMPUS」を開始し、「デー
タアナリティクス」や「プログラミング」などテクノロジースキルを身につける5講座を開設しまし
た。業務と接続性の高い課題を通じて応用力を育成するとともに、課題の修了者にバッジを付与
しスキルの可視化を図っています。学習者同士が対話や意見交換を通じて学び合うピアラー
ニングも取り入れ、多数の社員が受講し、修了バッジを取得しました。第二期は、新たなコースと
して「ビジネスプロセス・リエンジニアリング」講座も開講しています。
　また、2023年度より開始した生成AIの業務活用は、2024年度にさらに本格化しました。より
生産性を高める活用方法を学ぶ研修や社内勉強会を37回実施、3,500人以上の社員が参加し、
その成長を後押ししています。社員同士でプロンプト（ChatGPTに対する質問や指示文）を共有
しあう「プロンプトギャラリー」では700件以上のプロンプトが共有されているほか、社員自身が
ノーコードで開発したAIアプリは120件以上
に増えています。その結果、グループ社員の想
定業務削減時間は年間30万時間となるまで
に活用が進んでいます。
　技術の進化が事業構造やはたらき方に大き
な変革をもたらす中、テクノロジー活用人材の
育成は、持続的成長と企業価値向上を支える
中核的な取り組みです。今後もグループ横断
で実効性の高い人材育成を進めていきます。

※1 本内訳・定義には、技術者派遣など顧客向け業務に従事する人材は含まれていません。
※2 パーソルホールディングスおよびパーソルキャリアにおけるPE制度に基づく職種です。 2024年度の生成AIに関する社内研修・イベントをまとめた

「学習MAP」
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　パーソルグループでは、社会全体の「はたらいて、笑おう。」を実現するためには、私たち自
身が「多様な人材が最大限活躍できる環境」を実現することが必要不可欠だと考えていま
す。グループ中期経営計画2026においても、DEIを事業成長のエンジンである人的資本の
基盤として位置づけています。私自身は、これまで経営直轄のジェンダーダイバーシティ委
員会の委員長を務めてきましたが、4月よりCGDOに着任いたしました。これまでの取り組
みをさらに進化させつつ、グル－プ全体、そして社会に影響を広げていきたいと思います。
　私たちは意思決定の多様性を表す重要指標として、女性管理職比率と男性育休取得率の
2つを設定しています。2024年度の実績は女性管理職比率27.6％、男性育休取得率84.3％

（1日以上）でした。
　女性管理職比率は、2024年度は実績のモニタリングだけでなく、登用プロセスの男女比を
半年先までの予測値まで明らかにする仕組みを構築することで、内部登用における課題を特定
し、対策を進めてきました。その結果として管理職層との座談会を実施したり、昇進プロセスに
人事が介入したり、事業ごとにバイネームでの育成計画を立てたり、事業ごとの課題にアプ
ローチして、登用におけるアンコンシャスバイアスを取り除き、比率の向上に注力してきました。
　男性育休取得率は、子の出生の数カ月前から従業員と接点を持ち、休み方の意向を確認
しながら人事が相談に乗れる体制を構築してきました。また、コミックラーニングなどを利用
した全社的な周知も行い、昨年は育児や育休に関する有志コミュニティが立ち上がるなど、
社内風土の変化も起き始めています。
　これまでは、主にアンコンシャスバイアスにアプローチを進めてきましたが、女性管理職比
率も男性育休取得率もフェーズが変わろうとしています。これからは制度・環境整備にもう一
段踏み込み、我々の組織の常識が変わらない限り、非連続な目標の実現は難しいと考えてい
ます。人事制度や管理職のはたらき方にもアプローチしていくことで、女性をはじめ、多様な
人々が意思決定層にインクルージョンできる環境の変革を目指します。

執行役員 CGDO（Chief Gender Diversity Officer）　
喜多 恭子　

制度・環境整備を深化させ、
DEIを次のフェーズへ

多様な人材の活躍

障害者雇用の促進
　パーソルグループの2024年度の障害者雇用数は、3,431人※１でした。多くの障害者を雇用
するパーソルダイバースでは、徹底的な業務標準化や障害者の健康管理の可視化に取り組み、
就業1年後の定着率は94％と、障害種別の平均値（約50～70％）※2を大きく上回っています。
また、同社の「dodaチャレンジ」が2024年度に1,280人の就業支援を達成するなど、障害者人
材紹介事業で国内No.1の実績を継続しています。さらに2025年7月には、The Valuable 
500※3に加盟しました（https://www.thevaluable500.com/companies/persol-group）。
※1 パーソルグループ内で対象とする算定会社24社における日本国内の総数　※2 出所：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
支援機構―障害者職業総合センター調査研究報告書「障害者の就業状況等に関する調査研究」　※3 The Valuable 500： 障
害インクルージョンを経営戦略に組み込むことを宣言した企業の国際的イニシアティブ　※4 障害者雇用の促進に関する取り組
みの詳細は、Touch!PERSOLの記事をご参照ください　https://touch.persol-group.co.jp/20250717_20572/

性的マイノリティへの取り組み
　パーソルグループでは、LGBTQ＋当事者である社員の支援にも取り組んでいます。社内の
LGBTQ+アライコミュニティの発足から始まり、サービス利用時の性別登録の任意化（パーソ
ルダイバース、パーソルキャリア）、「多様な性のあり方を学ぶ」研修資料の無償公開、Tokyo 
Pride（旧・東京レインボープライド）への協賛などを実施してきました。さらに2025年４月に
は、グループ横断でLGBTQ+の社員を対象とした社内制度を拡充しました。パーソルグル－プ
における同性パートナーシップ申請を制度化し、この承認をもって法的婚姻と同等の福利厚生
制度が利用できる企業を拡大しています。また、戸籍名と異なる通称名の利用、LGBTQ+専門
の相談窓口の設置も行いました。
※ 詳細はニュースリリースをご参照ください　https://www.persol-group.co.jp/news/20250331_01/

CGDOメッセージ

ジェンダーダイバーシティへの取り組み■DEIの推進

※1 �Asia Pacific SBUおよび当社グループ
各社に雇用されている派遣スタッフの正
社員、国内グループ会社共通の人事管理
システムの導入が完了していない一部会
社を除く数値。2024年度実績は2025年
4月1日時点、2025年度目標は2026年4
月1日時点の数値を使用。

※2 �国内グループ全社における総合職の女性
従業員比率を踏まえ目標を設定。

※3 �2022年度より当該年度中に出産（男性の
場合は配偶者が出産）もしくは養子縁組
開始した従業員のうち、当該年度中に育
児休業および育児目的休暇制度を利用し
た者の割合を算出（2021年度までは育
児休業のみ、かつ翌事業年度以降に利用
開始した者も含めた割合を算出）。
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DEIにおける重要指数 目標・実績推移（国内グループ）
女性管理職比率※1 男性育休取得率（1日以上）※3

組織が「誰もが活躍できる環境」に変わる

女性管理職比率
2030年度 37% 男性育休取得比率

2025年度以降 100%

DEIにおいて目指す姿

意思決定の多様性をあらわす指標
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派遣スタッフのWell-being向上への取り組み

■取り組みを牽引する体制
スタッフWell-being委員会
　“派遣スタッフ一人ひとりがはたらき方を選び、自分らしく生きること”の実現を目指して、
2022年度に設置された「スタッフウェルビーイング委員会」は、活動3年目を迎えました。CHRO
が委員長を務め、関係する事業の責任者（SBU長3名）が毎回の議論に参加して、人的資本への
投資方針や重要施策を審議しています。Staffing SBUが行ってきた「ファン指標（派遣スタッフ
向けエンゲージメント指標）」測定がTechnology SBUやBPO SBUの中核会社にも導入される
など、取り組みの広がりが生まれています。

派遣スタッフのWell-being向上への取り組み
パーソルグループでは、10万人を超える派遣スタッフを当社の大切な「人的資本」と捉え、
派遣スタッフの“はたらくWell-being”向上のメカニズムを検証しながら、より効果的な投資や取り組みの進化に挑戦しています。

■派遣スタッフの概況

※1 パーソルテンプスタッフ、パーソルエクセルHRパートナーズ、パーソルクロステクノロジー、パーソルビジネスプロセスデザインが集計対象。年度
ごとの各月就業者数（短期・単発を除く）の平均値　※2 派遣契約を終了した派遣スタッフのうち、再就業した人数の割合　パーソルテンプスタッフ、
パーソルエクセルHRパートナーズ:終了日から31日以内に派遣もしくは紹介成約 or 業務委託で3カ月以上の就業が決定　パーソルクロステクノロ
ジー:年度内に再就業が決定（今年度より算定対象を変更、就業開始が翌年度となるスタッフを含む）　パーソルビジネスプロセスデザイン：継続的に受
託業務に携わるアウトソーシングスタッフの就業特性上、本指標は使用していない　※3 派遣契約の時間当たり請求単価の平均額。パーソルビジネス
プロセスデザインにおいては、案件単位で請求しているため、本指標を使用していない　※4 長期派遣契約中の派遣スタッフがパーソルグループの
同一派遣元会社にて継続就業している期間の平均値　パーソルテンプスタッフ、パーソルエクセルHRパートナーズ、パーソルビジネスプロセスデザ
イン：各月の月末時点における派遣スタッフが算定対象　パーソルクロステクノロジー：3月度における派遣スタッフが算定対象

数字で見るパーソルグループの派遣スタッフ

取り組みに関連するデータ

パーソルグループの就業者数※1トレンド
就業者数の推移

年齢構成

25.6%

15.4%

31.0%

23.3%

4.7%
0.1%

30歳～
40歳未満

20歳～
30歳未満

20歳未満

40歳～
50歳未満

50歳～
60歳未満

60歳以上

パーソル
テンプスタッフ

パーソル 
エクセルHR
パートナーズ

パーソルクロス
テクノロジー

パーソル
ビジネスプロセス

デザイン

再就業率※2 39.5% 28.7% 42.3% ―
請求単価※3 2,380円 2,633円 3,930円 ―
勤務継続期間※4 34.6月 39.4月 34.3月 40.9月

就業者数※1 約134,800人

委員メッセージ：活動3年目を迎えて

　派遣スタッフのWell-beingについて、私たちの共通した想いとは、「スタッフ一人ひと
りが自分らしいはたらき方を選び、より良くはたらけるよう、それぞれの方向性を応援した
い」ということです。「ここではたらいてよかった」と感じてもらえるようにすることは、私た
ち雇用元の責任だと思います。
　委員会では、周囲への気配りなど高評価のスタッフに特徴的な能力の測定・開発といっ
た、言語化が難しいテーマにも取り組んでいます。委員会メンバーの熱量は高く、Well-
being向上でサービスの質を向上させ、社会に貢献したいという本気度を感じます。
Staffing SBUの取り組みが他のSBUに波及するなど、ポジティブな変化も生まれています。
　今後の課題は、派遣事業に関わる全員が、委員と同じくらいの熱量と当事者意識を持ち、

「当社のファンになってくれる派遣スタッフを増やすことが、当社の持続的な発展につなが
る」との認識を共有することです。社内で繰り返し伝えていき、現場の理解と実行力を高め
ていきたい、と考えています。

執行役員 Staffing SBU長
スタッフWell-being委員会委員 　木村 和成
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■ IT技術職
■ 営業・販売職
■ 専門事務職
■ 一般事務職
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詳細は下記をご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/social/staff/#data
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派遣スタッフのWell-being向上への取り組み

■「インパクトパス」についてデータで検証できたこと
　Staffing SBUについては、従前よりファン指標※を測定していたことから、2023年度と2024年度に連続して、同様のデータと手法を用いてデータ検証を行いました。2024年度よりファン指標を中
核会社で測定しているTechnology／BPO SBUについても同様の手法でデータ検証を行い、その結果、以下の点が確認されました。

■ファン指標の状況と今後の取り組み

人的資本取り組みが価値創造につながる道筋「インパクトパス」をもとに、
派遣スタッフのスキル習得やキャリア構築支援、エンゲージメント向上の意義をデータで検証しており、
“はたらくWell-being”向上や財務価値に特に有効と思われる領域を継続・強化していきます。

財務価値・非財務価値につながるパスと検証結果

ファン指標の状況

2023年度よりも高い関連が確認されたこと
•• �ファン指標が高まると、“はたらくWell-being”が高まる傾向
•• �派遣というはたらき方へのファン度が高まると、翌年の継続就業の可

能性が高まる傾向

3つのSBUすべてにおいて確認されたこと
•• �ファン指標が高まると、 “はたらくWell-being”が高まる傾向
•• �スキルの習得やキャリア構築の支援が充実すると、請求単価が高い/

勤務継続期間が長い傾向

Staffing 
SBU

　ファン指標は昨年度比でやや改善しましたが、さらなる良化を目指し、スタッフが仕事探しをする際の、より安心できる仕事紹介
の実現に取り組んでまいります。スタッフから派遣会社への最大の期待である仕事探しにおける不満・不安を解消し、快適に仕事
紹介を受けている状態を創るべく、営業など各部門で注力ポイントを明確にし、取り組みを強化します。また独自研修や自己学習
環境の提供によるスキルアップ支援、キャリアアドバイザーによるキャリア開発支援も継続します。

Technology 
SBU

　初めてファン指標を測定するとともに、スタッフから派遣会社への期待も調査しました。期待の高い継続就業のための支援や、
スキル習得支援へのニーズに即して取り組みを強化します。例えば、担当キャリアアドバイザー制を導入して継続就業支援を強化
する、スタッフ向けに研修企画から実施まで担う組織を組成する、などです。好評の学び支援金支給制度（学ぶんダス）も継続しま
す。スタッフの定着と長期就業に向けて積極的に投資します。

� BPO SBU
　2024年10月、3社統合での新会社で、初めてファン指標を測定しました。統合直後で会社への愛着が薄い状態を出発点と捉
え、今後改善を目指します。スタッフの成長意欲の高さが調査で明らかになっており、全スタッフに対して学習コンテンツを提供す
るプラットフォームを導入、IT研修を通じてスキルアップをサポート、キャリアアップのひとつとして、プロジェクトリーダーへの登
用を進めます。これら取り組みを進めることでスタッフの長期就業を促します。

※ ファン指標：パーソルに対する愛着・信頼の度合いを示すエンゲージメント指標
・ �当社で毎年実施しているスタッフアンケートのデータをもとに分析。翌年の継続就業は

翌年に当社のスタッフとしての就業有無をもとに検証
・ �構造方程式モデリングを用いて分析。“はたらくWell-being”は3つの指標の潜在変数

を仮定し、それ以外は観測変数として分析を実施

2024年度に関連が確認されたパス（Staffing/Technology/BPO SBU共通）
2023年度よりも高い関連が確認されたパス（Staffing SBU）

財務価値
（短期）

財務価値
（中長期）

TSR

財務価値の創出を支える

価値創造の実現価値創造のキー人的資本取り組み 人的資本価値の最大化

パーソルに対する愛着・信頼の度合い

就業力の向上 クライアントへの価値提供
再就業率
請求単価

勤務継続期間

心理的安全性の向上 非財務価値
派遣労働市場のシェア
派遣先クライアント数

“はたらくWell-being”

可能性を広げるスキルの習得
希望するキャリアの構築

はたらき方の多様化
就業に対する満足度の向上

就業リスクの低減

はたらく機会の創出
多様な就業ニーズに応える

多種多様な雇用の創出

"ファンづくり"
スタッフが安心して

安定的にはたらくためのサポート

就業先との"フィッティング"

ファン指標

売上高

調整後EBITDA

2022 2023 （年度）2024

（%）

30

40

50

60

●パーソルテンプスタッフ（Staffing SBU）
●パーソルクロステクノロジー（Technology SBU）
●パーソルビジネスプロセスデザイン（BPO SBU）

57.9 52.0
55.0

42.5

38.4
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派遣スタッフのWell-being向上への取り組み

　私たち営業担当は、派遣スタッフの皆さんにパーソルのファンになっていただく「ファンづくり」
の活動を最も体現する存在でなくてはならないと考えています。就業環境の変化は苦労が伴いま
すから、派遣スタッフさんが満足して1日でも長くはたらける環境を作るのが、私たち営業の介在
価値だと思います。　 
　私はクライアント企業を20社ほど、派遣スタッフさんを110人ほど担当しており、双方との密な
コミュニケーションを心がけています。時給や家事育児との両立、仕事の引
き継ぎの仕方など、派遣スタッフさんからはさまざまな相談を受けます。日
頃からクライアント企業と良い関係を築くことで、派遣スタッフさんの立場に
立った相談も初めて可能になるのです。派遣スタッフさんが満足してはたら
き、成果を出せば、クライアント企業の満足につながります。 
　こうした考え方は、周囲の先輩たちから教わり、知らず知らず自分のものに
なりました。営業スタイルは多様でも、派遣スタッフさん一人ひとりに寄り添
うことを重視する価値観は、組織に一貫して流れています。 
　私は新卒で入社し5年目となりますが、嬉しい経験や失敗を重ねて、今の営
業スタイルになりました。中でも忘れられないのが、入社1年目の冬に経験し
た失敗です。ある派遣スタッフさんから、就業先でなじめないとの相談を受けました。話を聞いてい
るつもりでしたが、メーラーを開いていて気が散っていたのだと思います。後日、神野さんは私の話
を聞いていなかった、相談して後悔した、というメールをいただいてしまいました。自分はなんと不
甲斐ないのだろうと悲しくなりました。自分にとっては複数人担当させていただいている派遣ス
タッフさんの1人ですが、相手から見たら担当営業は自分１人しかいないのだ、と気づきました。 
　営業数字だけでなく、こうした個々人の価値観や体験を共有することで、営業組織のモチベー
ションは高まるはずです。これからも営業担当として介在価値を発揮しながら、ファンづくりに取
り組んでいきます。 

はたらく人の人生に寄り添って パーソルのファンをつくる 営業担当としての介在価値を発揮し 「ファンづくり」を加速させたい

パーソルテンプスタッフ株式会社 首都圏営業本部 東京東営業部 　
神野 佑斗

パーソルテンプスタッフ株式会社  キャリアアドバイザー 		
立石 麗香

　現在、キャリアアドバイザー（CA）として、派遣スタッフの皆さんのキャリア上のお悩み相談に
乗り、長期的な就業をご支援しています。CAは、目先の希望に沿う仕事を紹介するというより、そ
の方の10年後、20年後のありたい姿は何か、その姿にどうしたら近づけるのか、ということを話
し合い、必要に応じて情報提供を行います。つまりその方の人生にまで踏み込んで話をすること
もあります。 

　1日に3～5名くらいの方とお話しますが、30分や1時間といった時間の中
で、相手の方に心を開いていただけるかが重要です。メンタリングなどの専
門的な手法を勉強したり、日々触れるニュースの中にお悩み解決のヒントを
探したりしています。といっても、人の心を開く「魔法」は存在しません。CA
は、派遣スタッフの皆さんにとって、きっと営業担当より本音をぶつけやすい
相手です。セカンドオピニオンを提供する存在として、まずは自分が心を開
いて対応し、相手が話しやすい状態をつくるように努めています。 
　CAチームでは、派遣スタッフの方の継続的な就業を測る継続率と、契約
が終了した方の当社経由での再就業率を指標として業務に取り組んでいま
す。CAが発足してから3年になりますが、派遣スタッフさんから、「また利用

させてください」という声をいただくことも増えてきました。最初は不安もありましたが、今では
派遣スタッフさんに満足いただくことで、色々なことが円滑になり会社に貢献できるのだ、という
実感が出てきました。 
　私にとってCAの仕事は、仕事人生の集大成であり、天職だと感じています。はたらく上でのお
悩みは、人生のあらゆることにつながっています。派遣スタッフの皆さんが私にはたらく楽しさ、
喜びを教えてくれたことに感謝し、少しでも恩返しをしたい気持ちです。これからもチームで連携
しながら、キャリアの相談ができる専門職として成長し、「テンプスタッフの派遣スタッフとしては
たらきたい」というファンを増やしていきたいと思います。 

■「ファンづくり」に向けた社員の声
　パーソルグループにおいて、10万人を超える派遣スタッフを擁する中核会社のパーソルテンプスタッフでは、「パーソル
ではたらいて良かった」とスタッフに感じていただき、同社に信頼と愛着を感じていただけるような取り組みを、2020年より

「ファンづくり」と総称して全社的に推進しています。現場では実際にどのような想いで、どのような活動が行われているの
か、社員の声を通じて紹介します。

社員インタビューの詳細はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/
social/humancapital/staff/interview/

https://www.persol-group.co.jp/sustainability/social/humancapital/staff/interview/
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データガバナンスの強化

パーソナルデータの利活用に関する基本的な考え方
　パーソルグループは、お客さま、取引先、従業員、株主などステークホルダーの皆さまの利益の
ため、また、より良い“はたらく機会”を創出するなど社会の健全な発展のために、皆さまからお預
かりするパーソナルデータを適正かつ効果的に利活用し、新たな価値創造に取り組んでいます。
他方で、昨今のIT技術の急速な発達のもと、パーソナルデータの利活用は、高度化・複雑化してい
ます。それに伴い、個人のプライバシーに関する問題（差別などの人権侵害も含む）が個人や社会
に顕在化するリスク（以下「プライバシーリスク」）は、これまでにないほど高まっています。
　パーソルグループは、プライバシーリスクに対応するため、グループにおけるプライバシーの
基本的な考え方として「パーソナルデータ指針」を公表しています。また、プライバシーガバナン
ス体制やプライバシーレビュープロセスを構築し、パーソナルデータの取得や利活用に際し、ス
テークホルダーの皆さまに安心していただけるよう、各種の取り組みを行っています。

プライバシーガバナンス体制
　パーソルグループは、パーソナルデータの利活用に伴うプライバシーリスクをグループ横断で
適切に管理するため、「グループプライバシーガバナンス審議会」を設置しています。
　審議会は原則として四半期に1回開催され、グループのプライバシー保護最高責任者である
CLO/CRO（Chief Legal Officer/Chief Risk Officer）に加え、グループのパーソナルデータ利活
用戦略を担うCIO/CDO（Chief Information Officer/Chief Digital Officer）、各SBUおよびFU
のプライバシー保護責任者が参加し、パーソルグループにおけるプライバシー保護に関する方針・
ルールの策定や重要なプライバシーリスクへの対応方針の決定を行うなど、グループとしてプライ
バシーガバナンスの強化に努めています。

プライバシーレビュープロセスの構築・運用
　パーソルグループは、パーソナルデータの利活用を伴う新サービスや新施策の展開時、プライ
バシーへの影響を事前に審査する仕組み（プライバシーレビュープロセス）を構築しています。
　このプロセスでは、法務や情報セキュリティなどの専門部署が、パーソナルデータの利活用に
伴うステークホルダーの皆さまへの負の影響の有無、当該パーソナルデータ利活用の予測可能
性が担保されているかなどを多角的に分析し、社会から寄せられる期待や信頼に応えるべく、当
該サービスや施策の実施可否やプライバシー保護措置を検討しています。

AIガバナンス
　「テクノロジードリブンの人材サービス企業」に向け、積極的なAI利活用を支えるAIガバナン
ス体制の整備は重要なものと認識しています。また、当グループにおけるAI利活用は、お客様の
パーソナルデータを取り扱いに関係することが多く、プライバシーガバナンスにも密接にかかわ
るものと考えています。
　2024年度は、当グループとしてAIをどのように利活用していくべきかの議論を重ね、その考
え方をまとめた「パーソルグループAI基本方針」を制定し、これを2025年7月1日に公表したほ
か、AIガバナンス体制の整備や、生成AIの利活用の広がりに合わせた各種ガイドラインの更新、
従業員のリテラシー向上に向けた取り組みを進めました。

2024年度の取り組み
　•• パーソルグループAI基本方針の制定（2025年7月1日公表）
　•• プロファイリングや生成AIに関するガイドラインの更新と周知
　•• パーソナルデータの保存期間に関する方針の見直し
　•• 審査部門のプライバシーに関する考え方の可視化
　•• グループ全従業員向けのプライバシーに関する研修

データガバナンスの強化

グループ（パーソルホールディングス） 
グループプライバシーガバナンス審議会

CLO/CRO CIO/CDO

SBU/FU
プライバシー保護責任者

アドバイザー
（外部弁護士）

中核会社

プライバシーレビュー：
専門部署

法務 情報セキュリティ

SBU/FU
グループ各社

各社のパーソナルデータ
取り扱い事業・部署

参加

SBU/FU長

SBU/FUプライバシー
保護責任者

各社 社長

個人情報保護管理者
任命 報告 任命 報告

仕組み構築・支援

審査※

1  はたらく機会の創出

4  企業の生産性向上

2  多様なはたらき方の提供 3  学びの機会の提供

持続的成長を
実現するための基盤

6  データガバナンスの強化 7  人権の尊重5  多様な人材の活躍 8  気候変動への対応

事業を通じた
社会課題の解決

個人

法人

パーソルグループのマテリアリティ

※ 審査の状況は、SBU/FUプライバシー保護責任者を通じてグループプライバシーガバナンス審議会に共有

KPI 2024年度実績 2025年度目標 2030年度目標

全従業員に占める
研修を受けた人の割合※1,2 99.4% 100% 100%

※1 対象範囲は国内のみ。
※2 2024年度より「不適切なデータの取り扱いの件数、および対象の人数」については非開示としています。
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人権の尊重

基本的な考え方
　パーソルのグループビジョン「はたらいて、笑おう。」を実現するため、「人権の尊重」は決して
揺るがない重要な価値観と認識しています。私たちは、すべての方々が、差別なく、さまざまな
選択肢の中から自らの意思で自分の「はたらく」を決め、快適な環境で「はたらく」ことで、より豊
かで笑顔溢れる人生を実現できるような世界を目指し、人権尊重の取り組みを推進します。

人権に関するコミットメント
　2022年12月に、取締役会の承認のもと「パーソルグループ人権方針」を制定し、社内外に公
表しました。また、従前より、「パーソルグループ行動規範」を制定し、グループの全役職員に対
し個人の権利を尊重することを求めています。そして2024年11月には、お取引をするすべて
のサプライヤーに遵守いただきたい項目をまとめた「サプライヤー行動規範」、および新規サ
プライヤーとのお取引にあたって理解いただきたい「購買基本方針」を制定・公表しました。私
たちは、パーソルグループの事業活動に関わるすべての方々の人権が尊重されるよう、社内の
推進体制の整備・運用に取り組むとともに、ビジネスパートナーの皆さまにもパーソルグルー
プの方針をご理解いただき、一緒に取り組めるようはたらきかけを行っていきます。

パーソルグループが優先的に取り組むべき人権課題
　2022年度に、国際規範に沿って人権に関するリスクの洗い出しを行い、人権方針に掲げる
パーソルグループの人権課題のうち、右上図の「洗い出し結果」記載の7つのリスクを優先的に
取り組むべき人権リスクとして選定しました。
　私たちは、パーソルグループの事業特性を踏まえ、グループ内の従業員はもとより、私たち
のサービスをご利用くださる個人のお客さまを最大のステークホルダーと捉え、まずはこれら
の人々に対する人権リスクに優先的に取り組んでいます。また、今後、優先的に取り組むべき人
権リスクについては定期的に見直しを行っていきます。

リスク分類
洗い出し結果を
踏まえた対応洗い出し方法

認識されているリスク
過去の事業活動推進の中で

認識された人権リスク

SBU・個社へヒアリングおよ
びチェックシートによる人権
リスクの洗い出しを実施

潜在的なリスク
事業特性や国・地域の

状況等から、事業活動に
潜む人権リスク

国・地域の人権状況および　
事業特有の人権課題につい
て、国連機関、NGO、NPO
の調査報告書等の定性的
情報を分析し潜在的な人権
リスクを特定

人権リスクの洗い出し

洗い出し結果

・ �ハラスメント 
（各種ハラスメント／
差別）

・ �プライバシー侵害
・ �不適切な　　　　　

労働安全環境

・ �強制労働　　　　
（移住労働者：特に　
日本の技能実習生）

・ �障害者の権利侵害
・ �ジェンダー不平等
・ �LGBTQ+の権利侵害

2023年度より
人権DDの実施

① ハラスメント
② 不適切な労働安全環境
③ 強制労働（国内）
④ 障害者の権利侵害

2024年度より予防軽減策検討
2025年度より人権DDの導入

③’ 強制労働（海外）
⑤  LGBTQ+の権利侵害

別マテリアリティにおいて対応

⑥ プライバシー侵害
⑦ ジェンダー不平等

人権デュー・ディリジェンス
　パーソルグループでは、2023年度より、上図の

「洗い出し結果を踏まえた対応」のとおり洗い出し
た人権リスクについて対応を開始し、継続的に実施
しています。
　具体的には、洗い出した人権リスクのうち潜在
的なリスクに対してはこれを予防・軽減するため
の取り組みを、認識されているリスクについては
是正・救済対応策を検討・実行し、これらの対応結
果について実効性評価を行っています。パーソル
グループにおける人権デュー・ディリジェンスは

「国連ビジネスと人権に関する指導原則」「責任あ
る企業行動のためのOECDデュー・ディリジェン
ス・ガイダンス」などのプロセスに沿ったフレーム
ワークであり、その対象についても順次拡大して
います。

1  はたらく機会の創出

4  企業の生産性向上

2  多様なはたらき方の提供 3  学びの機会の提供

持続的成長を
実現するための基盤

6  データガバナンスの強化 7  人権の尊重5  多様な人材の活躍 8  気候変動への対応

事業を通じた
社会課題の解決

個人

法人

人権の尊重
パーソルグループのマテリアリティ

人権DDの継続的な仕組み改善

①人権リスクの特定

人権デュー・ディリジェンスの全体像
⑤
苦
情
処
理

④
説
明・情
報
開
示
／
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト

③取り組みの実行性評価

情報収集

②人権リスクへの対応

予防・軽減
方法の検討

是正・救済
方法の検討

潜在的なリスク 認識されているリスク

人権リスクへの対応結果追跡

リスク特定・評価

予防・軽減
対応の実施

是正・救済
対応の実施

パーソルグループ人権方針はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/social/humanrights/
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人権の尊重

救済と是正
　パーソルグループでは、従業員、派遣スタッフおよび求職者などを含むステークホルダーが
人権に関する相談・通報ができるよう各種窓口を整備しています。相談があった件については
必要に応じて事実確認を行い、問題解決および再発防止に向けた検討を行っています。

ステークホルダーダイアログ
　2024年度には、新たなパーソルグループの人権尊重の取り組みとして、パーソルテンプス
タッフの派遣スタッフとのステークホルダーダイアログを実施しました。この対話の目的は、人
権に関する懸念や課題について直接伺い、人権リスクを把握・予防・軽減することにあります。実
際のダイアログでは、派遣スタッフが直面している課題や感じていることについて率直な意見
を伺うことができ、今後の人権尊重に関する取り組みを進める上で大変有意義な機会となりま
した。
　人権尊重の取り組みにあたっては、派遣スタッフをはじめとするさまざまなステークホルダー
との対話を重ねることが重要です。今後も、多様なステークホルダーとの対話を継続し、人権尊
重の実効性を高めていきます。

2025年度の取り組み
　2025年度は、4つの人権リスク（①ハラスメント②不適切な労働安全環境③強制労働（国内）
④障害者の権利侵害）に関する既存領域の対応について、さらに高度化、充実化を図るととも
に、2025年度から運用を開始した2つのリスク（③’ 強制労働（海外）⑤LGBTQ＋の権利侵害）
に関する対応の安定運用および運用改善を図っていきます。
　さらに、優先的に取り組むべき人権リスクについて、従前対象に含まれていなかった領域に対し
ても、人権デュー・ディリジェンスの取り組みを順次拡大していく方向で検討を進める予定です。

人権尊重に関する教育・啓発
　パーソルグループでは、2023年度から人権に関する役員向けの研修およびグループ全従
業員向けの研修を継続的に実施しています。当該研修により、役員およびすべての従業員の人
権問題に対する理解と意識を向上させることで、人権に関するリスクの予防・軽減につながると
考えており、これらの研修は今後も定期的に取り組んでいく予定です。

2024年度までの個別の人権リスクへの取り組み
　2023年度は、4つの人権リスク（①ハラスメント、②不適切な労働安全環境、③強制労働（国
内）、④障害者の権利侵害）について、選定した事業領域において、既存の仕組みを活用しつつ、主
に従業員と派遣スタッフに関する実態把握を開始し、その中で発見された課題に対する追加の取
り組みの検討を進めました。
　従業員についてはハラスメントに関する相談状況や従業員への各種調査・アンケートを、派遣
スタッフについては複数のルートからのハラスメントに関する相談状況の情報等をそれぞれ利用
して、実態把握を開始し、改善・高度化に向けた検討を行いました。
　2024年度は、すでに運用開始済みの4つのリスクに対する対応の改善・高度化を実行しまし
た。従業員や派遣スタッフのハラスメントリスクについては、人権リスクに関する情報収集機能の
強化や国内の全従業員向けおよび管理職向けのハラスメント研修の強化などを進め、特に派遣
スタッフについては、ステークホルダーダイアログを実施しました。また、それ以外の運用開始済
みの人権リスクや領域についても、情報収集の仕組みを通じて把握した情報を元にリスク予防・
低減のための対応を検討し、実施しました。
　さらに、2024年度は、取り組むべき人権リスクとして選定された残りの2つのリスク（③’強制労働

（海外）、⑤LGBTQ＋の権利侵害）について、選定された領域において対応の基盤を新たに整備しま
した。具体的には、強制労働リスクについて、国内外を含むグループ共通の対応基準を策定し、その
基準に従い海外事業における強制労働リスクに係る対応体制を整備しました。また、LGBTQ＋の権
利侵害リスクについては、LGBTQ＋の方々に向けた福利厚生等の人事制度の整備を中心に取り組
みを行い、2025年度からの人事制度導入を含め、リスク予防・軽減のための対応を開始しています。

人権の尊重に関する取り組みの詳細はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/social/humanrights/

KPI 2024年度実績 2025年度目標 2030年度目標

全従業員に占める
研修を受けた人の割合※ 99.4% 100% 100%

※ 対象範囲は国内のみ。

　あわせて、国内においてはDEI研修を継続的に実施し、また、地域や事業特性に応じて強制労
働リスクに関する研修を順次展開するなど、人権の尊重に関する理解促進に向けた取り組みを
進めています。　
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気候変動への対応

基本的な考え方
　パーソルグループは、すべての人たちが「はたらいて、笑おう。」を実感できる持続可能な社
会の実現に貢献していきたいと考えています。そのために、気候変動への対応を経営課題のひ
とつであると捉え、環境への負荷を減らすためにさまざまな活動に取り組むとともに、SDGsや
パリ協定（2℃目標含む）などの国際的な目標の達成への貢献を目指します。

TCFD提言に沿った情報開示
ガバナンス/リスク管理
　気候変動対応を含むサステナビリティ推進体制を強化するため、Headquarters Management 
Committee（HMC）傘下にサステナビリティ委員会を設置しています。サステナビリティ委員
会で議論された内容はHMCで審議され、その審議内容およびプロセスを取締役会が監督して
います。特定した気候変動関連リスクはリスクマネジメント委員会にて対応策を検討し、サステ
ナビリティ委員会で審議することで、気候変動関連リスクが事業に与える影響の把握および対
応を行っています。

戦略
　気候変動が当事業に及ぼす影響、および気候変動のリスクと機会を具体化して把握するため
に、IEA（国際エネルギー機関）やIPCC（気候変動に関する政府間パネル）などの外部機関が公
表している4℃シナリオ（気候変動により自然災害の甚大さ・頻度が増加する世界）と1.5～2℃
シナリオ（急速に脱炭素社会が実現する世界）をベンチマークとして参照し、分析しています。

指標と目標
　2024年度は、省エネ活動や電力再エネ化などにより、国内のScope1＋2は基準年比で減少と
なった一方、海外のProgrammed社ではM&Aによる事業拡大に伴う車両保有台数の増加により
排出量が増加となりました。海外事業については、今後EVやHVへの切替および再生可能燃料導
入を検討し削減に取り組み、パーソルグループとして2030年カーボンニュートラルを目指します。
※ 目標および2024年度実績はP.25参照　※ 排出量実績はP.81参照

気候変動への対応 1  はたらく機会の創出

4  企業の生産性向上

2  多様なはたらき方の提供 3  学びの機会の提供

持続的成長を
実現するための基盤

6  データガバナンスの強化 7  人権の尊重5  多様な人材の活躍 8  気候変動への対応

事業を通じた
社会課題の解決

個人

法人

パーソルグループのマテリアリティ

気候変動対応を含むサステナビリティ推進体制はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/management/

シナリオ  リスク・機会  時間軸※ 財務的影響 対応戦略

4
℃
シ
ナ
リ
オ

自然災害の
甚大さ・
頻度の増加

物理リスク
•• �自然災害の激甚化による

物理的被害の増加
⾧期

•• �自社 BCP 対応コストの 
増加

•• �災害に伴う直接的・間接
的な売上減少および損失
発生

•• 緊急対策本部機能の強化
•• 被災状況把握の自動化
•• �BCP の策定と継続的な見直し・

改善の実施
•• �定期的に訓練を実施し有効性を

検証

平均気温の
上昇

物理リスク
•• �気温上昇に伴うオフィス

や車両の空調設備の冷却
効率の低下

⾧期 •• 電力コスト等の増加 •• 省エネ活動の強化

物理リスク
•• �大幅な気温上昇に伴う感

染症リスクの高まりや炎
天下等の労働環境悪化

⾧期

••�生産性低下よる売上減少   
 やコスト増加

••����保険料や人管理コストの  
 上昇

•• �労働環境を踏まえた人材管理能
力の強化

1.5~

2
℃
シ
ナ
リ
オ

脱炭素社会
実現に向けた
法規制・
社会要請の
強化

移行リスク
•• �脱炭素資源・再生可能エ

ネルギーの利用に対する
社会的要請の高まり

•• �炭素税・ETS 等のカーボン
プライシング制度の導入

短期～
中期

•• �電力等の調達コストの 
増加

•• �省エネ活動の強化
•• �再生可能エネルギーおよび低炭

素製品への切替
•• �温室効果ガス削減に向けたその他

取り組みの強化

機会
•• �環境関連領域における人

材派遣・紹介やサービス
の提供

短期～
中期

•• �環境領域における人材派
遣・紹介サービス事業の
拡大による売上増加

•• �機会に関する取り組みは Web
を参照

https://www.persol-group.co.
jp/sustainability/environment/
climatechange/

機会
•• �環境関連領域のスタート

アップ等への投資、ノウ
ハウ提供、採用支援

短期～
中期

•• �投資利益の増加
•• �サービス提供による売上

増加

企業および
求職者に
おける
環境意識の
高まり

移行リスク
•• �気候変動関連の取り組み

の遅れや法規制違反によ
るレピュテーション棄損

短期～
中期

•• �レピュテーション毀損に
伴う顧客流出・機会ロス
等による売上の減少

•• �カーボンニュートラル目標の設定
•• �TCFD に基づく積極的な情報

開示の推進
•• �温室効果ガス削減に向けた取り

組みの強化

シナリオ分析結果

※ 短期：5年以内、中期：5～10年以内、長期：10年～

https://www.persol-group.co.jp/sustainability/environment/climatechange/
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取締役会議長 水田 正道

取締役会議長メッセージ

実効性ある取締役会運営を通じて、 
イノベーションと企業価値向上に貢献していきます。

　パーソルグループの取締役会は、短期的な経営課題への対
応を執行側に委ねることで、むしろ企業価値の向上に向けた中
長期的な戦略の議論へ集中しています。私は、5年先、10年先の
社会や産業構造の変化を見据えて、当社が持続的に成長し続
けるためのビジョンを描くとともに、その実現に向けた戦略の議
論を牽引することを、議長としての最大の使命と考えています。
　取締役の過半数を社外取締役が占める当社の取締役会で
は、決して社内の論理に陥らず、社外からの多様で専門的な知
見を取り入れた健全な議論を重ねています。時に重要案件を
めぐり意見が大きく割れ、多数決による採決に至ることもあり
ますが、こうした予定調和に陥らないことこそが高いガバナン
スの表れであると捉えています。AIによるはたらき方の変革
など、急速な環境変化を乗り越えて成長していくために、私た
ちは、戦略を「What（何をやるか）」「Why（なぜやるか）」「How

（どうやるか）」の３点から議論を尽くし、その実行を執行陣に任
せる。この役割分担を徹底する必要があります。

　社外取締役との連携は、当社のガバナンスを機能させる要
諦です。私は筆頭独立社外取締役の山内氏と毎回の取締役会

の前にアジェンダを確認し、「ここはもっと掘り下げよう」「これ
は省いてもいい」といった事前調整を行い、取締役会のア
ジェンダの充実を図っています。
　議長として心がけているのは、すべての取締役が発言する
機会を確保することです。その上で、多様な意見を歓迎し、さ
らに妥当性や実行可能性を踏まえて是々非々で決断する。こ
うした基本姿勢を貫いてこそ、取締役会は経営を監督する本
来の役割を果たせるのです。
　当社の取締役会は、テーマによっては討論が大いに白熱し
ます。その中心にあるのが、それぞれに明確な信念を持つ社
外取締役のメンバーです。たとえば、2025年度から社外取
締役に就任された菅谷氏は、航空業界で培った経験から「変
化の激しい時代に、規模拡大を目的化すべきではない」と警
鐘を鳴らしてくれます。こうした実務経験に根差した客観的
な意見が議論を深め、意思決定の質を高めています。これか
らも社外取締役との連携のもと、実効性向上に取り組んでい
きます。
　取締役会の運営全般については、監督機能のさらなる向上
を目的として、毎年、適切な手法を用いて実効性を検証して
います。私は議長としての職務を通じて、取締役会が着実に
実効性を向上させていることを実感しています。取締役会の
開催前は、自然と緊張感が高まり、終了後にはひとときの安堵
と達成感に包まれます。こうした緊張感こそが、取締役会が健
全に機能している証だと考えています。

　取締役会の責務は、中期経営計画2026の達成に向けて
パーソルグループを牽引し、持続的な成長の道筋を示すこと
です。現在、次期中計に関する議論も進んでいますが、今後
の経営計画における重要な課題は、未来に向けたイノベー
ションの創出だと考えています。パーソルグループを取り巻
く環境が急激に変化し、市場や事業環境の不確実性が高まる
中で、中長期的に企業価値を高めていくためには、危機感を
持ってイノベーションに挑戦していく必要があります。一方
で、実態に即さない数値管理や過度なマイクロマネジメント
は、現場を疲弊させ、革新の芽を摘みかねません。目先の業
績だけにとらわれず、将来の成長の土台を築く取り組みを重
視しています。中でも、AIによる構造変化への対応は、当社の
事業ポートフォリオに大きな影響を及ぼします。AIの進化は、
多くの仕事の形を大きく変えていきます。一部の既存領域で
は業務量が激減するほどのインパクトも予想されるほか、人
材サービスのビジネスモデルも大きく変質していくことで
しょう。
　AIが広がる時代に即した新しいはたらき方を提示して、グ
ループビジョン「はたらいて、笑おう。」を実現するために、引
き続き、イノベーション創出を支える取締役会の機能を高め
てまいります。

中長期的な戦略に集中した議事進行に努める AI時代のはたらき方を提示して、成長を続ける

社外からの視点と緊張感が
意思決定の質を高める
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コーポレートガバナンスの基本方針と強化の変遷

1 株主の権利・平等性の確保 株主の権利が確保され、その権利が有効に行使されるよう、適切に対応し、すべての株主
の平等な取り扱いに配慮する。

2 �株主以外のステークホルダーとの 
適切な協働

すべての活動の指針として「グループビジョン」を制定するとともに、全役職員の判断お
よび行動の基準として「行動規範」を制定し、各ステークホルダーとの適切な協力関係の
構築に努め、経営活動を遂行する。

3 適切な情報開示と透明性の確保
パーソルグループの財務状態、経営成績等の財務情報や、経営戦略、リスク管理等の情
報について、適切な情報開示を行い、透明性を確保する。また、投資判断に影響を及ぼす
べき未公表の重要情報を厳格に管理する。

4 取締役会の責務 経営監督機能を担い、経営の基本方針の決定、グループ経営陣幹部の監督および適切
な内部統制システムの構築・運用を確保する。

5 株主との対話
株主との対話を通じて、パーソルグループの経営戦略等に対する理解を得るとともに、株
主の立場に関する理解を踏まえた適切な対応に努める。取締役会は、株主との建設的な
対話を促進するための体制整備・取り組みに関する方針を策定し、開示する。

※1 HMC：Headquarters Management Committee　※2 SBU：Strategic Business Unit

コーポレートガバナンスの基本方針

コーポレートガバナンス強化の変遷

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

監督機能
の強化

監督機能  監査等委員会設置会社へ移行  コーポレートガバナンス・ガイドラインの策定  取締役会議長とCEOの分離
 筆頭独立社外取締役の設置

諮問委員会  指名・報酬委員会の設置  コーポレートガバナンス委員会の設置

役員指名
 女性取締役の選任  社外取締役の独立性基準の策定  �外国人取締役の 

選任 独立社外取締役の過半数選任

取締役（うち社外） 6名（1名） 10名（4名） 10名（4名） 11名（5名） 11名（5名） 9名（5名） 9名（5名） 9名（5名） 9名（6名） 9名（6名） 9名（7名）
実効性評価  取締役会の実効性評価の開始  外部評価の実施

株主との対話
 �株主・投資家の皆
さまとの建設的な
対話方針の策定

報酬制度  役員の株式報酬制度の導入  役員報酬制度の改定  役員報酬制度の改定  役員報酬制度の改定

執行体制
 �執行役員制度の
導入

 業務上の意思決定を原則CEOへ委任
 HMC※1と社内委員会の設置
 SBU※2体制への移行

 サステナビリティ委員会の設置  �外国人執行役員
の選任

 �女性執行役員の
選任

女性取締役比率 17% 0% 0% 9% 9% 11% 11% 11% 22% 22% 33%

基本的な考え方
　当社は、経営理念である「雇用の創造　人々の成長　社会貢献」を実現するために、経営の
基本方針およびそれに基づく当社グループ全体の経営戦略を立案し、当社グループ各社が一
丸となってその戦略を推進することで、企業の持続的な成長による中長期的な企業価値の向上
を実現し、事業を通じて社会的課題を解決していきます。
　また、当社は、コーポレートガバナンスが上記を実現していくためのすべての基盤であり土台
であると認識し、コーポレートガバナンスの強化に向けて継続的に取り組んでいきます。
　「コーポレートガバナンス・ガイドライン」は、当社のコーポレートガバナンスの考え方や目指
すあり方を示し、その実現に向けた取締役およびグループ経営陣幹部（当社グループの経営を
担う、当社の代表取締役社長CEO、チーフオフィサーおよび執行役員の総称）等の行動の指針
とするものです。本ガイドラインに沿った取り組みを継続していくとともに、時代や環境の変化
に応じて本ガイドラインも適宜見直していくことで、常により良いコーポレートガバナンスを実
現することを目指していきます。

コーポレートガバナンス・ガイドラインの詳細はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/corporate/governance/corporate_governance/
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役員一覧 （2025年9月1日現在）

監査等委員でない取締役取締役

独立 独立

独立 独立

執行役員
代表取締役社長 CEO

和田 孝雄
重要な兼職の状況

PERSOL Asia Pacific Pte. Ltd. 
Non-executive Director

取締役在任年数 16年8カ月
当社株式所有数 1,826,222株

取締役会長

水田 正道
重要な兼職の状況

リンカーズ（株）*社外取締役
取締役在任年数 16年8カ月
当社株式所有数 4,769,177株

監査等委員である取締役

社外取締役

Debra A. 
Hazelton 
重要な兼職の状況

Australian Postal Corporation　
Non-executive Director
Export Finance Australia　
Chair of the Board
Westpac Banking Corporation＊ 
Non-Executive Director

取締役在任年数 2年
当社株式所有数 0株

代表取締役社長 CEO 和田 孝雄

執行役員 CSO 峯尾 太郎

執行役員 CIO/CDO 柘植 悠太

執行役員 CFO 徳永 順二

執行役員 CHRO 大場 竜佳

執行役員 CLO/CRO 菅 奈穂

執行役員 CGDO 喜多 恭子
執行役員
Staffing SBU長 木村 和成
執行役員
BPO SBU長 市村 和幸
執行役員
Technology SBU長 正木 慎二
執行役員
Career SBU長 瀬野尾 裕  
執行役員
Asia Pacific SBU長 Francis Koh
執行役員
R&D Function Unit長 長井 利仁

社外取締役

山内 雅喜
重要な兼職の状況

ヤマトホールディングス（株）* 参与
（株）りそなホールディングス* 社外取締役
セイコーエプソン（株）* 社外取締役

取締役在任年数 5年
当社株式所有数 43,070株

社外取締役

吉澤 和弘
重要な兼職の状況

（株）NTTドコモ 相談役
ソニーフィナンシャルグループ（株） 
社外取締役
大和ハウス工業（株）* 社外取締役

取締役在任年数 3年
当社株式所有数 21,570株

社外取締役

村林 聡
重要な兼職の状況

（株）インターネットイニシアティブ* 
取締役副社長執行役員

（株）ディーカレットホールディングス　
代表取締役社長

（株）ディーカレットDCP 代表取締役
会長 兼 社長執行役員CEO

取締役在任年数 1年
当社株式所有数 0株 ※ ＊は上場会社

※ �取締役在任年数は当社第17回定時株主総会終結時点のものです。

独立

社外取締役（監査等委員）

榎本 知佐
重要な兼職の状況

明治大学 理事 広報戦略本部員
日本郵便（株） 社外取締役

取締役在任年数 7年
当社株式所有数 43,870株

独立

社外取締役（監査等委員）

友田 和彦
重要な兼職の状況

（株）博報堂DYホールディングス*   
社外監査役

取締役在任年数 5年
当社株式所有数 43,470株

独立

社外取締役（監査等委員）

菅谷 とも子
重要な兼職の状況

ANAあきんど（株）　常任顧問
北海道旅客鉄道（株）　社外取締役
明海グループ（株）*　社外取締役

取締役在任年数 新任
当社株式所有数 0株

取締役会の構成

社外取締役比率

77%

多様性
（外国人）比率

11%

多様性
（女性）比率

33%

※ �「取締役のジェンダー多様性目標」として、  
 「2030年までに30％を達成する」ことを 
 最低目標として設定しています。

女性取締役 
3 名

男性取締役 
6 名

独立社外取締役 7 名

社内取締役 
2 名

外国人取締役 
1名

日本人取締役 8 名

取締役の経歴はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/corporate/director/

取締役
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取締役会が備えるべきスキル（知識・経験・能力）

※ 上記のほかに、コーポレートガバナンス委員会では書面開催を１回行っています。

名称 定義 選定理由

�企業経営
● �自社の重要な意思決定を行った経験・

能力

グループビジョンである「はたらいて、笑おう。」を実現するた
めの重要な業務執行の決定と、経営チームのリーダーシップ
の発揮において、取締役自身の経営者経験に基づく適切な経
営監督機能を発揮するため。

イノベーション・
テクノロジー

● �企業経営における技術活用やイノ
ベーションに関する知識・経験

経営の方向性に定めた「テクノロジードリブンの人材サービ
ス企業」への進化にあたり、イノベーションによる新たな価値
創造や、グループが保有するデータやテクノロジー活用にお
ける適切な経営監督機能を発揮するため。

はたらく
Well-being・
人的資本経営

● �人的資本経営、人材戦略、健康経営等
に関する知識・経験

当社がありたい姿に定めた「“はたらくWell-being”創造カン
パニー」の実現を目指すにあたり、多様な人材が事業を加速
させ、価値創造を推進していくにあたって、適切な経営監督機
能を発揮するため。

国際性

● �国際的な機関や企業における多国間
の組織運営、企業経営、事業運営に関
する経験・能力（アジアでの経験に限
らない）

グローバルに事業展開を推進していくにあたり、マネジメント
とガバナンス体制の構築に関する適切な経営監督機能を発
揮するため。

リスク管理・
企業法務

● �リスクマネジメントに関する知識・経験
● �企業法務やガバナンスに関する知識・

経験

中長期的な企業価値の向上の前提として、「パーソルグルー
プ行動規範」に基づき、健全な事業活動や法令遵守を推進す
るにあたり、適切な経営監督機能を発揮するため。

財務・会計

● �経営計画・予算・資本政策に関する知
識・経験

● �財務会計の専門家としての十分な知
識・経験

中長期的な企業価値の向上を図るにあたり、財務基盤の成長
性・効率性・健全性を確保し、適切なキャッシュ・アロケーション
と株主還元を実現していくために必要な経営監督機能を発揮
するため。

サステナビリティ
● �企業経営においてサステナビリティ推

進や社会課題解決に取り組んだ経験・
能力

グループビジョンである「はたらいて、笑おう。」を実現する事
業活動を通じて社会が抱える多様な課題や困難を克服し、社
会に価値を創造していくサステナビリティ経営を推進するに
あたり、適切な経営監督機能を発揮するため。

氏名・役職

取締役会が備えるべきスキル（知識・経験・能力）

企業経営
イノベー
ション・

テクノロジー

はたらく
Well-being・
人的資本経営

国際性 リスク管理・
企業法務 財務・会計 サステナ

ビリティ

水田 正道 取締役会長

和田 孝雄 代表取締役社長
CEO

山内 雅喜 社外取締役

吉澤 和弘 社外取締役

Debra A. 
Hazelton 社外取締役

村林 聡 社外取締役

榎本 知佐 社外取締役
（監査等委員）

友田 和彦 社外取締役
（監査等委員）

菅谷 とも子 社外取締役
（監査等委員）

取締役会のスキル・マトリックス

氏名
取締役会 監査等委員会 指名・報酬委員会 コーポレートガバナンス

委員会
2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度 2024年度 2025年度

水田 正道 13／13 9／9 6／6

和田 孝雄 13／13

山内 雅喜 13／13 9／9 6／6

吉澤 和弘 13／13 9／9 6／6

Debra A. 
Hazelton 13／13 5／6

村林 聡 10／10 7／7

榎本 知佐 13／13 19／19

友田 和彦 13／13 19／19 6／6

菅谷 とも子 — —

取締役会および取締役会傘下の委員会の構成と出席状況

※ 各取締役が保有するスキルを最大３つまで記載したもので、保有するすべてのスキルを表すものではありません。
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コーポレートガバナンス体制

※ �SBU＝Strategic Business Unit、FU＝Function Unit、 
CEO＝Chief Executive Officer、CFO＝Chief Financial Officer、CSO＝Chief Strategy Officer、CHRO＝Chief Human Resources Officer、CIO/CDO＝Chief Information Officer/Chief Digital Officer、 
CLO/CRO＝Chief Legal Officer/ Chief Risk Officer、CGDO＝Chief Gender Diversity Officer

コーポレートガバナンス体制と特長
　当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方に基づき、会社法上の機関設計と
して「監査等委員会設置会社」を採用しています。また、取締役会の機能を補完するため、任意
の指名・報酬委員会およびコーポレートガバナンス委員会を設置し、取締役およびグループ経
営陣幹部の報酬および候補者の決定に対する透明性と客観性を高めるとともに、ガバナンスの
継続的な高度化を図り、取締役会の経営監督機能の強化を図っています。

● 取締役会議長は、非業務執行取締役が担っています。
● 独立社外取締役比率は、過半数となっています。
● �法定の監査等委員会に加え、任意の指名・報酬委員会とコーポレートガバナンス委員会を設

置しています。いずれの委員会も独立社外取締役が議長を務め、委員の過半数を独立社外取
締役としています。

● 筆頭独立社外取締役を設置しています。

報告監査

株主総会

事業（SBU）管掌 機能管掌

代表取締役社長CEO

Headquarters Management Committee

サステナビリティ委員会Staffing SBU CSO

リスクマネジメント委員会

Technology SBU

CHRO

ジェンダーダイバーシティ委員会

投資委員会
BPO SBU

CFO

人事委員会

テクノロジー委員会

Career SBU

CIO/CDO

CLO/CRO

CGDO

スタッフウェルビーイング委員会Asia Pacific SBU R&D FU

グループ監査本部

取締役会

2025年7月1日現在

監査等委員でない取締役

社外
取締役

社内
取締役

社長
CEO

指名・報酬委員会

諮問

選解任

選解任

答申
コーポレートガバナンス委員会

委員長

報告

監査
報告

会計監査

会
計
監
査
人

選解任

選解任
重要な業務執行の決定の委任

監督
承認／連携

1／2 以上
1／2 以上

非業務執行比率 8／9
独立社外比率　 7／9

1
3

4

5

監査等委員である取締役

コーポレートガバナンス体制図

委員長

委員長

12

11

10

9

8

7

6

監査等委員会2
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❶ 取締役会
　取締役会は、経営監督機能を担い、経営の基本方針の決定、グループ経営陣幹部の監督およ
び適切な内部統制システムの構築・運用の確保を主な役割・責任としています。
　一方、業務執行部門による迅速で機動的かつ果断な意思決定を可能とするため、法令で定め
られた専決事項および取締役会規程で定める重要な業務執行の決定以外の業務執行は、原則
として代表取締役社長CEOに委任しています。

2024年度に議論された主な事項

 �長期的な事業環境の変化を見据えた国内外にわたる地域ポートフォリ
オ戦略
 �中期経営計画2026の進捗状況のモニタリング
 �サステナビリティにおけるマテリアリティ解決に向けた取り組みの進
捗状況のモニタリング

 �女性管理職比率達成計画を含むジェンダーダイバーシティの取り組
みの進捗状況のモニタリング

 �テクノロジー戦略の全体像および主要項目（DX戦略、AI活用等）の進
捗状況のモニタリング

2024年度の状況

議長 水田 正道
（非業務執行取締役、
取締役会長）

メンバー 9名（うち社外6名）

開催実績 13回

運営状況

　中期経営計画2026（以下、中計2026）の２年目にあたる2024年度の取締役会運営は、中期経営計画の進捗モ
ニタリングの一部を書面のみでの報告として審議時間を削減した一方、中長期的な経営戦略や、テクノロジー活用
とDX推進を重要テーマとして設定し、運営の中心としました。
　中長期的な経営戦略としては、長期的な事業環境の変化を見据えた国内外にわたる地域ポートフォリオ戦略な
どについて、リスクと機会の両面から集中的に検討する時間を事前に確保し、執行役員も交えて議論する機会を設
けました。討議を中心に取締役会の説明・討議時間を約410分から約570分に大きく増やしたほか、社外取締役へ
の議案の事前説明の充実を図ったことで、今後の社会情勢や経営環境の変化を見据えた問題認識を、取締役会と
執行役員との間で共有することができました。
　また、中計2026において経営の方向性として定める「テクノロジードリブンの人材サービス企業」への進化に向
け、取締役会でもテクノロジーに関する議論を強化しました。生成AIの活用、既存事業のＤＸ戦略、テクノロジーへ
の投資戦略に関する議論を実施した結果、説明・討議時間は2023年度の約130分から約170分へ大きく増加しま
した。そのうち約110分を討議時間に充て、人材サービス企業におけるテクノロジー活用という今後の成長の核と
なる重要戦略についての討議を充足させました。

2024年度の主な活動内容

 �取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額原案の決定と、取締役会への答申
 �株主総会へ付議する取締役の選任議案の原案の決定と、取締役会への答申
 �執行役員の評価方法の原案の決定と、取締役会への答申
 �代表取締役CEOの後継者計画に関する議論

2024年度の状況

委員長 友田 和彦（独立社外取締役） メンバー 3名（うち社外2名） 開催実績 19回

2024年度の主な活動内容

 �業務執行責任者からの情報収集
 �重要会議への出席
 �内部監査部門および会計監査人との連携
 �グループガバナンスの実効性、サイバーセキュリティ体制の整備状況および人的資本経営の進捗状況の確認
 �重要な拠点の視察

❷ 監査等委員会
　監査等委員会は、持続的な企業価値の向上に向けて企業の健全性を確保し、当社と株主共
同の利益のために行動します。取締役の職務の執行の監査および監査報告の作成、会計監査
人の選任および解任ならびに不再任に関する議案の内容の決定、取締役（監査等委員である取
締役を除く）の選解任もしくは辞任または報酬等についての監査等委員会の意見の決定等の
職務を行っています。

❸ 指名・報酬委員会
　指名・報酬委員会は、取締役・グループ経営陣幹部の候補者の決定および報酬の決定に対す
る透明性・客観性を高め、取締役会の経営監督機能の強化を図ることを目的とし、取締役会から
の諮問を受け、候補者の決定ならびに報酬の決定に関する職務を行い取締役会に答申・提案し
ています。

2024年度の状況

委員長 吉澤 和弘（独立社外取締役） メンバー 4名（うち社外3名） 開催実績 9回

説明（分）　 討議（分）取締役会での説明・討議時間
全議案合計 中長期戦略や全社戦略中期経営計画・重要課題の

進捗モニタリング
テクノロジー活用とDX推進

2,483

2023年度

2,758

2024年度

1,160

1,323

1,409

1,329

26
2023年度 2024年度

80

379

54160

219

2023年度 2024年度

573
415

227

346

186

229

2023年度 2024年度

109

171

62

74

133

59
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❹ コーポレートガバナンス委員会
　コーポレートガバナンス委員会は、当社のコーポレートガバナンスに関する事項を審議する
ことで、取締役会の経営監督機能の強化を図ることを目的とし、取締役会からの諮問を受け、
コーポレートガバナンスに関する基本方針や取締役会の実効性向上に資する施策等について
取締役会に答申・提案しています。

2024年度の状況

議長 和田 孝雄（代表取締役社長CEO） メンバー 執行役員11名 開催実績 24回

❺ Headquarters Management Committee（HMC）
　当社は、経営の監督と執行を分離し、執行責任の所在を明確にするため、執行役員制度を導
入し、業務執行に関わる体制として、代表取締役社長CEOの補佐機関として、パーソルグルー
プの経営の基本方針および重要な業務執行の決定を協議する会議体であるHMCを設置して
います。取締役会から代表取締役社長CEOに委任された重要な業務執行の決定は、このHMC
の賛成決議を条件として、代表取締役社長CEOが決定します。HMC構成員は、パーソルグ
ループの経営者の一員として取締役会から委任された重要な業務執行の決定および業務執行
の統括的な役割を担う者が選任されるべきとの考え方に基づき、代表取締役社長CEOが原
則、執行役員の中から人事案を作成し、指名・報酬委員会にて審議した上で、取締役会で承認し
ています。
　さらに、HMCの下部組織として、7委員会（サステナビリティ委員会・投資委員会・リスクマネ
ジメント委員会・テクノロジー委員会・人事委員会・ジェンダーダイバーシティ委員会・スタッフ
ウェルビーイング委員会）を設置し、グループ内部統制システムの実効性向上を図っています。
各7委員会はHMCへの説明責任を持ち、その機能を補完・強化するものと位置づけています。

2024年度の状況

委員長 山内 雅喜（独立社外取締役） メンバー 6名（うち社外4名） 開催実績 6回（左記に加え、書面開催
を１回実施）

2024年度の主な活動内容

 �2026年6月以降の取締役会の構成についての議論と、取締役会への答申
 �2023年度の取締役会の実効性評価の結果ならびにコーポレートガバナンス報告書および第16回定時株主総
会招集通知で開示する内容の原案の決定と、取締役会への答申

 �2024年度の取締役会の実効性評価の評価方法の方向性についての議論
 �2024年度の取締役会の実効性評価の実施概要の原案の決定と、取締役会への答申

名称 目的 開催実績 2024年度の主な活動内容

�6  �サステナビリティ
委員会

当社グループのサステナビリティ推進
および関連する重要戦略に関する諸事
項を審議すること

2回

・�マテリアリティへの取り組み·KPI·目標に関する
審議ならびに進捗および実績のモニタリング

・�サステナブル調達対応に関する報告および審議
・�サステナビリティ開示基準の概要および最新動

向の共有

7  投資委員会

当社グループの投資全般に関する重要
事項の審議を行うとともに、投資推進に
関連した一連の知識、知見をグループ
の組織知に高めていくこと

6回
・�HMCへM&Aの審議結果を提言
・�HMCへPMI状況の報告
・�投資委員会の審議体制強化に関する検討

8  �リスクマネジメント
委員会

当社グループのリスク管理全般に関す
る重要事項の審議を行うとともに、リス
クに対する意識を醸成し、グループ内の
リスクマネジメント力を高めていくこと

4回

・�2024年度グループ重要リスクの対応計画・ 
モニタリング・成果振り返りに関する議論・報告

・�2025年度グループ重要リスクの選定議論
・�経営層向け危機管理訓練の実施

9  �テクノロジー 
委員会

当社グループのテクノロジー戦略およ
び関連する経営リソースの重要事項に
ついて審議すること

4回

・�テクノロジー戦略の進捗モニタリングおよび翌
期以降の方針や予算に関する議論

・�今後のテクノロジー投資管理の枠組みに関する
議論

・�グループ横断の重要性の高いテクノロジー投
資案件、人材·組織に関する方針の策定

10 人事委員会 
当社グループの人事戦略および重要タ
レントの後継者計画等に関して審議する
こと

8回

・�グループ経営陣幹部の後継者計画および、中核
子会社の女性役員比率向上に向けた議論

・�労働生産性や退職率など、重要人事指標に関す
る議論

・�次世代経営人材育成やタレントマネジメントに
かかる施策の議論

・�エンゲージメント向上に向けた各SBUのアク
ションプランの共有

11 �ジェンダー 
ダイバーシティ 
委員会

当社グループの女性活躍推進戦略およ
び関連する重要戦略について審議する
こと

12回

・�女性管理職比率および男性育休取得率向上に
向けた、SBUごとの行動計画の見直しおよびグ
ループ共通課題·推進施策に関する議論

・�各KGI／KPIに関する定期モニタリングの実施·
報告

・�トップコミットメント、制度·環境整備、風土構築
などに関する分科会施策の議論
※詳細はP.50参照

12 ��スタッフ 
ウェルビーイング
委員会 

当社グループの派遣スタッフの人的資
本経営に関する諸事項を審議すること 10回

・�派遣スタッフのエンゲージメント状況の報告と
今後の取り組み方向性の議論

・�派遣スタッフの能力開発に関する研究活動報告
・�派遣スタッフの能力開発研究に基づく今後の取
り組み計画議論

・�派遣スタッフのWell-being向上の取り組みが
価値創造につながる道筋（インパクトパス）の
データを用いた検証、モデルの再検証、重視す
べき施策テーマの確認

・�ステークホルダーとの対話と委員会活動への
フィードバック内容の共有

※詳細はP.51-53参照

2024年度のHMC傘下の委員会の活動内容
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役員報酬の基本方針
　パーソルグループの役員報酬は、中長期的な持続的成長を実現するためのインセンティブとし
て位置づけています。指名・報酬委員会における審議を経て、2023年4月開催の取締役会におい
て、パーソルグループの価値創造ストーリーを実現するための、短期・中期的な会社業績の向上
に対する貢献を明確に反映する設計とした、報酬ポリシーを決議しました。パーソルグループの
役員報酬に関する基本方針を以下3つの視点で具体化しています。

1 パーソルグループの短期的・中長期的な会社業績および企業価値と連動する
　⚫ 短期的な業績だけでなく、中長期的な業績および企業価値と連動した制度であること
2 株主価値と連動する
　⚫ 株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるものであること
　⚫ 報酬決定プロセスにおいて、客観性・透明性を確保すること
3 競争力のある報酬水準に設定する
　⚫ �国内の同規模・同業種の企業群の報酬水準と比して競争力ある水準とし、優秀な人材の確

保に資する水準であること 
　⚫ �パーソルグループの業績および企業価値の向上に対して、役員がより強いインセンティブ

を感じられる水準であること

　

報酬決定のプロセス
　パーソルグループの役員報酬等の額およびその算定方法ならびに個人別の報酬等の内容の
決定方針については、取締役会の諮問機関である独立した指名・報酬委員会での十分な審議を
経た上で、取締役会で決定します。なお、監査等委員である取締役の報酬等の額については、監
査等委員の協議により決定します。役員報酬等は、株主総会において決議された報酬等の上限
額以内で支給するものとします。

役員報酬とサクセッション・プラン

※ �取締役会長を除く非業務執行取
締役に対する株式報酬は、1人当
たり300万円相当を固定的に付
与するものであり、各非業務執行
取締役の役割に応じて基本報酬
額が異なりうるため、 実際の報
酬構成は左記と異なることがあ
ります。

※� �なお、外国籍の業務執行取締役・執行役員等については、当地の報酬に係る法令や報酬水準・慣行等を勘案した上で、これと異なる報酬制
度とすることがあります。

50%

20%

30%

基本報酬
賞与
株式報酬

55%

20%

25%

基本報酬
賞与
株式報酬

79%

21%

基本報酬
株式報酬

役員報酬制度の概要

報酬構成のモデル（業務執行取締役・執行役員は標準支給時）
業務執行取締役 執行役員 非業務執行取締役

位置づけ 支給対象 評価指標 付与方法

基本
報酬 固定報酬

業務執行取締役
執行役員

役割・責任・経営人材力に応じ
て定められた基本報酬を支給

非業務執行取締役 職責に応じて定められた基本報
酬を支給

賞与
短期

インセンティブ
報酬

業務執行取締役
執行役員

  財務指標
   全社、SBU ごとの①売上高、②調整後 EBITDA の目標

達成度および競合他社との成長率比較で決定

  非財務指標・テーマ評価
   全社、SBU ごとの女性管理職比率等のマテリアリティ関

連の個別の非財務指標を設定するとともに、長期・短期
の取り組みやグループ貢献の取り組みを個別テーマ設定

　（業務執行取締役の評価は指名・報酬委員会で行うもの
とする。）

中期経営計画の達成に向けたマ
イルストーンとして単年度の目
標を設定し、短期インセンティ
ブ報酬として支給
おおむね 0~200%の範囲内で
変動

株式
報酬

業績連動型
中長期

インセンティブ
報酬

業務執行取締役
執行役員

  財務指標
   ① TSR、②調整後 EBITDA、③ ROIC の目標達成度で

決定

  非財務指標
   ①価値創造ゴール、②従業員エンゲージメント指標

2025 年度に向けた中期経営計
画の財務指標と非財務指標の
目標達成度等の評価に応じて決
まる仕組み
0~200% の範囲内で変動

固定型中長期
インセンティブ

報酬

業務執行取締役
執行役員

非業務執行取締役

株主価値との連動を一層促すた
め、交付数固定の株式報酬とし
て支給
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　重大な会計上の誤りや不正による決算の事後修正が取締役会において決議された場合、 ま
たは役員の在任期間中に会社と当該役員の委任契約等に反する重大な違反があったと取締役
会が判断した場合、指名・報酬委員会は、取締役会からの諮問を受けて、賞与および株式報酬を
受ける権利の全部もしくは一部の没収、または支給済みの賞与および株式報酬の全部もしくは
一部の返還を求めるか否かについて審議し、その結果を取締役会に答申します。

サクセッション・プランについて
　当社は、指名・報酬委員会がCEOのサクセッション・プランについて審議を行っています。 具
体的には、CEOを含むグループ経営陣幹部に求められるリーダー像を「パーソルリーダーシップ
コンピテンシー」として言語化した上で、これに基づくアセスメントを行うことで、人材を可視化
し、サクセッション・プランの策定や人事異動、人材育成へと活用しています。あわせて、中期経営
計画の策定に際して、財務・非財務指標と、それを実現するための施策を設定し、取締役会で進
捗をモニタリングすることで、客観性・透明性を保ってグループ経営陣幹部の評価を行っていま
す。さらに、指名・報酬委員をはじめとする取締役とグループ経営陣幹部との接点を確保し、多面
的に評価する環境・機会を整備しています。 
　取締役会は、代表取締役社長CEOおよびグループ経営陣幹部を監督するとともに、適切な支
援・助言を行うことで、持続的成長による中長期的な企業価値の向上を目指していきます。

役員区分
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数

（人）基本報酬

賞与
（短期

インセンティブ
報酬）

株式報酬
業績連動型

中長期
インセンティブ報酬

固定型中長期
インセンティブ報酬

監査等委員でない
取締役

（うち社外取締役）

252
（59）

178
（48）

17
（－）

19
（－）

37
（11）

7
（5）

監査等委員である
取締役

（うち社外取締役）

68
（28）

60
（23）

－
（－）

－
（－）

8
（5）

3
（2）

合計
（うち社外取締役）

321
（88）

238
（71）

17
（－）

19
（－）

45
（17）

10
（7）

2024年度の役員報酬

氏名 役職
報酬等の

総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬
賞与

（短期
インセンティブ報酬）

株式報酬
業績連動型

中長期
インセンティブ報酬

固定型中長期
インセンティブ報酬

水田 正道 取締役会長 68 55 － － 13

和田 孝雄 代表取締役社長
CEO 124 75 17 19 12

監査等委員でない社内取締役の連結報酬等の総額等

※� �株式報酬は、当事業年度に計上した役員株式給付引当金の繰越額です。

リーダーシップ
要件策定

アセスメント​
実施​

サクセッション・プラン​
策定​ アサイン・異動​ 人材育成​

「パーソルリーダーシップコンピテンシー」の概要

サクセッション・プランのプロセス​

大分類 中分類 各項目

ビジネス
リーダー
シップ

ビジョン
構想力

10〜20 年位の長期目線で、業界を俯瞰し、事業・機能を構想し、ビジョンを語れる

現場、顧客・取引先の声に耳を傾けて取り組むべき事業課題を設定できている

社会価値を向上させる意志と取り組むべき社会課題を設定できている

ビジネス
遂行力

変革を牽引している

成長を促進している

IT を事業構想・事業運営に活かしている

環境変化に対して高い感度や対応力を持ち、変化や緊急時に動じない胆力がある

会社を守るための高い視座を持ち、経営リスクを未然に最小化している

ピープル
リーダー
シップ

組織創り
人材育成や組織創りをしている

所属組織の枠を超えた影響力を及ぼしている

多様性
多様性を理解、尊重し、所属組織に対しても多様性を取り入れ、活かしている

言語や文化の異なる相手に対するコミュニケーションができる

人間性
尊敬される人物であり、高い倫理観や寛容さを兼ね備えている

利他の精神を持ち、謙虚さを兼ね備えている
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実施概要
　当社は、取締役会の監督機能のさらなる向上を目的として、毎年、取締役会全体の実効性の評
価を行い、その方法およびプロセスならびに結果の概要を開示しています。
　2024年度の取締役会の実効性評価は、2022年度に行った第三者評価機関を活用した外部
評価で得た知見をもとに、取締役全員を対象とした自己評価アンケート、取締役会議長による各
取締役への個別インタビューおよび監督を受ける執行陣へのアンケートを実施しました。それら
の結果に基づき、対処すべき課題の抽出と解決の方向性について、取締役会において２度の議
論を行い、最終的な評価を行いました。

取締役会の実効性評価

取締役アンケート項目

1 取締役会の全体評価（役割・機能等に関する認識の合致、モニタリングの KPI・粒度・内容 等）

2 取締役会の構成（員数、社外取締役の割合、多様性、社外取締役の選任手続き 等）

3 取締役会の運営（開催頻度、審議時間、時間配分、上程議案の範囲・分量 等）

4 取締役会を支える体制（情報提供、問い合わせ体制、トレーニング体制 等）

5 取締役会の風土・コミュニケーション
（議論・意見表明が行える風土、取締役同士または取締役と経営陣との間のコミュニケーション 等）

6
取締役会の議論と監督機能

（戦略議論、リスクテイクの後押し、執行陣幹部の指名・報酬の妥当性、自身および他の取締役
の発言や行動 等）

7 委員会の運営（監査等、指名・報酬、コーポレートガバナンスの 3 委員会の役割、構成 等）

8 投資家・株主との関係（対話状況の情報提供、対話促進体制の監督）

9 その他（自由記入）

10 議案の重要度と議論量の適切さに関するギャップ

執行役員アンケート項目

1 取締役会の監督機能（戦略討議、モニタリングの KPI・粒度・内容、リスクテイクの後押し 等）

取締役会の実効性評価のプロセス

当期の取締役会の運営方針・計画

計画の着実な
実行

当期の評価と
認識した課題、
対応の方向性

結果を開示

P

C
D

アジェンダ、重点施策 等
認識した課題を

翌期の取締役会の
運営方針・計画へ反映

（実効性評価）

4  取締役会にて議論

複数回
1  アンケート

2  個別インタビュー

毎年実施

3  第三者評価

3 年ごとに実施

取締役個人に
対する
フィードバック

A
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評価結果
　当社の取締役会は、自己評価アンケートや取締役会議長によるインタビューの分析結果に基
づき、取締役会の実効性について複数回にわたって議論した結果、取締役会において論点を明
確にした自由闊達で建設的な議論がなされるなど、取締役会の構成、運営、風土・コミュニケー
ション、議論と監督機能、サポート体制、委員会の運営および投資家・株主との関係の点から、そ
の実効性が確保されていることを確認しました。

　また、今後の課題として、長期的な当社のありたい姿に基づく、成長戦略および事業ポートフォ
リオの議論と、リスクマネジメントの高度化、戦略遂行に対する適切な監督ならびに取締役会運
営の継続的な改善が必要であると認識しています。
　当社の取締役会は、パーソルグループの持続的な成長と企業価値の向上を実現していくため
に、これらの評価結果を踏まえて、引き続き取締役会の実効性の向上とガバナンス改革に向けた
PDCAサイクルを推進していきます。

社外取締役への情報提供
　深度ある議論の前提情報として、取締役の法的責任を果たしていくために要される研修や、当
社事業環境を理解するための研修機会を定期的に提供しています。

企業価値の向上に資する
成長戦略の明確化と
株主および投資家との
建設的な対話

取締役会において、長期の事業ポートフォリオ戦略、生成AIへの取り組み、「はたら
くWell-being」をはじめとする企業価値の向上に資する成長戦略テーマを中心と
したアジェンダを策定したことで、より成長志向の経営に向けた議論が促進されま
した。また、執行陣がさまざまな属性の株主·投資家との建設的な対話を通じて得
た、当社の成長ストーリーに対するフィードバックを取締役会へ定期的に共有する
ことで、さらなる経営の高度化へつなげるポジティブな循環が進むようになりまし
た。こうした進化を通じ、中長期的な当社の在るべき姿に基づく事業ポートフォリ
オの具体化に今後のさらなる改善の余地を認識しました。

経営戦略の適切な監督
（リスク、機会に対する監督）

執行側のリスクマネジメントの状況について、取締役会への報告頻度を増やした
ほか、当社の企業価値向上に向けた諸施策や中期経営計画の進捗状況を、取締役
会にて四半期ごとに確認しました。また、個別の事業投資の議論において、リスク
許容度をめぐる議論が大いに促進されました。こうした議論を通じ、今後の成長戦
略の策定や遂行に向けては、損失回避だけでなく、健全なリスクテイクも欠かせな
いことから、リスクアペタイトなどの枠組みに基づくリスクマネジメント体制の高
度化と監督が必要であると認識しました。

取締役会運営の
継続的な改善

事前説明会と取締役会の使い分けにより、取締役会での説明を最小限にとどめ、
審議時間の多くを議論に充てるなど、より深度ある議論と効率的な会議運営を両
立することがで きました。また会議資料の量および質の継続的改善や、オンラ
インでの同時通訳の環境整備を進めたことにより、会議運営の効率性や実効性は
さらに高まりました。今後も有限の時間の中で、取締役会が企業価値の向上に向
け、より効率的な議論を行うためには、論点が明確で簡潔な会議資料の整備や、会
議運営の高度化に向けた不断の努力が必要であると認識しました。

2023年度の実効性評価で認識された課題への取り組みの進捗状況

長期的な当社の
ありたい姿に基づく、
成長戦略および
事業ポートフォリオの
議論と、 
リスクマネジメントの
高度化

当社の企業価値の向上に向けては、中長期的な当社の在りたい姿を描き、取締役
会および執行陣で共有することが必要であると確認しました。その上で、取締役会
が、中長期的な当社の在りたい姿に沿った具体的な成長戦略や事業ポートフォリオ
を議論していくことが必要であるとされました。 また、今後の成長戦略の策定や遂
行においては、健全なリスクテイクのための議論の枠組みが不可欠であり、そのた
めにはリスクアペタイトなどの枠組みを通じて、当社のリスクマネジメント体制をさ
らに高度化していくことが必要であると認識しました。

戦略遂行に対する
適切な監督

取締役会が執行陣による成長戦略の遂行を適切に監督するためには、取締役会に
よる監督の対象と粒度について、取締役間、および取締役会と執行陣との間での共
通認識を深める必要があると認識しました。その上で中長期的な当社の在りたい
姿の実現に向け、成長戦略の遂行状況を適切に把握し、計画と実績に差異が生じた
場合は、その原因を分析するとともに、必要に応じてさらなる打ち手を講じていくこ
とが必要であるとされました。

取締役会運営の
継続的な改善

企業価値の向上に向け、取締役会が本質的な議論を行うためには、会議資料や会
議インフラの改善に基づく、取締役会運営の継続的な改善活動が不可欠であると
認識しました。あわせて、議論の前提として、社外取締役が事業現場を視察する機
会を確保することにより、さらなる事業理解を促進していく必要があると認識しま
した。

2024年度の実効性評価で認識した課題と今後の取り組みの方向性
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社外取締役鼎談

Q �社外取締役としての役割をどのように捉えていますか

吉澤 　私は、取締役会の役割において重要なのは将来予
測だと考えます。AIやDXの発展が企業成長を左右する大
きな要素となっている現在、テクノロジーによる経営環境の
変化を踏まえた提言や業務執行のモニタリングを通じて、
会社の成長戦略を支えたいと思っています。また、指名・報
酬委員会の職務にも携わっていますので、人材登用や評価
のあり方についても責任を果たしていきます。

山内 　パーソルグループにおける私の役割は2つありま
す。ひとつは、かつて数万人の社員を抱える企業経営者とし
て人材が持つ力の重要性を理解してきた経験から、人的資
本経営に対して多角的な視点を提供することです。もうひ
とつは、サービス業の経営者としての経験を活かし、顧客目
線を踏まえた戦略立案を促すことです。求職者と企業の双

方の立場から求められるサービスを意識しながら、企業価
値向上に貢献していきたいと考えています。
Hazelton 　私は、オーストラリアで金融や郵便事業、政府

系機関、さらにはパーソルグループのAsia Pacific SBUの
経営に携わってきました。これらの経験に基づき、成長戦略
やコーポレートガバナンス、企業文化などに関するインサイ
トを提供したいと思っています。特に、アジアでの事業展開
に伴うリスク・機会への適切なサポートを意識しています。

Q 経営体制の変化について聞かせてください

山内 　社会の環境変化が加速する中で企業が変化対応
力を高めるには、多様性を備えた経営体制が不可欠です。
当社は、以前から比較的若い世代を経営陣に登用してきま
したが、ジェンダー構成に課題がありました。今回、女性2名
が執行役員に就任しました。さらに、Asia Pacific SBU長
のFrancis Koh氏も執行陣に加わったことで、年齢・ジェン
ダー・国籍が多様化し、より変化対応に適した経営体制に近
づいたと思います。

吉澤 　私も、環境変化に対応できる強靭な経営体制の構
築には、多様な視点を持つ人材の参画が必要だと考えま

社外取締役鼎談

パーソルグループの成長を支える
コーポレートガバナンス
労働人口の減少やAIの進化などによって
人のはたらき方が大きく変わる中、
パーソルグループの持続的な成長と企業価値向上を支える
コーポレートガバナンスの現状と今後について、
3名の社外取締役が語り合いました。

社外取締役　
筆頭独立社外取締役　
コーポレートガバナンス委員会
委員長
指名・報酬委員会委員

山内 雅喜

社外取締役　
指名・報酬委員会委員長
コーポレートガバナンス委員会委員

吉澤 和弘

社外取締役
コーポレートガバナンス委員会委員
Debra A. Hazelton

培ってきた経験・知見を活かして
企業価値の向上に貢献

経営陣の多様化により
環境変化に強い体制を構築
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社外取締役鼎談

す。リーガルやリスク対応に精通した菅CLO/CRO、ジェン
ダーダイバーシティを管轄しながらパーソルキャリアの副
社長として事業経験を培ってきた喜多CGDOの2名の女性
が新たに執行陣に加わることで、その深い専門性と知見が
経営判断へ活かされることを大いに期待しています。さら
には、顧客視点に長けた菅谷とも子氏が社外取締役として
参画し、取締役会の多様性も一層進みました。

Hazelton 　多様性の前進にはとても満足しています。た
だし、ジェンダーに限らず視点の多様性も重要です。これま
で以上に幅広い年代から異なる経験・スキルを持つ人材を
迎えることで、取締役会での議論がより実効性を増し、複雑
な課題について中身の濃い議論が可能になります。

山内 　1年前、Hazelton取締役が取締役会で「女性活躍
の取り組みが不十分である」と指摘したことをよく覚えてい
ます。先ほどの「満足している」との評価は、当社の経営体制
が進化した証だと言えます。今後も大胆な人材登用で、さら
に変化対応力を高めていくべきです。

Hazelton 　取締役会の運営も、この1年で大きく向上しま
した。私は主にオンラインで参加していますが、事務局や同
時通訳者のサポート、各種ツールの活用によってコミュニ
ケーションが格段に進歩しました。異なる言語・地域をまた
ぐ複雑な議論でも、その実効性は確実に高まっています。

山内 　私も運営面の改善を感じています。そのひとつが
議案の説明です。提案者は、どうしても伝えたいことや決議
してもらいたいことを中心に話しがちですが、「全社戦略の
中での位置づけや論点を明確に」と求め続けた結果、説明
についてはある程度進歩したと思います。

吉澤 　説明だけでなく、「資料が多い」という点も課題で
した。私たちが求めているのは情報量ではなく、論点をき

ちんと把握できることです。「なぜ今これを提案するのか」
という根拠を明確に示した上で、価値創出の要因や、自身の
考え・思いが語られていれば十分に説得力を持ちます。資
料の課題についても、エグゼクティブサマリーの充実など
によって解消に向かっていますが、まだ改善の余地はあると
感じています。その一方で、満足しているのが取締役会の
事前説明会です。毎回、この説明会で情報共有や論点整理
が行われることで、取締役会本番での議論の充実につな
がっています。

Hazelton 　私にとっても、事前説明会は大いに役立ってい
ます。議案の詳細も質問できるため理解が進み、取締役会
本番での議論により深く参加することができます。議案の
本質を把握し、企業価値への影響を明確に捉えて決議に臨
むことができるようになりました。

山内 　私は筆頭独立社外取締役として、取締役会の開催
前に議長とアジェンダや時間配分を協議しています。取締
役会の閉会後には社外取締役のみでエグゼクティブ・セッ
ションを行い、議論の振り返りや要望をCEOへフィードバッ
クしています。これらの仕組みにより、取締役会の実効性は
継続的に改善されています。

双方向コミュニケーションを通じて
成長戦略の解像度を向上

Q 株主・投資家との対話についてはどう捉えていますか

吉澤 　2025年4月に機関投資家と対話する機会をいた
だき、非常に有意義でした。企業が描く成長戦略が株主・投
資家の期待と合致しているか、納得いただいているかを把

握できるからです。パーソルグループは、人材派遣・紹介や
アウトソーシング、またシェアフルのようなデジタルプラット
フォームなど、多様な事業を持つコングロマリット型の企業
グループです。そのため、株主・投資家の皆さまから「個々
の事業を持つ意味は何か」「シナジーをどう生み出すのか」
と鋭く問われることもあります。業界トップでない事業に対
して、「売却を検討してはどうか」といった意見をいただくこ
ともあります。それらの意見に対して、テクノロジーの横展
開や顧客基盤の共有といったメリットを示し、事業の存在意
義を理解していただく必要があります。

山内 　私は、株主・投資家の皆さまとの対話を通じて当社
への期待の大きさを改めて実感しました。同時に、その期待
にもっと応えていくべきであるとの思いを強くしました。さ
らに、投資家の皆さまと私たちの課題認識が多く一致して
いることも確認できました。特に「成長戦略をどう描くか」

「事業ポートフォリオをどう最適化するか」といったテーマへ
の意見は、取締役会で議論している内容と重なっていまし
た。今後、事業ポートフォリオと人材ポートフォリオの連携、
適切なリスク・アペタイト、人的資本の強化に向けた仕組み
づくりなどを中心に成長戦略の解像度を上げるとともに、
その成長戦略を理解いただけるよう説明していく必要性を
強く認識しました。

Hazelton 　私は今回の対話には参加していませんが、他
社での経験からその重要性をよく理解しています。株主・投
資家の期待を受け止めて、成長戦略や優先事項を率直に説
明していく。こうした双方向のやりとりは、企業価値の向上
に欠かせません。パーソルグループとして今後も積極的に
取り組むべきだと思います。



71INTEGRATED REPORT 2025

Top page
01	 イントロダクション
07  1. パーソルグループの価値創造		
26	 2. 価値創造のための戦略
46	 3. 価値創造を支える基盤
	 47	 多様な人材の活躍
	 51	 派遣スタッフの
		  Well-being向上への取り組み
	 54	 データガバナンスの強化
	 55	 人権の尊重
	 57	 気候変動への対応
	 58	 取締役会議長メッセージ
	 59	 コーポレートガバナンスの
		  基本方針と強化の変遷
	 60	 役員一覧
	 62	 コーポレートガバナンス体制
	 65	 役員報酬と
		  サクセッション・プラン
	 67	 取締役会の実効性評価
	 69	 社外取締役鼎談
	 72	 リスクマネジメント
	 74	 情報セキュリティ
	 75	 クライシスマネジメント
	 76	 コンプライアンス
77	 4. 財務・非財務データ／会社概要

社外取締役鼎談

テクノロジードリブンへの進化を後押しする
ガバナンスへ

Q �次期中期経営計画にて重視しているテーマを
　 聞かせてください

Hazelton 　私たちは現在、次期中期経営計画にて各SBU
が取り組むべき課題を整理し、重点領域や戦略の強弱のつけ
方、また新規事業の可能性も含めて議論を進めています。優
先順位とタイムラインを設定し、最適な資本配分を行い、グ
ループ全体を成長させる経営計画にする必要があると考え
ます。また、自社の強みをもって社会のニーズに対応していく
ことも忘れてはなりません。

吉澤 　パーソルグループの中期経営計画の核心は、
2030年に目指す「テクノロジードリブンの人材サービス企
業」の実現です。現状、テクノロジードリブンの企業への進
化については、事業のDX化やテクノロジー人材の拡充を通
じて着実に進んでいます。今後の環境変化として、AIの普及
により人材派遣やBPOの需要が減少する可能性もありま
すが、AIを使いこなす人材へのニーズはむしろ高まると見
ています。こうした人材供給を当社が担うことができれば、

事業構造は大きく変わるはずです。次期中期経営計画の事
業ポートフォリオには、AIをしっかりと組み込んでいく必要
があります。

山内 　「テクノロジードリブンの人材サービス企業」を目
指す姿に掲げている以上、AIはパーソルグループの経営計
画の中核テーマと言えます。すでにパーソルグループでは、
社員が生成AIを日常業務に活用するほか、非エンジニア社
員が業務効率化に向けたプログラムをAIで開発していると
いう話を聞き、率直に感心するとともに大きな期待を感じて
います。引き続きAIへの感度を高め、環境変化を迅速に機
会として取り込み、経営計画をアップデートし続ける企業グ
ループでありたいと考えています。
Hazelton 　AIは、もはや特定の事業領域にとどまらず、経

営や事業のすべてに関わるテーマとなっています。だから
こそ、機会と同時にリスクも迫ってきているという危機感を
持って議論に臨んでいます。経営計画を遂行する上では、
適切かつ効果的にリスクを管理しながら、事業を取り巻く機
会を逃さず企業価値の向上につなげていくことが重要で
す。取締役会としてその責任を果たしつつ、社会における
パーソルグループの存在意義を理解し、持続可能な事業運
営に向けて貢献していきたいと考えています。

吉澤 　成長戦略や事業ポートフォリオの議論にゴールは
なく、会社が存続する限り続きます。その中で常にカギとな
るのは、競争優位をつくり出すための「価値創造ストーリー」
を構築し、自信を持って、株主・投資家をはじめとするステー
クホルダーの皆さまへ示していくことです。私はリスクを見
極めつつ、「はたらいて、笑おう。」の実現への果敢なチャレン
ジを後押しする社外取締役でありたいと思います。

山内 　AIが浸透すればするほど、人材の価値も高まりま
す。はたらくことに関わるビジネスを総合的に展開するパーソ
ルグループは、ほかにはない可能性を秘めた稀有な存在で
す。その可能性を真の企業価値へつなげていくことが、経営
陣の責任であり使命です。執行陣と力を合わせて、社外取締
役としてパーソルグループの企業価値の最大化に貢献してい
きます。

新任社外取締役メッセージ

　このたび、社外取締役として、「雇用の創造、人々の成
長、社会貢献」を経営理念とする、パーソルグループの取
締役会に参画できることを光栄に思います。
　私は長い間、社会のインフラを担う航空会社の営業責任
者として、お客さまの利便性と地域の貢献に取り組んでまい
りました。その経験から、社会基盤、経済活動を支える事業
の重要性を強く認識しております。近年は複数の企業の社
外取締役を務め、社会に貢献して発展することを指標として
各社の企業経営に取り組んでおります。こうしたさまざまな
経験と知見をもとに、社外取締役および、監査等委員とし
て、実効的な監査、監督責務へ真摯に取り組み、企業価値の
向上と「はたらいて、笑おう。」の実現に貢献してまいります。

社外取締役　菅谷 とも子
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リスクマネジメント

　パーソルグループが、グループビジョンである「はたらいて、笑おう。」を実現するために
は、お客さまからの信頼を獲得した上で、世の中に価値を提供し続けることが必要です。私
は、その信頼獲得や、世の中に価値を継続して提供する土台として、コンプライアンスやリ
スクマネジメントを位置づけています。特に、現代は、社会環境、経済状況、技術革新といっ
た外部環境の変化が著しく、また、企業に期待される社会的責任もますます高度化している
ため、法令やソフトローの制定・改定も頻繁に行われます。これらの変化に対し、その背景や
本質をしっかりと把握・理解した上で、必要な対応を考え、体制を構築して取り組みを継続す
ることが、お客さまからの信頼の礎になると考えます。このたび、こうした重要な機能を担う
CLO/CROに就任し、改めてその責任と意義の大きさを実感しています。
　2024年度は、グループ全体のリスクマネジメント活動を高度化するため、より中長期目線
で、外部・マクロ環境を取り込んだリスク評価手法を取り込みました。2025年度は、かかる評
価手法をより洗練させると同時に、「攻め」と「守り」の両面からリスクマネジメント活動を行え
るようにすることが、取り組むべき課題と考えております。すなわち、リスクと機会の両面から
分析・検討を行い、リスクを「避けるべきもの」としてだけではなく「一定の範囲で取るべきも
の」としてとらえてコントロールできるフレームワークの実装を進めていきます。
　同時に、継続的に掲げているグループ重要リスクに対しては、対策の有効性をモニタリン
グし、実効性の向上に向けた活動を継続します。
　今後も、リスクマネジメント活動を通じて、お客さまをはじめとするステークホルダーの皆
さまに、パーソルグループのサービスを安心してご利用いただける環境を提供するととも
に、派遣スタッフの皆さまや社員が誇りをもってパーソルグループではたらくことができる
よう環境を整えてまいります。経営陣の一員として、代表取締役社長CEOはじめグループ
経営陣と連携し、コンプライアンスやリスクマネジメントの観点から経営判断を力強く支
え、持続的な企業価値の創造・向上を推進してまいります。

リスクマネジメント

基本的な考え方
　パーソルグループでは、リスクマネジメント活動を、リスク発現時の損失や被害を最小限にと
どめるだけでなく、グループの企業価値を維持·向上するために必要な活動と位置づけていま
す。この考えのもと、海外を含むグループ共通の「グループリスク管理規程」を定め、能動的にリ
スクコントロールを行っています。また、「グループクライシスマネジメント規程」を定め、リスク
発現時に迅速かつ適切に対応できるよう備えています。
　パーソルグループを取り巻く環境がより一層変化のスピードを増していることから、リスクマ
ネジメント活動を絶えず見直し、向上に努めています。

リスクマネジメント体制
　パーソルグループでは、「３線モデル」を導入の上、グループ横断の「リスクマネジメント委員
会」を中心としたリスク管理体制を構築しています。
　当委員会は、代表取締役社長CEOの補佐機関であるHMC（Headquarters Management 
Committee）の下部組織として四半期ごとに開催します。また、委員は代表取締役社長CEOを
はじめとしたグループ経営陣幹部ならびにSBUおよびFUの内部統制推進責任者で構成され、
議長はCLO/CROが務めます。当委員会では後述する「グループ重要リスク」をはじめとするグ
ループのリスク管理全般を審議し、その活動状況を定期的に取締役会へ報告しています。

執行役員 CLO/CRO（Chief Legal Officer / Chief Risk Officer）
菅 奈穂　

攻めと守りの両輪でリスクをマネジメントし、
持続的な価値創出を支える

取締役会／監査等委員会

HMC ／リスクマネジメント委員会事務局（グループリスク管理統括部署）

第 1 線 第 2 線

リスクが発生する現場として
リスクコントロールを行う

リスク管理に対する
監督・助言を行う

グループ各社
事業部門

財務（CFO）
IT・セキュリティ（CIO/CDO）

人事（CHRO）
GRC（CLO/CRO）
総務購買管掌役員
SBU/FU 管理部門

独立した立場で合理的な
保証を与える

内部監査部門
（PHD 内に設置）

第 3 線

パーソルグループのリスクマネジメント体制図

※ �PHD：パーソルホールディングス、CFO：Chief Financial Officer、CIO/CDO：Chief Information Officer/Chief Digital 
Officer、CHRO：Chief Human Resources Officer、GRC：ガバナンス・リスク・コンプライアンス、CLO/CRO:Chief Legal 
Officer/Chief Risk Officer

CLO/CROメッセージ
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リスクマネジメント

リスク管理のプロセス
　パーソルグループでは、グループの経営状況や経営戦略に照らし、特に重要性の高いリスクを

「グループ重要リスク」として選定しています。グループ重要リスクは、「影響度」と「発生可能性」
によるリスク評価と、社会からの期待や関心を加味して選定しています。
　選定されたグループ重要リスクは、パーソルホールディングスの執行役員をリスクオーナー

（リスクの最終的な説明責任を負う者）として設定した上で、リスクマネジメント委員会でリスク
対応の計画、進捗および効果を確認し、年次で見直しを図るマネジメントサイクルを実践してい
ます。

重要リスク リスク内容 リスク対応策の状況 リスクオーナー

IT関連リスク
（個人情報漏えい、
システム障害等）

 �外部攻撃（ランサムウェアなどのサイバー攻撃）や、内部不正／過失による情報漏えいが生
じ、ブランドイメージ毀損、サービス利用者の離脱、さらには損害賠償請求が生じる

 パーソルグループのネットワークやシステムに対するセキュリティ対策の実装
 パーソルグループのCSIRT（PERSOL-SIRT）の設置
 �従業員向けセキュリティ教育や標的型メール訓練、セキュリティインシデント対応訓練の実施
 グループ共通のセキュリティ・ルールの整備と、順守状況の確認
 外部サービスや委託先に対するセキュリティ水準の確認

CIO/CDO

 �自然災害・サイバー攻撃、機器／外部サービスの障害、操作ミスなどにより、パーソルグ
ループの提供サービスや、主要な機能が遅延・停止する

 障害発生時の体制・報告フローの整備、障害対応訓練の実施
 耐障害性を向上させるIT環境の検討・改修・構築 CIO/CDO

企業買収投資に伴うリスク  関係会社株式の評価替えやのれんの減損損失等が発生する
 投下資本に対し想定したリターンが得られない

 「投資委員会」による重要投資案件の審議
 過去の投資案件に対する事業進捗・投資効果のモニタリング CFO

プライバシー侵害リスク
 不適切な個人情報の取り扱いにより、行政処分、訴訟・トラブル、SNS炎上を引き起こす
 �データ提供者の不利益または不信感を招くことにより、サービス利用者の離脱増加や企業
イメージが低下する

 パーソルグループの「パーソナルデータ指針」および「パーソルグループAI基本方針」の制定・公表
 「グループプライバシーガバナンス審議会」によるグループ方針・対策の審議
 新規サービス・施策企画に対し、プライバシー観点での事前審査
 従業員向けプライバシー教育の実施
 AI活用におけるパーソナルデータの適切な取り扱いの確保に向けた体制強化

CLO/CRO

自然災害等の有事に関する
事業継続リスク

 �地震などの自然災害やパンデミック等の発生により、従業員の安全確保・行動制限や、その
他会社資産の棄損が生じ、事業が中断する
 �企業活動における不祥事や事故により、パーソルグループの社会的信用の失墜やブランド
イメージの毀損等につながる

 緊急対策本部機能の強化（冗長化やテクノロジーの活用など）
 BCPの策定と継続的な見直し・改善の実施
 定期的な訓練実施によるBCM有効性の検証
 甚大な影響を及ぼすリスクシナリオに対する、対応方針の整備

CLO/CRO

人権侵害に関するリスク
 �国際的な規範に沿った人権尊重の取り組みや仕組みの構築が不十分なことにより、取引機
会の損失やブランドイメージ毀損等につながる

 �人権侵害の発生により、各国における行政罰やパーソルグループの社会的信用の失墜、  
ブランドイメージの毀損等につながる

 「パーソルグループ人権方針」の制定・公表
 人権デュー・ディリジェンスの運用
 人権に関する役員向けの研修およびパーソルグループ全従業員向けの研修の実施
 �救済メカニズムの構築等、体制整備に向けた取り組みの推進

CLO/CRO

景気変動によるマクロ経済の
変化に関するリスク

 �景気後退に伴う新規人材需要の減少や既存の顧客企業における業務縮小・経費削減等によ
り、人材需要が大きく減退する  期初段階から景気悪化時シナリオを用意し、コスト管理を実施 CFO

気候変動に伴うリスク
 �温室効果ガスの影響により気温が上昇し、パーソルグループのビジネスに悪影響が生じる
ことや、コスト増につながり財務的影響が生じる
 �気候変動に対して十分な取り組みを行わないことにより、ブランドイメージの毀損や取引機
会の損失につながる

 2030年に向けた「カーボンニュートラル」の宣言に基づく温室効果ガス排出量の削減 総務購買管掌役員

2025年度グループ重要リスクの概要

   �年間の活動実績の振り返りや、 
リスク評価の変動状況をもとに、 
グループ重要リスクや 
翌年度の活動方針の 
見直し・改善を検討

グループ重要
リスク管理の

PDCA サイクル

見直し・改善

モニタリング
グループ重要
リスクの選定

各組織での
   リスクの

    棚卸・評価

リスクへの
対応

ACT

C
H

E
C

K

DO

PLANPLA
N

  �グループ共通のリスク評価基準 
（影響度・発生可能性・脆弱性）を用いて、 
SBU および FU ならびにパーソルホー
ルディングスの各機能本部にてリスク
の特定・評価を実施

 �リスクオーナーより 
定期的にリスクの対応状況を報告し、 
対策の進捗や効果を確認

 �立案したリスク対応計画に沿って、 
各リスク対応部署でのリスク対応を実施

 �洗い出されたリスクから、 
パーソルグループの経営状況や 
経営戦略に照らし、 
特に重要性の高いリスクを 
グループ重要リスクとして選定

 �各グループ重要リスクに 
役員をリスクオーナーとして 
設定し、対策を立案
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情報セキュリティ

情報セキュリティ

基本的な考え方
　パーソルグループは、お客さまおよび自らの情報資産をあらゆる脅威から守り、そのために必
要な情報セキュリティの確保に取り組み、継続的かつ安定的にサービスを提供することが企業
の社会的責任であると認識しています。これらを実現するために「パーソルグループ情報セキュ
リティ基本方針」を定めています。

情報セキュリティマネジメント体制
　パーソルグループでは、情報セキュリティ基本
方針に基づき定めた情報セキュリティに関する規
程に沿って、パーソルホールディングスにグループ
情報セキュリティ統括部門を設置し、グループ全
体のセキュリティ推進を行っています。
　また、各SBUおよびFU※の中核会社に設置され
た情報セキュリティ統括部門が各SBUおよびFU
のセキュリティ推進を行うとともに、各社において
も情報セキュリティマネジメント体制を構築し、グ
ループを横断した体制を整備しています。
※ SBU:Strategic Business Unit、FU:Function Unit

セキュリティインシデントへの対応
　パーソルグループでは、セキュリティインシデント※1が発生した場合、CSIRT（シーサート）※2を
立ち上げ、早期収束を目指すとともに再発防止策を講じています。セキュリティインシデント発
生時には、当該インシデントの発生部署からグループ各社の情報セキュリティ部門に速やかに報
告され、その種類や影響の程度に応じてグループ情報セキュリティ統括部門にも報告されます。
グループ情報セキュリティ統括部門は、経営陣と連携してパーソルグループ全体で適切な対応
を行うための体制を整備しています。

　パーソルホールディングスの代表取締役社長が特に重
大な危機と判断した場合は、緊急対策本部を設置しグ
ループを横断して対応するとともに、お客さま、関係省庁
その他関係者に対して適切な報告および情報提供を行
います。なお、個人情報漏えいなどのパーソナルデータに
関係するインシデントが発生した際は、パーソルホール
ディングスのプライバシー保護最高責任者が最終的な対
応責任者として事故対応や対外的な説明について判断
を行います。
※1 �セキュリティインシデント：マルウェアの感染や不正アクセス、機密情報の流出など
※2 �CSIRT（Computer Security Incident Response Team）：セキュリティ上の問題として捉えられる事象であるインシデン

トが発生した際に対応するチーム

情報セキュリティ対策
　パーソルグループは、情報漏えいをグループ重要リスクのひとつとして、ランサムウェアをは
じめとするサイバー攻撃を検知・防御するためのリスク対策の強化に努めています。サイバー攻
撃やマルウェアの侵入などに対応するため外部からの不正アクセスを防止するシステムを導入
し、監視を実施しています。また、定期的に外部公開サイトの脆弱性診断を実施し、脆弱性を発見
した場合は改善対応を行っています。
　さらに、生成AIの業務活用が進む中で、入力内容からの意図しない情報流出や、生成結果に含
まれる誤情報の利用、プロンプトインジェクションなどの悪意ある操作といった、新たなリスクへ
の対応が求められています。当社では、生成AIに伴うリスクを適切に管理するため、ガイドライン
や各種レビュー・検証体制といった運用面の整備に加え、セキュリティ監視においてAIを含むさ
まざまな技術を利用することによる脅威検知・予測分析を強化していく予定です。
※ 運用面のリスク対応についてはP.54「データガバナンスの強化」をご参照ください。

教育・啓発
　情報漏えいのリスク対策の一環として、契約社員を含むすべての従業員が情報資産を適切に取
り扱えるよう、入社時の研修に加えて、定期的に研修や訓練、テストなどを実施しています。また、セ
キュリティの考え方や情報漏えい事故の事例なども共有し、従業員の意識の向上を図っています。

情報セキュリティ基本方針についてはWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/corporate/governance/security/

責任者

各部署

責任者
連
携

グループ情報セキュリティ統括部門

SBU/FU情報セキュリティ統括部門

責任者 責任者
情報セキュリティ点検部門 情報セキュリティ部門

任命・指揮・監督

任命・指揮・監督

任命・指揮・監督 任命・指揮・監督

点検・指導・是正指示 支援・教育・相談

報告

報告

報告

報告

パーソルグループ
パーソルホールディングス

中核会社

グループ各社

SBU/FU

経営陣 取締役会

SBU/FU長

社長

方向づけ方向づけ

方向づけ方向づけ

外部機関
・組織

（日本シーサート
協議会など）

全社方針・支援
SBU/FU、グループ各社

パーソルグループ
緊急対策本部

本部員
（執行役員・機能本部長）

緊急対策
本部長

事務局
（リスク管理部署）

連携

連携CSIRT（シーサート）

IT部門

情報セキュリティ
部門

広報部門

法務部門

報告、要請
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クライシスマネジメント

基本的な考え方
　パーソルグループでは、グループの経営や事業活動に重大な影響を与える危機発生時に、影
響を最小限にとどめるとともに早期の収束を目的として、「グループクライシスマネジメント規
程」を制定の上、クライシスマネジメントの強化に努めています。
　また、パーソルグループでは、自然災害などの有事に対する考え方として、従業員・派遣スタッ
フの安全や生活を最優先事項と位置づけています。

危機発生時の体制・報告フロー
　大規模自然災害、コンプライアンス違反、サイバー攻撃などのインシデントが発生し、危機と
判断した場合、各インシデントの管掌部署からHMC構成員およびパーソルホールディングスの
グループリスク管理統括部署に速やかに情報が共有され、インシデントの種類や影響の程度に
応じた適時適切な対応を行います。なお、パーソルホールディングスの代表取締役社長CEOが
特に重大な危機と判断した場合、パーソルホールディングスに緊急対策本部を設置します。緊急
対策本部は、危機の種類に応じた専門対応チームにより構成され、グループ横断的に対応すると
ともに、ステークホルダーの皆さまに対して適切な情報開示を行います。

クライシスマネジメント

巨大地震などの自然災害に対する取り組み
　首都直下地震や南海トラフ地震などの巨大地震を想定し、発災時の初動対応を迅速かつ効率
的に行うために、従業員の安否情報や被災地域の拠点情報を自動収集するシステムなど、ITを
活用した被災情報収集の仕組みを整備しています。また、年次で安否確認システムを利用した、
グループ全従業員の応答訓練と、緊急対策本部による被災状況把握・情報伝達フローを確認す
るための訓練を実施しています。さらに、首都圏が機能不全に陥る可能性を考慮し、大阪に緊急
対策本部のバックアップ機能を配置し、定期的な訓練を行うことで事業継続体制の構築・維持に
努めています。
　また、給与支払い業務を対象とした事業継続計画を策定するとともに、定期的な訓練実施を通
じて、危機発生時でも派遣スタッフを含む従業員の生活基盤を維持できるよう備えています。
　なお、APAC地域においては、自然災害のみならず、政治的・社会的情勢の不安定化や戦争、テ
ロなどを想定し、日本からの駐在員を含む現地従業員の安全対策・教育、医療支援を実施すると
ともに、有事の際の安否確認ルールを策定するなど、従業員の安全と健康を守るための取り組
みを行っています。また、定期的な事業継続計画の見直しと訓練の実施による対応の強化を進
めています。

危機発生時の情報共有・対応フロー（緊急対策本部設置時）

取締役会 HMC 構成員 緊急対策本部事務局 
各機能本部

インシデント発生会社・
SBU および FU

報告受領
事実確認・原因調査・対応方針検討・実行

情報開示・ステークホルダーコミュニケーション

再発防止

報告 報告 インシデント発生

パーソルホールディングス危機管理体制（例：大規模自然災害発生時）

SBU および FU 緊急対策本部

報告・要請全社方針・支援

緊急対策本部長（CEO） 事務局（グループリスク管理統括部署）

人事 情報システム 広報施設・設備 経理・財務 法務

本部員（執行役員・機能本部長）

緊急対策本部

専門対応チーム
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コンプライアンス

基本的な考え方
　パーソルグループでは、コンプライアンスを「社会からの要請や期待に応え、誠実に事業活動
を行っていくこと」と考えます。この考えを実現するため、国内外のパーソルグループ全役職員
を対象とする「パーソルグループ行動規範」を制定し、コンプライアンスに基づく基本行動を定
めています。私たちは、お客さまや社会から信頼される存在であり続けるために、この行動規範
に基づき、高い倫理観を持って誠実に行動します。

コンプライアンス推進体制
　パーソルグループでは、パーソルホールディングスにコンプライアンス統括部署を設置し、グ
ループ全体のコンプライアンス推進活動やモニタリングを実施しています。
　また、各SBUおよびFUの中核会社で任命する「内部統制推進責任者」がグループ各社を支援
することで、コンプライアンスの浸透を図っています。

コンプライアンス

パーソルグループ行動規範はWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/corporate/governance/
compliance/code_of_conduct.html

役職員のコンプライアンス意識向上への取り組み

内部通報制度
　パーソルグループでは、コンプライアンス違反行為の早期発見および迅速な是正対応を図る
ため、国内外で内部通報制度を導入しています。この制度では、通報者の個人情報を含む通報
内容を機密情報として厳格に管理するとともに、通報者に対する不利益取扱いを固く禁止して
います。その上で、本制度に基づき設置する内部通報窓口の周知のため、イントラネットへの掲
示、研修などさまざまな取り組みを実施しています。
　国内では、2024年度の内部通報制度認知率は90％、通報件数は61件（公益通報者保護法上
の公益通報に該当しない案件を含む）で、主な通報は労務や経費精算に関するものでした。各社
の内部通報担当者の教育を行うことで、内部通報制度で受け付けた通報への適切な調査および
対処を行いました。
　海外でも、内部通報制度に関する周知・啓発施策を継続的に行い、役職員が安心して内部通
報窓口を利用できる環境の整備を進めています。

「コンプライアンス・ハンドブック」は、役職員一人ひとりが「パーソルグループ行動規範」への理解を
深め、本規範に基づいた判断や行動を行えることを目的に、国内外のパーソルグループ全役職員に
周知するものです。本ハンドブックでは、パーソルグループにおけるコンプライアンスの重要性や、
行動規範に基づいた具体的な行動を明示しています。

コンプライアンス・
ハンドブック

国内外のパーソルグループ全役職員を対象に定期的なコンプライアンス研修を実施するほか、グ
ループ各社においても各々の事業や地域に即した教育・研修プログラムを実施することで、コンプ
ライアンスに対する意識の向上を図っています。2024年度の国内の全役職員向けコンプライアン
ス研修では、受講対象者39,914人に対し、研修受講率は、99.4%でした。また、海外グループ会社で
も、全役職員を対象に行動規範の周知・浸透を含めたコンプライアンス、人権尊重、情報セキュリティ
などをテーマとしたコンプライアンス研修を実施しました。

コンプライアンス
研修

パーソルグループコンプライアンス研修（国内グループ対象）
名称 内容 2024年度実績

全役職員向け
コンプライアンス研修 パーソルグループの全役職員に実施する研修（年1回） 受講率：99.4%

新卒者研修 新卒者の入社時に実施する入社時研修 受講者数：1,993名

中途入社者研修 中途入社者に実施する入社時研修 グループ各社ごとに随時実施

新任管理職研修 マネジャー（課長級）着任時に実施する研修 受講者数：476名

コンプライアンス活動の浸透・定着状態を継続的に把握するため、国内のグループ全役職員を対象
に年1回コンプライアンス意識調査を実施しています。調査結果はパーソルホールディングスで分
析・評価し、経営層やSBUおよびFU中核会社のコンプライアンス部門にコンプライアンス指標とし
て報告の上、コンプライアンス体制や推進活動の見直し・改善につなげています。

コンプライアンス
意識調査の実施

パーソルホールディングス

報告
報告 報告

指示指示 教育

相談報告・相談 報告・相談

連携・支援

内部通報

連携・支援

SBUおよびFU
中核会社

グループ各社※

※ グループ各社には、パーソルホールディングス、SBUおよびFU中核会社も含む
※ CLO/CRO: Chief Legal Officer/Chief Risk Officer
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https://www.persol-group.co.jp/corporate/governance/compliance/code_of_conduct.html
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財務戦略の概要と進捗

財務ハイライト

財務ハイライト
2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度

損益状況（会計年度）※1

売上高 970,572 950,722 1,060,893 1,223,967

売上総利益 213,991 201,413 240,837 282,643

販売費及び一般管理費 174,905 175,688 192,694 229,581

営業利益 39,085 25,724 48,143 53,061

経常利益 39,361 28,453 49,484 53,693

EBITDA※2 56,356 43,170 67,150 76,417

親会社の所有者に帰属する当期利益※5 7,612 15,341 31,906 20,578

キャッシュ・フロー状況（会計年度）※1 

営業活動によるキャッシュ・フロー 28,592 36,805 50,692 52,796

投資活動によるキャッシュ・フロー  17,576  13,188  7,057  22,504

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,987  17,973  21,145  38,268

財政状態（会計年度末）※1 

総資産 370,993 381,179 425,110 442,159

現金及び現金同等物 78,037 82,991 106,558 99,658

借入金残高 51,028 42,264 41,466 41,539

株主資本 154,792 159,539 184,579 180,366

1株当たり情報※1 

親会社株主に帰属する当期純利益（EPS）（円） 32.76 66.50 138.51 89.61

現金配当額（円） 30 26 42 61

配当性向 91.6% 39.1% 30.3% 68.1%

その他財務データ※1

売上総利益率 22.0% 21.2% 22.7% 23.1%

営業利益率 4.0% 2.7% 4.5% 4.3%

経常利益率 4.1% 3.0% 4.7% 4.4%

EBITDAマージン 5.8% 4.5% 6.3% 6.2%

投下資本利益率（ROIC※3） 13.8% 9.2% 14.2% 15.3%

株主資本利益率（ROE※4 ※5） 5.0% 10.1% 18.9% 11.2%

設備投資 13,383 12,553 11,703 14,293

減価償却費 9,466 10,760 12,150 16,059

※1 2022年度第1四半期より、資産除去債務の会計処理を変更したため、2021年度の業績に遡及適用しています（以下、同様）。
※2 EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却額
※3 ROIC（JGAAP）＝のれん等償却前税引後営業利益／投下資本（=事業資産－事業負債）
　　ROIC（IFRS）＝税引後営業利益／投下資本（=資本合計＋有利子負債（リース除く））の期首・期末平均
※4 ROE（JGAAP）＝親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本
　　ROE（IFRS）＝親会社の所有者に帰属する当期利益／親会社の所有者に帰属する持分の期首・期末平均
※5 2022年度は、JGAAPでは123億円、IFRS基準では129億円の減損損失をそれぞれ計上しています。

※6 �調整後EBITDA＝営業利益＋減価償却費（使用権資産の減価償却費のうち家賃等相当額を除く）＋（－）未払有給休暇の増額（減額）           
＋株式報酬費用－（＋）その他の収益（費用）－（＋）その他恒常的でない収益（損失）

※7 IFRS導入に伴い、JGAAPの株主資本を、親会社の所有者に帰属する持分に変更しています。
※8 �2023年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき10株の割合で株式分割を行いました。2022年度、2023年度ともに当該株式分

割が行われたと仮定して換算しています。

（単位：百万円）JGAAP IFRS
2022 年度 2023 年度 2024 年度

損益状況（会計年度）

売上収益 1,242,611 1,327,123 1,451,238

売上総利益 281,859 301,161 332,128

販売費及び一般管理費 225,479 247,395 274,153

営業利益 42,754 52,065 57,426

調整後 EBITDA ※6 75,277 72,287 78,340

親会社の所有者に帰属する当期利益※ 5 22,761 29,971 35,871

キャッシュ・フロー状況（会計年度）

営業活動によるキャッシュ・フロー 68,980 77,753 68,854

投資活動によるキャッシュ・フロー  22,787  19,000 △ 29,765

財務活動によるキャッシュ・フロー  41,779  53,803 △ 63,878

財政状態（会計年度末）

総資産 488,728 518,730 539,746

現金及び現金同等物 101,233 108,369 82,818

有利子負債 51,539 34,144 30,300

親会社の所有者に帰属する持分※ 7 169,670 192,349 189,633

1 株当たり情報※8

調整後 EPS（円） 17.22 17.03 18.50

現金配当額（円） 6.1 8.6 9.5

調整後 EPS による配当性向 (%) 35.4 50.5 51.4

その他財務データ

売上収益総利益率 22.7% 22.7% 22.9%

売上収益営業利益率 3.4% 3.9% 4.0%

調整後 EBITDA マージン 6.1% 5.4% 5.4%

投下資本利益率（ROIC※3） 12.7% 15.1% 16.6%

株主資本利益率（ROE※4※5） 13.6% 16.6% 18.8%

設備投資 14,293 16,239 20,108

減価償却費（使用権資産の減価償却費の
うち家賃等相当額を除く） 14,056 12,554 13,965
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売上高（JGAAP）・売上収益（IFRS）

950,722
1,060,893

1,223,967 1,242,611
1,327,123

1,451,238

（百万円）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

15,341

31,906

20,578

29,971

35,871

22,761

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

（百万円）

201,413
240,837

282,643 281,859
301,161

332,128

（百万円）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

（円）

10.10

17.16 17.85 18.50
17.0317.22

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

43,170

67,150
76,417 75,277 72,287

78,340

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

（百万円）

4.5%

6.3% 6.2% 6.1% 5.4% 5.4%

（百万円）

53,061 52,065
57,426

42,754

3.4%

48,143

3.9% 4.0%25,724 4.5%

4.3%

2.7%

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

売上総利益 EBITDA・調整後EBITDA／EBITDAマージン・
調整後EBITDAマージン※1 ※2 ※3

営業利益／営業利益率

 営業利益  営業利益率
 EBITDA・調整後EBITDA

  EBITDAマージン・調整後EBITDAマージン

調整後EPS※5親会社株主に帰属する当期利益 ※4 1株当たり配当金※5 

6.1 6.1

4.2

2.6

9.5
8.6

（円）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

24.5

25.7

51.450.5

35.4

34.2

（%）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

調整後EPSによる配当性向※5
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442,159
488,728

425,110
381,179

539,746
518,730

（百万円）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

（%）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

9.2

14.2 15.3

12.7

15.1
16.6

（%）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

11.2

13.6

18.9

10.1

16.6
18.8

投下資本利益率（ROIC※6） 株主資本利益率（ROE※4 ※7）

（百万円）

184,579

159,539

189,633192,349
180,366

169,670

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

株主資本（JGAAP）・
親会社の所有者に帰属する持分（IFRS）※8

総資産

46,193

30,291

43,634

23,616

39,089

58,753

（百万円）

2021
年度

2020
年度

2022
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

JGAAP IFRS

フリーキャッシュ・フロー

※1 �EBITDA = 営業利益+減価償却費+のれん償却費
※2 �調整後EBITDA＝営業利益＋減価償却費（使用権資産の減価償却費のうち家賃等相当額を除く）＋（－）未払有給休暇の増額（減額）＋株式報

酬費用－（＋）その他の収益（費用）－（＋）その他恒常的でない収益（損失）
※3 �JGAAPにおいては、EBITDAおよびEBITDAマージンの数値を、IFRSにおいては調整後EBITDAおよび調整後EBITDAマージンの数値を

記載しています。
※4 �2022年度は、JGAAPでは123億円、IFRS基準では129億円の減損損失をそれぞれ計上しています。
※5 �2023年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき10株の割合で株式分割を行いました。2020年度～2022年度（JGAAP）および

2022年度、2023年度(IFRS)の数値は、当該分割が行われたと仮定して換算して記載しています。
※6 �ROIC（JGAAP）＝のれん等償却前税引後営業利益／投下資本（=事業資産－事業負債）
　　�ROIC（IFRS）＝税引後営業利益／投下資本（=資本合計＋有利子負債（リース除く））の期首・期末平均
※7 �ROE（JGAAP）＝親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本
　　�ROE（IFRS）＝親会社の所有者に帰属する当期利益／親会社の所有者に帰属する持分の期首・期末平均
※8 IFRS導入に伴い、JGAAPの株主資本を、親会社の所有者に帰属する持分に変更しています。
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非財務データ 環境

気候変動
バウンダリ 単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

GHG
排出量
※1

Scope1 ＋ 2（マーケット基準）
排出量合計

グループ
※2,4,5

t-CO2

25,698 29,710 25,235 27,479

Scope1 ※3 12,721✓ 16,617✓ 18,639 ✓ 21,116 ✓

Scope2（ロケーション基準） 12,881✓ 13,782 ✓ 12,448 ✓ 12,294 ✓ 

Scope2（マーケット基準） 12,977✓ 13,093 ✓ 6,596 ✓ 6,363 ✓ 

排出原単位（Scope1 ＋ 2）※6
t-CO2 /

売上
10 億円

24.2 24.3 19.0 18.9

Scope3 排出量合計※7

t-CO2

9,645 ✓ 327,223 ✓ 216,302✓ 503,504 ✓

カテゴリ 1：�
購入した製品・サービス

ー 288,657✓ 144,987✓ 400,174 ✓

カテゴリ 2：資本財 ー ー 30,682 ✓ 68,423 ✓

カテゴリ 3：
Scope1,2 に含まれない燃料及
びエネルギー活動

ー 4,758 ✓ 5,209 ✓ 7,591✓

カテゴリ 4：
上流の輸送・配送

ー 3,292 ✓ 551✓ 828 ✓

カテゴリ 5 ※7：廃棄物 1,154 ✓ 3,038 ✓ 3,934 ✓ 3,955 ✓

カテゴリ 6 ※7※8：出張 601✓ 1,575 ✓ 1,490 ✓ 5,665 ✓

カテゴリ 7 ※8：通勤 7,889 ✓ 8,408 ✓ 11,091✓ 16,868 ✓

カテゴリ 9：
下流の輸送・配送

ー 35 ✓ 18 ✓ ー

カテゴリ 11：
販売した製品の使用

ー 17,430 ✓ 18,311✓ ー

カテゴリ 12：
使用者による製品の廃棄時の
輸送、処理

ー 30 ✓ 29 ✓ ー

エネルギー
消費量

ガソリン等 グループ 百万 kWh 48.3 66.9 77.4 87.4

電気使用量（うち再生可能エネル
ギー／グリーン電力）

グループ 百万 kWh 26.5
（ー）

28.8
（2.7）

24.3
（3.8）

25.0
(6.9)

エネルギー消費量合計 グループ 百万 kWh 74.8 95.7 101.8 112.4

バウンダリ 単位 2022年度 2023年度 2024年度

廃棄物・
リサイクル量

リサイクル廃棄物（資源ごみ
～紙類・ビン・缶・ペットボ
トル）

※1 t 38.6 55.8 151.5

非リサイクル廃棄物
（その他一般廃棄物） ※1 t 133.2 148.3 87.9

非リサイクル廃棄物
（産業廃棄物）
（うち特別管理廃棄物（廃油））

※2 t
557.0

(1.4)
671.5

(1.5)
1.9

（0.6）

廃棄物排出量合計※5 ー t 728.8 875.6 241.3

水使用量・
排水量 上水道使用量 ※3 m3 10,337 10,850 12,054

原材料使用量 コピー用紙使用量 ※4 t 209 201 186

グリーン購入率 グリーン購入率 ※4 % 33.7 33.9 31.5

※1 �集計対象拠点の見直しを行い、2024年度からバウンダリを変更しています。
集計範囲は主要オフィスである南青山ビル、グランフロント大阪、TS池袋、麻布台ヒルズ 森JPタワー（2024年度～)、新宿三井ビル

（2024年度～)
※2 集計対象拠点の見直しを行い、2024年度からバウンダリを変更しています。

集計範囲はパーソルファクトリーパートナーズ（福島・宮崎・米子）（～2023年度）、パーソルクロステクノロジー、パーソルコミュニケー
ションサービス（2024年度～）

※3 集計範囲は主要オフィスである南青山ビル ·TS池袋
※4 集計範囲は単体および国内グループのうち、パーソルホールディングスにて購入している間接材の一部を対象としています。
※5 2022年度および2023年度の廃棄物排出量合計において、特別管理廃棄物量（廃油）をダブルカウントしていたため数値を修正しました。

汚染防止と資源循環

※1 �算定した排出量の正確性·信頼性を確保するため、温室効果ガス排出量実績の✓を付した数値について、2021年度、2022年度はソコテッ
ク·サーティフィケーション·ジャパン株式会社、2023年度、2024年度はLRQAリミテッド社による第三者保証を受けています。

※2 �Scope1·2·3：2024年度より海外連結子会社をScope3の対象に加え、パーソルホールディングスおよびすべての連結子会社が所有·管
理する拠点ならびにサプライチェーンからのGHG排出量を算定しています。ただし、サプライチェーン活動量の一部であるカテゴリ5·6·7
については、Programmedのデータ精度向上を進めているため、2024年度の集計対象範囲からは除外しています。

※3 �Scope1：24年度の非エネルギー起源GHGおよび非常用発電機の稼働に伴うGHG排出量（0.06t-CO2eq）は、Scope1およびScope2
の合計排出量の0.01％未満と非常に軽微であるため、算定対象外としています。

※4 �Scope3（カテゴリ9·11·12）：パーソルの事業とGHG排出との関連性（影響や量）を鑑み、2024年度より算定対象外としています。
※5 �合計は、各項目で表記されない少数点以下の値も含んだ集計結果を示しており、表内の数値の合計と一致しない場合があります。
※6 �2023年度よりIFRS基準ベースの売上収益をもとに算出しています。
※7 カテゴリ5は一般廃棄物量を面積推計から人数推計へと変更したことに加え、産業廃棄物量については集計範囲を拡大しています。
※8 カテゴリ6·７は国内データの集計範囲を拡大したため増加しています。
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非財務データ 社会

単位 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

連結従業員数※1 合計 人 53,227 59,268 66,944 72,905 78,119

雇用別※1※2
就業員数 人 47,901 53,049 60,183 65,730 71,570

臨時雇用者数（契約社員・派遣社員） 人 5,326 6,219 6,761 7,175 6,549

SBU別※3

Staffing SBU 人 28,621 31,902 35,277 33,051 34,776

BPO SBU 人 ー ー ー 9,431 12,036

Technology SBU 人 11,138 11,788 12,574 8,460 9,747

Career SBU 人 4,291 4,554 5,553 6,935 7,048

Asia Pacific SBU 人 6,358 7,536 9,277 10,313 8,636

R&D Function Unit・ホールディングス・直轄会社 人 2,819 3,488 4,263 4,715 5,875

世代別※4

20 代以下 % 30 29 29 30 29

30 代 % 32 33 33 33 34

40 代 % 25 25 24 23 22

50 代 % 11 11 11 12 12

60 代以上 % 2 2 2 2 2

取締役数

合計 人 9 9 9 9 9

男／女 人 8/1 8/1 8/1 7/2 7/2

女性比率 % 11 11 11 22 22

管理職数※5

合計 人 2,509 2,404 2,824 3,193 3,027

男／女 人 1,998/511 1,886/518 2,134/690 2,377/816 2,191/836

女性比率 % 20 22 24 26 28

従業員数※4 ※5

合計 人 28,983 30,081 33,206 36,993 39,127

男／女 人 15,741/13,242 16,405/13,676 17,984/15,222 19,905/17,088 21,130/17,997

女性比率 % 46 45 46 46 46

社員エンゲージメント状況

エンゲージメント指標※6 % 63 67 71 74 73

ビジョン共感指標※4 ※7 % 76 77 79 80 85

マネジメント指標※4 ※8 % 58 62 65 64 65

キャリアオーナーシップ指標※4 ※9 % ー 49 51 51 51

※1 Asia Pacific SBUを含めた数値です。 
※2 �就業員数は、パーソルグループからグループ外への出向者を除き、グループ外からパーソルグループへの出向者を含みます。臨時雇用者

数は、契約社員と派遣社員の年間平均人員数です。
※3 �BPO SBUは2023年4月に新設、Technology SBUは2023年4月にProfessional Outsourcing SBUから名称変更、R&D Function 

Unitは 2023年4月にSolution SBUから名称変更しました。
※4 �国内グループ会社を対象に集計しています（無期雇用の派遣スタッフは除く）。ただし、 国内グループ会社共通の人事管理システムの導入

が完了していない一部会社は除きます。

※5 Asia Pacific SBUおよび当社グループ各社に雇用されている派遣スタッフの正社員を除く数値です。
※6 社員の貢献意欲（対仕事・対組織）を聴取する設問（5段階評価）に、上位2段階で回答した従業員の割合です（2設問の平均値）。
※7 グループビジョン「はたらいて、笑おう。」への共感を聴取する設問（5段階評価）に、上位2段階で回答した従業員の割合です。
※8 上司への評価（成長支援・信頼）を聴取する設問（5段階評価）に、上位2段階で回答した従業員の割合です（2設問の平均値）。
※9 社員のキャリアオーナーシップ（意向・行動）を聴取する2設問（5段階評価）に、いずれも上位2段階で回答した従業員の割合です。
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単位 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

研修受講状況※10

1 人当たり研修時間
管理職 時間 14 17 18 17 14

従業員 時間 19 15 18 34 34

延べ研修時間
（必須型※11）

管理職 時間 28,840 35,061 38,993 42,015 38,702

従業員 時間 441,892 360,138 456,219 1,050,357 1,110,468

延べ研修時間
（選択型※11）

管理職 時間 645 4,262 4,138 6,579 6,734

従業員 時間 22,364 37,308 43,405 171,979 212,816

延べ研修参加者数
管理職 人 3,448 5,406 5,471 6,282 6,264

従業員 人 45,071 53,370 63,728 234,806 253,141

採用者数

新卒
合計 人 1,231 871 1,012 1,601 1,923

男／女 人 699/532 452/419 557/455 905/696 1,111/812

中途
合計 人 3,883 5,120 6,161 6,413 5,029

男／女 人 1,500/2,383 2,321/2,799 2,832/3,329 2,984/3,429 2,410/2,619

女性比率 % 57 54 53 51 49

平均年齢
合計 歳 37 37 37 37 37

男／女 歳 37/36 37/37 38/37 38/37 38/37

平均勤続年数※12

合計 年 6.8 7.2 7.0 7.2 7.1

男／女 年 7.1/6.3 7.5/6.7 7.3/6.6 7.6/6.7 7.4/6.7

男女差 年 0.8 0.8 0.7 0.9 0.7

平均残業時間 時間 16 17 17 16 14

退職者数※12

合計 人 1,966 2,410 2,625 2,809 3,276

男／女 人 1,169/797 1,421/989 1,598/1,027 1,635/1,174 1,954/1,322

女性比率 % 41 41 39 42 40

退職率※12
合計 % 8 10 10 9 10

男／女 % 8/9 10/10 10/9 9/9 10/9

※10 �2022年度までは国内グループ会社のうち、一部の個社の人事部門で実施している研修を対象に集計していましたが、2023年度より、
国内グループ会社全社の人事部門および事業部門で実施している研修を対象に集計しています。

※11 �必須型研修は特定の階層や職種にある従業員に対して受講を必須とする研修を指し、選択型研修は従業員が任意で受講可能な公募・
カフェテリア研修や資格取得支援などを指します。

※12 	無期雇用の社員を対象に算出しています。 

※本ページのデータは国内グループ会社を対象に集計しています（無期雇用の派遣スタッフは除く）。ただし、国内グループ会社共通の人事管理システムの導入が完了していない一部会社は除きます。
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単位 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

育休取得率※13
合計 % 50 55 74 78 85

男／女 % 10/95 19/93 65/84 73/84 84/86

育休復職率 ※14
合計 % 94 95 97 97 97

男／女 % 100/93 98/94 99/96 98/97 97/97

介護休職者数※15
合計 人 20 21 20 33 27

男／女 人 10/10 9/12 6/14 16/17 12/15

時短勤務者数
合計 人 913 1,032 972 1,133 1,286

男／女 人 11/902 14/1,018 8/964 12/1,121 18/1,268

複業申請承認件数※16 件 508 712 1,010 1,309 1,672

外国籍従業員数 人 459 459 507 578 666

障害者雇用状況※17
雇用数 人 1,670 1,981 2,417 2,991 3,431

雇用率 % 2.24 2.39 2.56 2.48 2.58

男女の賃金の差異※18 ※19

合計 % ー 78 75 76 75

無期雇用
総合職 % ー 90 85 85 84

限定職※20 % ー 93 95 96 110

有期雇用 % ー 83 79 80 74

リモートワーク比率※ 21 % ー 61 57 59 60

ダイバーシティリテラシー研修を受講した従業員比率 % 95 92 91 95 94

ストレスチェック受検率 % 82 82 84 86 86

高ストレス者比率※ 22 % 12.1 12.1 12.3 11.5 12.2

アブセンティーイズム（1 カ月以上の休職）※ 23
傷病 % 0.37 0.22 0.33 0.34 0.31

メンタル不調 % 1.34 1.64 1.8 2.00 2.25

プレゼンティーイズム（不調によるパフォーマンス低下）※24 % ー ー 21.8 21.2 21.1

死亡災害件数 件 0 0 0 0 0

持株会加入率 % 11 12 12 13 13

株式報酬制度対象者数 ※ 25 人 193 2,238 2,457 2,769 3,177

※13	2022年度より、当該年度中に出産（男性の場合は配偶者が出産）もしくは養子縁組開始した従業員のうち、当該年度中に育児休業および育
児目的休暇制度を利用した者の割合を算出しています（2021年度までは育児休業のみ、かつ翌年度に利用した者も含めた割合を算出）。

※14	当該年度中に育児休業を終了した従業員のうち、復職した者の割合を算出しています。 
※15	当該年度中に介護休職を開始した従業員数です。 
※16	当該年度中に承認した複業申請数です。
※17	各期6月時点の数値です。 
※18	当社グループの各社に雇用されている派遣スタッフを除く、男性社員の平均年収に対する女性社員の平均年収の割合を算出しています。

なお2022年度より、女性活躍推進法に基づき計算方法を一部見直しています。
※19	当社グループでは、採用・評価・登用等に関して、性別をはじめとする属性によらず公平な処遇を行っています。無期雇用の賃金格差について

は、短時間勤務制度の利用者の女性比率が高いこと、管理職に占める男性比率が高いことが挙げられます。グループ全体で男性の育児休業等
の利用促進や女性管理職比率の適正な引き上げに取り組み、さらなる処遇の公平化を図っていきます。有期雇用の社員の賃金格差について
は、専門職やIT・エンジニアリング系職種の再雇用者に占める男性比率が高い一方、事務系職種に占める女性比率が高いことが挙げられます。

※20	限定職社員は、地域・職務・勤務時間のいずれか1つ以上を特定する雇用区分です。
※21	週1回以上のリモートワークを実施していると回答した従業員の割合を算出しています（各期9月時点） 。
※22	 ストレスチェックの回答者のうち、高ストレス者の割合を算出しています。 
※23「傷病」は身体的な不調により連続1カ月以上休業した従業員の割合を、「メンタル不調」はメンタルヘルス不調により連続1カ月以上休業した

従業員の割合をそれぞれ算出しています。
※24	SPQ（Single-Item Presenteeism Question 東大1項目版）を使用して、「病気やけががないときに発揮できる仕事の出来を100%として、

過去4週間の自身の仕事を評価」した結果を聴取して、100%から当該結果の平均値を引いた値です（各期9月時点）。
※25	信託型株式報酬制度（BIP信託・ESOP信託）および譲渡制限付株式報酬制度の対象者数です（2020年度までは信託型株式報酬制度のみの

対象者数）。

※本ページのデータは国内グループ会社を対象に集計しています（無期雇用の派遣スタッフは除く）。ただし、国内グループ会社共通の人事管理システムの導入が完了していない一部会社は除きます。
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会社概要／株式基本情報
会社概要 ESG・サステナビリティ評価 （2025年8月31日時点）

会社名 パーソルホールディングス株式会社 （PERSOL HOLDINGS CO., LTD.）

設立 2008年10月1日

本社事業所 〒 107-0062　東京都港区南青山 1-15-5

本店所在地 〒 151-0053　東京都渋谷区代々木 2-1-1

URL https://www.persol-group.co.jp/

連結従業員数
78,119名 （2025年3月31日時点）
※ �就業員数71,570名（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ

ループへの出向者を含む）と、臨時雇用者数（契約社員、派遣社員）の年間平均人員6,549名の合計です。

グループ会社数 計148社（国内：37社／海外：111社）※2025年8月1日時点

グループ拠点数 計672拠点（国内：529拠点／海外：143拠点）※2025年2月時点

資本金 17,479百万円（2025年3月31日時点）

株式基本情報

証券コード 2181

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

決算期 3月31日

基準日 定時株主総会3月31日　期末配当金3月31日　中間配当金9月30日

単元株式数 100 株

定時株主総会 6 月下旬

株主名簿管理人
特別口座管理機関 三菱 UFJ 信託銀行株式会社

公告方法

電子公告により行います。
公告掲載 URL https://www.persol-group.co.jp/

（ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載して行います）

将来見通しに関する注意事項
　本報告書に掲載している情報には、パーソルグループの現在の計画、戦略、および将来の業績見通
しに関する記述が含まれています。こうした記述は、現在入手可能な情報に基づき、パーソルグループ
が現時点で合理的であると判断したものですが、経済動向、業界での激しい競争、市場需要、為替レー
ト、税制や諸制度などに関わる潜在的なリスクや不確実な要素を含んでいます。
　将来、公表される業績などはこれら種々の要素により、大きく変動する可能性がありますが、パーソ
ルグループは皆さまが本報告書の情報を使用されたことにより生じるいかなる損害についても責任を負
うものではありません。
　また、本報告書は株主・投資家などの皆さまにパーソルグループの経営方針、計画、財務状況など
の情報をご理解いただくことを目的としており、パーソルグループが発行する有価証券の投資勧誘を目
的としたものではございません。　

その他の評価・受賞などはWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/evaluation/

※ �MSCI 指数へのパーソルホールディングス株式会社の組み入れ、および MSCI のロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、
MSCI または関連会社によるパーソルホールディングス株式会社への後援、推奨、宣伝ではありません。MSCI 指数は、MSCI の独占的
財産です。MSCI および MSCI 指数の名称およびロゴは、MSCI またはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。
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〒151-0053 東京都渋谷区代々木2-1-1
TEL：03-3375-2220（代表）
https://www.persol-group.co.jp/

グループサステナビリティ経営推進本部
sustainability@persol.co.jp

パーソルホールディングス株式会社 お問い合わせ先




